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2010年度総括

■安全を最優先に、確実な事業運営、リスク低減の取組み、
また技術・技能の維持継承などに努め、電力の安全・安定
供給に全力で取り組んでいきます。

■とりわけ、原子力発電所の安全・安定運転については、実
施可能な安全対策をすみやかにおこなうとともに、新たな
情報が得られ次第、迅速かつ的確に必要な対策を実施し
ていきます。

■グループ一体となったトータルソリューションを提供するこ
とで、お客さまのさまざまなニーズにお応えし、お客さま満
足の一層の向上に努めます。

■グループワイドでのより高い安全文化構築を
めざし、確実な事業運営、リスク低減活動、技
術・技能の維持継承に努めます。

■エネルギーセキュリティ、経済性、環境性など
を考慮した電源構成と、安全性や効率性など
を考慮した電力流通設備の形成・維持・運用
を進め、設備基盤の強化を図ります。

■お客さまと社会にとってのベストソリューショ
ンを追求し、お客さま満足の一層の向上に努
めます。

■「関西電力グループ長期成長戦略 2030」を道標
に、「環境行動方針」に基づいて、積極的に環境取組
みを推進し、持続可能な社会の構築に貢献します。

■温暖化問題に対しては、長期的視点に立っ
て、電気の低炭素化、お客さまと社会の省エ
ネ・省コスト・省CO₂のニーズへの対応、「関
電のスマートグリッド」の構築により、低炭素
社会の実現に貢献していきます。

■ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、
環境情報開示・環境コミュニケーションの推
進にも努めます。

■地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、
活性化のための取組みを、地域のみなさまと
ともに進めていきます。
■従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高めら
れるよう、引き続き情報発信をおこなってい
きます。

■人権を尊重した企業体質づくりと、あらゆる
差別のない社会の実現をめざします。

■多様性のある雇用の促進や働きやすい職場
づくりにかかる取組みを推進します。

■従業員の安全と健康の確保を目的として、安
全衛生活動を積極的に進めます。

■原子力や低炭素社会への対応など当社事業
への理解促進、そして、みなさまに選んでい
ただける企業グループをめざし、「フェイスト
ゥフェイス」によるコミュニケーション活動を
継続します。

■メディア環境の多様化を踏まえ、インターネッ
トを活用し、幅広く、迅速に情報を発信しま
す。

■日々の業務を通じてお客さまからいただいた
貴重なご意見を、事業活動に反映します。

■ツール類の充実を通じ、職場の自律的な活動
のさらなる活発化を図るとともに、コンプラ
イアンス意識啓発の対話・研修などをバラン
スよく展開します。相談窓口の信頼性周知に
も継続して取り組みます。

■情報セキュリティに関する当事者意識浸透の
ため、社内外の事故事例や社会への影響の
周知など、全従業員への意識啓発を徹底しま
す。また、新たな脅威に対する技術的対策を
引き続き実施します。

個々の活動については、着実な実績に依拠した成果をあげている。原子力発電所における
安全対策については、現在確立している活動に固執することなく、新しい要求事項に対し
て社会的な承認が得られるよう柔軟で積極的な対応を期待したい。

メーカ・協力会社の方々に対するアンケート結果において、コミュニケーションの充実、安
全最優先による定期検査工程の策定といった活動に対する肯定的評価の割合が低下した
ため、改善意見を伺い、対策を講じました。

グループ一体となって、商品・サービスの安全・安定供給に向けた活動を展開し、お客さ
ま満足のさらなる向上に努めました。しかし、今夏における電力需給逼迫の恐れから節電
をお願いするなど、お客さまや社会のみなさまにご不便とご迷惑をおかけしました。 

専門家から

ステーク
ホルダーの声

自己分析

グループが一丸となって低炭素社会の実現に向けて取り組んでおり、また、循環型社会の
実現に向け、産業廃棄物のリサイクル率を99.7%までに高めたことは高く評価できる。今
後は、グローカルな企業として発展していくことを期待したい。

当社のイベントにご参加いただいた方のアンケート結果から、当社の環境への取組みに対
してご理解・共感をいただいています。 

低炭素社会や循環型社会の実現に向けた取組み、地域環境保全対策、これらを支える環
境コミュニケーションなどに積極的に取り組み、着実に成果をあげました。今後も引き続
き、これらの取組みの着実な展開を図るとともに、環境に関して規制を受ける法･条例お
よび環境保全協定の確実な遵守に努めていきます。 
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地域に根ざした企業として、地域のニーズに応じた地道な活動が重要である。地域活動を
通じて得た地域や社会の声に耳を傾け、地域活動の幅を一層広げていくことを期待した
い。

行事ごとのアンケートなどの結果から、当社の取組みに対する期待や、当社の取組み意図
が伝わり、評価いただいている様子が読み取れます。 

従業員のボランティアへの意欲、関心は例年と同じく高い水準を維持しています。今後も
社内媒体を活用しながら、ボランティア活動や当社の社会貢献活動に関する情報を、従
業員に発信していきます。 

関西電力では、グループ一丸となって人権啓発活動に積極的に取り組んでいることや、社
員の大多数が人権に対して深い理解をもっていることが評価できる。今後は、企業の周辺
のステークホルダーへの働きかけを意識的に展開していってほしい。

企業として人権啓発に継続的に取り組んでいることにより、従業員の意識に、こうした活
動が企業の取組みとして重要であるとの理解と認識が着実に浸透してきています。

2010年度も人権に関する啓発活動を継続的に実施し、人権研修には全従業員数を大きく
上回る延べ25,000人以上の従業員が受講しました。また、ダイバーシティのさらなる推進
に向けた組織の立ち上げに着手することができました。 

一人ひとりとしっかりと向き合うことが、「透明性の高い開かれた事業活動」の基本である。
さまざまな情報発信の媒体や話し合いの場を通して、さらにきめの細かい活動を展開され
ていくことを期待する。

「インターネットを活用して広く情報発信するとともに、インターネットを使用しない方々に
対しても、さまざまな媒体でしっかりと情報発信していくことが大切」とのご意見をいただ
いています。 

当社事業について適時的確な情報発信をおこないました。メディア環境の変化に合わせ、
インターネットを積極的に活用した情報発信を拡充しました。引き続き、著しく変化するメ
ディア環境に合わせた情報発信がおこなえるよう、情報技術の進化に迅速かつ的確に対
応していく必要があります。 

コンプライアンスへの取組みが多層的かつ双方向的に実施されており、全社的にフェアな
姿勢で業務をおこなうというコンプライアンスの本質を理解している。今後もフェアな姿
勢を大切にしながら、優先すべきことについてメリハリを持って判断していってほしい。

「この1年間で、コンプライアンス意識が向上した｣と過半数の従業員が回答しましたが、
「担当業務で長年の問題ある取扱いを自ら是正するか」という質問では「どちらともいえ
ない｣｢あまりあてはまらない」などの回答が約2割を占めました。 

「部門・職場ごとの自律的な活動」が定着し、意識啓発の取組みが、一定の効果を生んで
います。その一方で、当社設備において法令手続きの不備が判明したことに対しては、一
層着実に再発防止策に取り組んでいく必要があります。 
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CSR行動原則

■「関西電力グループ長期成長戦略 2030」を道標に、「環境
行動方針」に基づいて、積極的に環境取組みを推進し、持
続可能な社会の構築に貢献します。

■地球温暖化問題を重要な経営課題と位置づけ、さまざまな
方策などを検討しつつ、引き続き当社グループの総合的対
策である「関西e-エコ戦略」に取り組み、低炭素社会の実
現に貢献していきます。

■ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、環境情報開
示・環境コミュニケーションの推進にも努めます。

■地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活性化のため
の取組みを、地域のみなさまとともに進めていきます。

■従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められるよう、引き
続き情報発信をおこないます。

■従業員一人ひとりが人権に関する正しい理解と認識を深
められるよう、ステークホルダーの方々のご理解を意識し
ながら、引き続き、人権研修の実施や情報共有、連携強化
に取り組んでいきます。

■従業員一人ひとりの違いを強みとしてとらえ、かつ、最大限
に活かす取組みを推進します。

■従業員の安全と健康の確保を目的として、引き続き、安全
衛生活動を積極的に進めます。

■メディア環境の変化に合わせた新たな情報発信、広聴活動
を積極的に展開していきます。
■「フェイストゥフェイス」によるコミュニケーション活動を継
続していきます。

■社会のみなさまの不安やご心配を軽減し、ひいては当社事
業への信頼を回復するために、ご意見・ご要望にしっかりと
耳を傾け、正確な情報を迅速に発信していきます。

■コンプライアンスの重要性の認識を全社大、グループ大で
改めて共有するため、「横」のつながりを強化します。また、
法令手続管理の再徹底を図り、コンプライアンス意識の浸
透に引き続き取り組みます。

■情報セキュリティに関しては、さらなる当事者意識の浸透
を図り、社内外の事故事例や社会への多大な影響の周
知、徹底した意識啓発を実施するとともに、制定したルー
ルが適切であるよう確認・是正を継続します。また、新た
なセキュリティ上の脅威に対し、技術的な対策を継続して
いきます。

最適な電源構成の実現／安定した燃料調達／電力系統の確実な運用
と設備形成／商品やサービスの安全・安定供給を支える人材の育成／
強固な防災対策の確立／原子力発電の安全運転／美浜発電所3号機
事故再発防止対策における継続的な改善活動／安全文化醸成活動の
推進／商品やサービス価値の向上にむけたお客さまの声の収集・分析
／お客さまニーズに対応したソリューション提案

新たな実施項目 ●安全文化構築に向けたグループワイドでの取組
み ●高浜発電所3号機におけるプルサーマルの取組み ●東京電力
福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対策の実施 ●グ
ループ一体となったサービスの充実

エコ・アクション／「低炭素社会のメインプレーヤー」への挑戦（「関西
e-エコ戦略」の推進〈電気の低炭素化の加速、お客さまと社会の省エ
ネ・省コスト・省CO₂への貢献、「関電のスマートグリッド」の構築〉、海外
での取組み、先進的な技術開発）／循環型社会の実現に向けた活動の
展開／地域環境保全対策／環境コミュニケーション／環境管理／第
三者審査

新たな実施項目 ●水力発電所における設備更新による出力向上 
●自社の事業所におけるエネルギー消費量削減および温室効果ガ
ス排出削減のための体制整備および推進 ●高効率電気利用機器の
開発や荒廃地へのニッパヤシ植林など先進的な技術開発の推進

それぞれの地域事情・特性に応じた各種地域活動の積極的な実施・協
力／社内ポータルサイト・社内報などによる当社オリジナルの概念とし
ての「地域共生」の考え方の周知／地域活性化に向けた企業誘致やま
ちづくりのための活動の展開

新たな実施項目 ●当社の「地域共生」の考え方を紹介するポータ
ルサイト・社内報の「やさしい『地域共生』のお話」において、各事
業所における取組みを取り上げ、その考え方や取組み姿勢に関す
る情報を8回にわたり全従業員に発信

全従業員に対する同和・人権研修の実施／人権標語の募集／役員研
修の実施／グループ会社との情報交換／高齢者雇用／障がい者雇用
／労働時間の適切な管理／従業員の成長を支援する取組み／安全衛
生委員会の開催／災害の未然防止策・教育／グループ一体となった安
全活動の展開

新たな実施項目 ●ダイバーシティ推進グループの立ち上げ（2011
年6月新設）に向けての取組みなど、ダイバーシティを推進 ●災害
の再発防止対策の策定 ●メンタルヘルス対策の推進・強化

インターネットを活用した情報発信／PR施設を通した地域社会との交
流／次世代層への「出前教室」／コミュニケーション誌による情報発
信／社会のみなさまとの交流／報道機関への迅速な情報発信／社内
報やグループポータルサイトによる社内コミュニケーション／株主・投
資家のみなさまへの公平・迅速な情報開示

新たな実施項目 ●堺太陽光発電所のリアルタイム情報の公開 
●でんき予報の発信 ●堺港発電所のPR施設をリニューアル

コンプライアンス推進体制の整備／各職場でのディスカッション活動
／第一線職場との対話・研修活動／グループ会社への出前コンプライ
アンス研修の実施／啓発ツールの充実と法的情報・教訓メッセージの
発信／｢独占禁止法研修会｣の実施／情報セキュリティマネジメントの
推進／個人情報保護の徹底

新たな実施項目 ●管理職層向けの対話・研修の開始 ●｢新・コン
プライアンス事例集｣の追加発行

関西電力グループは、6つのCSR行動原則に従い、CSRの取組みを「方針・計画の策定（Plan）」「実施（Do）」「評価（Check）」「次年度へ
の反映（Action）」というPDCAサイクルを回しながら推進しています。2010年度においても2009年度の活動に基づいて基本方針を策定し、
それに沿って取組みを実施しました。取組みはきちんと評価し、その結果は2011年度以降の方針に反映させています。
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私たち関西電力グループは、
6つのCSR行動原則に従って事業活動に取り組み、

お客さまや社会のお役に立ち続けます。

商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
関西電力グループは、社会に不可欠なライフラインを担う事業者として、
お客さまのくらしの基盤を支えていることを認識し、商品・サービスの安全
かつ安定的なお届けに、日々、万全を期します。

1

環境問題への先進的な取組み
関西電力グループは、環境との関わりが深いエネルギー事業者として、事業活
動が地球環境に与える影響の大きさを認識し、自らの事業活動に伴う環境負荷
の低減に努め、世界最高水準を目指します。さらに、よりよき環境の創造を目
指した先進的な取組みを行い、持続可能な社会の構築に積極的に貢献します。

2

地域社会の発展に向けた積極的な貢献
関西電力グループは、地域や生活に密着した事業者として、地域社会の発
展なくしては、自らの発展はありえないという認識のもと、地域経済や地
域コミュニティの活性化に向けた取組みを通じて、地域社会の発展へ積極
的に貢献します。

3

人権の尊重と良好な職場環境の構築
関西電力グループは、「人権の尊重」を国際的な合意に基づく重要な責務
であると認識し、グループの事業活動に関わるすべての人々にとって、差
別のない、安全で働きやすい職場の確保に努めます。

4

透明性の高い開かれた事業活動
関西電力グループは、事業活動に社会の声を的確に反映させるとともに、
事業運営における公正さを確保し、社会に対する説明責任を誠実に果たし
ていくため、社会のみなさまとのコミュニケーションを一層推進し、透明
性の高い開かれた事業活動を行います。

5

コンプライアンスの徹底
「企業倫理の確立」と「法令等社内外のルールの順守」は、企業が社会に
存在する上で要求される責務であり、関西電力グループは、これらをすべ
ての活動の基盤として、確実に実践します。また、これらの実践を保証す
るためのしくみを構築し、その維持改善を図ります。

6

C S R行動原則

2

2010年度総括

編集方針・報告範囲／目次
CSR行動原則
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節電のお願いに関するご説明とお礼

 東日本大震災を踏まえた
関西電力の取組みについて

 関西電力グループの経営とCSR
 コーポレート・ガバナンス
 リスクマネジメント
 CSR推進体制
 CSR推進の具体的な取組み

　商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

CSR Highlight 
ライフライン事業者としての使命と責任
安全を最優先した原子力発電所の取組み
グループ一体となったサービスのお届け
取組みへの評価と2011年度以降の方針

　環境問題への先進的な取組み

CSR Highlight
関西電力グループ環境行動方針
事業活動と環境負荷の現状（2010年度実績）
エコ・アクション（目標・実績）
低炭素社会の実現に向けた挑戦 
循環型社会の実現に向けた活動の展開
安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開
グループ会社の取組み
第三者審査
取組みへの評価と2011年度以降の方針

　地域社会の発展に向けた積極的な貢献

CSR Highlight
地域社会の一員としての取組み
地域の活性化に向けた取組み
取組みへの評価と2011年度以降の方針

　人権の尊重と良好な職場環境の構築

CSR Highlight
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多様性のある雇用の推進と働きやすい職場づくり
安全衛生に関する取組み
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　透明性の高い開かれた事業活動

CSR Highlight
ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーション
取組みへの評価と2011年度以降の方針

　コンプライアンスの徹底

CSR Highlight
各職場における啓発活動と自律的な取組みの推進
情報セキュリティ対策の推進と個人情報保護の徹底
取組みへの評価と2011年度以降の方針

第三者意見
「関西電力グループCSRレポート2010」アンケート結果
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経営と
C S R

特　集

C O N T E N T S

●本レポートは、関西電力グループのCSRの取組みを、ステークホ
ルダーのみなさまに対して、わかりやすくご報告するものです。

●特集ページでは東日本大震災を踏まえた当社の取組みを取り上
げ、これに続くページでは6つのCSR行動原則ごとに章を設け、
それぞれの取組みの進捗をお伝えしています。

●本レポートはWebと冊子で構成し、本誌掲載項目に関連する情
報がWebにある場合は、URLを記載しています。

●環境情報は第三者機関による審査
を受審し、サステナビリティ情報審
査協会が定める「環境報告審査・登
録マーク付与基準」を満たしている
として、右記のマークの付与が認め
られています。

●多くの人にとってわかりやすいよ
う、色使いに配慮したカラーユニバ
ーサルデザイン（CUD）の概念を取
り入れ、NPO法人カラーユニバー
サルデザイン機構の認定を受けて
います。

●専門的な用語などは巻末の用語集にまとめています。

●報告年度における「新しい取組み
（左）」「大きく進展があった活動
（右）」には、それぞれ右記のマーク
を付けています。

編集方針

【報告範囲】
対象期間 ： 2010年4月1日～2011年3月31日
（上記期間以外の重要な情報についても一部報告しています。）
対象範囲 ： 関西電力株式会社および関西電力グループ会社
対象分野 ： 経済面・社会面・環境面

【レポート発行時期】
　 2011年9月発行 2010年版：2010年7月発行
 2012年版：2012年夏頃発行予定

【参考にしたガイドライン】
GRI「持続可能性報告ガイドライン第3版」
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」

WebWeb 「CSRに関する取組み・環境に関する詳細情報」 
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/index.html

「財務に関する詳細情報」
http://www.kepco.co.jp/ir/index.html

CSRレポート
2011

関西電力グループ
のCSRへの取組み
を紹介しています。

アニュアルレポート 
2010

関西電力グループの経
営成績や財政状況を株
主さま・投資家さま向
けに報告しています。

会社案内
2010

関西電力株式会社
の事業内容を中心
に紹介しています。

●関西電力グループについての情報は下記でご覧いただけます。 

WebWeb 「関西電力グループ経営ビジョン」
http://www.kepco.co.jp/corporate/vision/index.html

NEWNEW
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※  年度末電源構成には他社受電分を含みます。
※  発電電力量は自社需要に対応する電力量構成比です。
※  四捨五入の関係で合計と一致しない場合があります。

グループ会社 （連結子会社および持分法適用会社）　2011年3月31日現在会 社 名
所在地［本店］ 

設立年月日
資 本 金
発行済株式数
主 な 事 業
グループ会社数

従 業 員 数
販売電力量
売 上 高
総 資 産 額

関西電力株式会社 
530-8270
大阪市北区中之島3丁目6番16号
1951年5月1日 
4,893億円
9億3,873万株
電気事業
連結子会社数 59社
持分法適用会社数 4社 
32,418人（連結）　22,207人（単独） 
1,511億kWh 
27,697億円（連結）　24,759億円（単独）
73,101億円（連結）　64,575億円（単独）

火力 53%
2,153万kW原子力 25%

1,033万kW

水力 22%
891万kW

年度末電源構成
［合計4,077万kW］

発電電力量構成
［合計1,685億kWh］

火力 45%
766億kWh

新エネルギーなど
1%

12億kWh
水力 

10%

170億kWh

原子力 44%
737億kWh

会 社 概 要  2011年3月31日現在・2010年度

お客さまニーズの的確な把握に努め、よりよい商品・
サービスの提供を通じて、お客さまとの信頼関係を
築きます。

お客さま

地域や生活に密着した事業者として、地域社会と
連携し、地域が抱える課題の解決に積極的に貢献
することで、地域社会との信頼関係を築きます。

地域社会

環境に配慮しながら、安全・品質・価格面で優れた
資機材・サービスを適切な時期に調達し、取引先
との信頼関係を築きます。

取引先

公平かつ迅速な情報開示や、企業価値の向上に
努めることで、株主・投資家のみなさまの信頼に
応えます。

株主･投資家

事業の原動力である従業員一人ひとりが、やる気
を持ち、やりがいを感じながら能力を発揮できる
よう、組織風土の醸成やしくみづくりに努めます。

従業員

㈱かんでんエンジニアリング
㈱日本ネットワークサポート
関電プラント㈱
黒部峡谷鉄道㈱
㈱ニュージェック
㈱原子力安全システム研究所
㈱原子力エンジニアリング
㈱環境総合テクノス
関電サービス㈱
㈱かんでんジョイナス
㈱かんでんCSフォーラム
㈱関電オフィスワーク

㈱関電パワーテック
㈱関電L＆A
㈱かんでんエルオートシステム
関電ジオレ㈱
ケーピックネザーランド社
㈱かんでんエルハート
関電オーストラリア社
関西電子ビーム㈱
㈱エネゲート
㈱きんでん
サンロケ・パワー社
日本原燃㈱　

関西電力グループの概要とステークホルダーへの誓い
関西電力グループは、エネルギーをコアに、暮らしや社会の基盤となる事業において
「お客さま満足No.1企業」をめざしています。
また、さまざまな事業を通して、ステークホルダーのみなさまのご要望やご期待にお応えし、
当社グループへの信頼とご理解をいただくとともに、
社会の持続的発展に貢献していきたいと考えています。

グループサポート 他
電気の安全・安定供給の基盤をサポ
ートするとともに、電気事業で培った
品質や技術力、グループの経営資源
やノウハウを活用したサービスを国内
外のさまざまなシーンでご提供してい
ます。また、その成果を電気事業にフ
ィードバックすることでさらなるサービ
スの品質向上に努めます。

エネルギー供給やユーティリティサービスの提供を中心
に、省エネ・省コスト・省CO₂などお客さまのさまざ
まなニーズにお応えすることで、お客さまのベストなエ
ネルギー利用の実現をご提案しています。

総合エネルギー

㈱関電エネルギーソリューション
堺LNG㈱

関電エネルギー開発㈱
越前エネライン㈱

関西一円に広がる光ファイバーネットワークとモバイル
ネットワークを基盤に、より一層お客さまに密着し、さ
らなるお客さま満足につながるサービスをトータルかつ
タイムリーにご提供しています。

情報通信

他2社

㈱ケイ・オプティコム ㈱ケイ・キャット 関電システムソリューションズ㈱ 他4社

低炭素社会の先進モデルとなる住宅やオフィスをご提
供するとともに、ホームセキュリティ・介護・健康管
理支援などのサービスを提供し、お客さまのより安全
安心、快適便利な暮らしの実現をご提案しています。

生活アメニティ

関電不動産㈱
㈱クリアパス
㈱関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ
かんでんEハウス㈱

㈱関西メディカルネット
㈱かんでんジョイライフ
関電ビルマネジメント㈱
アーバンサービス㈱

㈱エル・スエヒロフードサービス
㈱関電アメニックス
MID都市開発㈱　　

他5社

他10社

）
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主要水力発電所

当社供給区域

火力発電所
原子力発電所
主要変電所
主要開閉所

他社連係点

交直変換所
主要送電線
（500kV）

凡 例 

設備状況 （2011年3月31日現在） 

供給区域
大阪府、京都府、兵庫県（一部を除く）、
奈良県、滋賀県、和歌山県、ならびに
三重県・岐阜県・福井県の各一部

要 や 期待
だ

いと

0年

設備設備状況（2011

関西電力関西関情報通信

年度

設備状備状況

グループ
サポート
他
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東日本大震災を踏まえて

このたびの東日本大震災により被災されたみなさまに、
心からお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復
興をお祈り申し上げます。
震災以降、東京電力福島第一原子力発電所の事故や
計画停電などにより、電気事業、とりわけ原子力に対
する信頼が大きく揺らいでおりますことは、私ども電
気事業者全体にとって、大変深刻な事態であると重く
受け止めております。
関西電力グループは、被災地域の復旧支援などに最

大限の取組みをおこなうとともに、社会のライフライ
ンを預かる責任の重大性を改めて肝に銘じ、電気の安
全・安定供給に全力を尽くしてまいります。特に原子
力発電につきましては、稼動中のプラントの安全・安
定運転の継続、福島第一発電所事故を踏まえた安全対
策の実施、停止中プラントの再起動に向けた対応など
に万全を期してまいります。
こうした取組みを一つひとつ積み重ねるとともに、
みなさまにわかりやすくご説明し、ご理解とご安心
をたまわることで、一歩一歩信頼の回復に努めてま
いります。

全国的に定期検査中の原子力プラントの再起動が遅
れるなか、私どもは、今夏における電力需給の安定に
向けて、やむを得ず、お客さまに節電へのご協力をた
まわるようお願い申し上げました。
お客さまには、大変なご不便とご迷惑をおかけし
ましたことを、改めてお詫び申し上げますとともに、
格別のご理解、ご協力をたまわりましたことに、心
から御礼を申し上げます。私どもは、今後も引き続き、
電力需給の安定に向けて最大限の努力を尽くしてま
いります。

私たちの変わらない使命
～お客さまと社会のお役に立ち続ける～

関西電力グループは、創業以来60年間、電気をはじ
めとする商品やサービスの安全かつ安定的なお届けを
通じて、お客さまの生活や産業活動の基盤を支え、社
会の持続的発展に貢献することを使命として事業を営
んでまいりました。

東日本大震災以降、国におけるエネルギー政策見直
しの動きや、景気の先行き不透明感の増大など、当社
グループを取り巻く環境は厳しさを増しています。こ
うした状況においても、「お客さまと社会のお役に立
つ」という変わらぬ使命を果たし続けていくために、
昨年策定した『関西電力グループ長期成長戦略 2030』

と、その実行計画である「関西電力グループ中長期計
画」に基づいて、将来を見据えた取組みに、グループ
一体となって、努力と挑戦を続けてまいります。

関西電力グループのCSR
～揺らぐことのない確固たる価値観～

私どもは、この「長期成長戦略」において、CSRを関
西電力グループ全体が守るべき「確固たる価値観」の
一つと位置付けました。

CSRとは、関西電力グループの一人ひとりが、常に
お客さまや関係するみなさまの立場に立って考え、使
命感を持って自らの業務を確実に遂行することで、「社
会の一員として果たすべき責任をしっかり果たす」と
いうことにほかなりません。私どもはCSRを、いかな

る環境変化があろうとも、揺らぐことのない価値観と
して守りぬき、お客さまと社会のお役に立ち続けます。

CSRの推進
～CSRの確実な実践～

CSRを確実に実践していくためには、関西電力グルー
プの一人ひとりがCSRについての理解を深めるととも
に、各職場でCSRを意識した仕事に取り組む職場風土
が醸成されることが必要です。そのため、各職場では、
CSRキーパーソンを中心に、職場風土改善をテーマと
したディスカッションや事例研修をはじめ、工夫を凝
らした活動を展開しています。
私自身も、今後とも、できるだけ多くの職場を訪れ、

直接対話をおこないながら、CSRの考え方やその大切さ
について、私の思いを込めて、繰り返し伝えてまいります。
また、本年6月には、一人ひとりの多様な個性や強
みを最大限に活かす「ダイバーシティ推進」に向けた
体制整備をおこなうなど、職場の全員がやる気・やり
がいをもって活き活きと働くことができる環境整備や、
人材の育成により一層取り組んでいます。

CSRレポートを通して
～コミュニケーションの深化に向けて～

私たちは、このレポートを通じて、みなさまとのコミュ
ニケーションをさらに深めていきたいと考えています。
次ページ以降では、この度の節電のお願いに関するご
説明と東日本大震災を踏まえた当社グループの取組み
を特集しています。
それに続く本編では、関西電力グループの取組みを、

CSR実践のために整理した、6つの行動原則に沿って、
できる限り具体的に紹介しています。また、今回は、各
職場における具体的な取組みと、それぞれの「思い」を
各章ごとに「CSRハイライト」として掲載しております。
是非ご一読いただき、今後の課題や期待など、忌憚の

ないご意見をたまわりますれば幸いに存じます。

2011年9月

トップコミットメント

ＣＳＲを確固たる価値観として守りぬき、
お客さまと社会のお役に立ち続けます

関西電力株式会社
取締役社長
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1 節電のお願いに至った経緯
当社は、東日本大震災の発生以降、さまざまな状況を想
定し、今夏の需給見通しについて検討しておりましたが、
定期検査中の原子力発電所の再起動の見通しが不透明に
なってきたことから、火力発電所や水力発電所を中心と
した供給力確保対策を進めてきました。しかし、これら
の対策を実施しても、本格的な夏を迎える7月以降は、
急激な気温上昇により需要が供給力を上回る恐れがあり
ましたので、6月10日に、当社としてさらなる供給力確
保に努めるとともに、お客さまに節電へのご理解とご協
力をお願いいたしました。
節電のお願い当初は、お客さまや社会のみなさまから

「唐突な要請である」、「15%程度という節電目標について
根拠を明示すべきである」、「削減幅が大きく、対応に苦
慮している」といったご意見をたまわりました。改めま
して、多くのみなさまにご不便とご迷惑をおかけしてい
ることを、心からお詫び申し上げます。

2 今夏の節電の必要性
発電した電気は貯めておくことができないため、時々刻々
と変化する電気使用量を細かく予測しながら、それに合
せて発電量を調整しています。しかし、使用量に対して
発電量が不足すると、停電に至る可能性があります。
今夏が猛暑であった昨夏のような気象条件となった場

合、当社として、追加供給力の確保に万策を尽くしたと
しても、需給ギャップ（電力需要と供給力の差）を解消
することが困難であるとの見通しのもと、お客さまごと
のご事情の範囲のなかで、節電へのご協力をいただくこ
とで電力需要のピークの抑制を図ることといたしました。
具体的には、夏季期間（7月1日～9月22日）の平日

の9時～20時（ご家庭では、特に13時～16時）において、

また、当社管内の各自治体さまには、自治体施設にお
ける率先した節電の取組みにくわえ、需給が逼迫した際
には行政区域内のみなさまへ節電を周知していただくた
めの準備を整えていただきました。
その他にも、お客さまへの節電のお願いにあたっては、
国、各種団体、報道機関、メーカ、ハウスメーカ、ディ
ベロッパー、地域の販売店およびその他協力企業など多
くのみなさまからの多大なご協力をたまわりました。
お客さまや社会のみなさまに大変なご不便とご迷惑を

おかけいたしましたことを改めてお詫びするとともに、
ご協力に厚く御礼を申し上げます。

電力需要のピークに対して15%程度を目安とし、個々の
お客さまのご事情を踏まえた節電へのご協力をお願いさ
せていただきました。

3 供給力を確保するための取組み
当社は、6月10日に「電力需給非常対策本部」を設置し、
停電を回避するために供給力確保の検討やお客さまへの
節電のお願いの周知・徹底など、あらゆる対策を進めて
まいりました。

供給力の確保については、6月10日に公表した揚水発
電所の工事時期延期や火力発電所の定期検査期間短縮を
はじめ、それ以降も、水力発電所の点検作業の延期や5

月30日にトラブルで停止した舞鶴発電所1号機の早期復
旧に取り組みました。
また、自家発電設備をお持ちのお客さまやPPS（特定

規模電気事業者）からの電力購入の上積みや、他電力か
らの新たな融通受電など、さまざまな手立てを尽くすと
ともに、火力発電所の出力向上運転の準備などもおこな
いました。

4 節電のお願いの取組みとお客さまのご協力
当社は、さまざまな機会や方法を通じて、お客さまとコ
ミュニケーションを図りながら、お客さまそれぞれのご
事情に応じた最大限のご協力をお願い申し上げました。
法人のお客さまには、操業日の休日への振替え、オフィ
スや工場、店舗、施設などの空調や照明などの電気機器
の使用抑制、自家発電設備の活用などにご協力いただき
ました。

一方、ご家庭のお客さまには、エアコンの控え目の温
度設定、照明の消灯、電化製品の使用時間のシフトなど
にご協力いただきました。

節電のお願いに関するご説明とお礼

今夏における節電のお願いにつきまして、お客さまや社会のみなさまには、大変なご不便とご迷惑を

おかけし、誠に申し訳ございません。みなさまの節電に対する格別のご理解とご協力のおかげをも

ちまして、供給力不足による停電という事態を回避することができました。改めて、厚く御礼申し

上げます。この章では、節電のお願いに至った経緯と当社の取組みなどについてご説明いたします。

5 需給状況の経過報告（2011年8月31日現在）

火力発電所のトラブル停止などによる供給力減少もあり
ましたが、さまざまな手立てを尽くし、供給力の確保に
努めました。また、お客さまや社会のみなさまによる節
電への多大なご協力や、猛暑であった昨年と比べて気温
が低かったことなどから、今夏の電力需要が全体的に低
く推移し、最終的に停電を回避できたものと考えており
ます。なお、今夏の最大需要は2,784万kW（8月9日）
となり、昨年の最大需要実績と比較して約311万kWの減
少となりました。（参考：8月9日のピーク時供給力2,940

万kW　使用率94%）

今後も、関西地域における電気の安全・安定供給が、当
社にとって最大の使命であることに変わりはありません。当
社は、わが国のエネルギー政策に基づき、お客さまや社会
のみなさまのご理解をたまわりながら、中長期的な安定供給
の確保に向け、最大限の努力を継続してまいります。

節電のお願いポスター

社屋ビルの垂れ幕

■節電のお願いの主な取組み

法人の
お客さま

ご家庭の
お客さま

すべての
お客さま

主な取組み

●個別訪問
●ダイレクトメール送付
●夏季節電に伴う割引メニューの新設　

●テレビCMの放映、ラジオCMの放送
●新聞広告の掲載
●検針時チラシの配布
●街頭におけるPRツールの配布　

●ホームページ上での「節電のお願い」サイトの開設
●ホームページ上での「でんき予報」の掲載
●Twitterによる「でんき予報」などの提供
●「需給状況のお知らせメール」の運用
●節電お問い合わせ専用ダイヤルの設置
●ポスターの掲示

対象

など

など

など

■8月の最大電力の推移

（万kW）

2010年度の最大電力
2011年度

2011年度最大電力
2,784万kW
（2011年8月9日）

31
（日）

2520151051
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2010年度最大電力
3,095万kW
（2010年8月19日）　
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■当社の原子力発電所

京 都 府京 都 府京 都 府京 都 府
滋 賀 県滋 賀 県滋 賀 県滋 賀 県

高浜町

おおい町

小浜市

若狭町

美浜町

若 狭 湾

敦賀市

高浜発電所

［4基］
出力 339.2万kW

大飯発電所

［4基］
出力 471.0万kW

美浜発電所

［3基］
出力 166.6万kW

福 井 県

東日本大震災を踏まえた
関西電力の取組みについて

特 集

■東日本大震災復興支援・総合対策推進会議の設置

特 集

設置日
 2011年3月15日
要員構成
 議　長：取締役社長 八木 誠
 副議長：全取締役副社長
 委　員：全常務取締役
 幹　事：企画室長、総務室長
主な業務
 ・復興支援実施にあたっての総合調整
 ・大規模災害に備えた当社電力設備に関する対策の
   高度化および総合的な防災対策の基本方針の策定

東日本大震災復興支援・総合対策推進会議

● 東日本大震災を踏まえた地震および津波など、大規模災害に関する
 対策の再評価と必要な対策の見直し　など
 ①リスク抽出
 ②各設備のリスク評価と必要な対策の整理（ハード面）
 ③情報連絡ツールなどの適切性評価と必要な対策の実施（ソフト面）

設備・防災対策部会

● 復興支援に係る具体的な方策の検討
● お客さまからの問い合わせなどへの対応方策の検討  など

復興支援部会

● 地震および津波などに対する安全性向上対策の検討
● 東京電力への支援方策の検討
● 福井県など地元のみなさまへの情報発信方策の検討　など

原子力特別部会

来るべき大規模地震災害に備えて

東京電力福島第一原子力発電所事故の要因

当社の原子力発電所における安全性向上対策の取組み 

炉心損傷や使用済燃料
の損傷を防止する観点で
実施

緊急対策
（2011年5月にすでに完了）

安全性確保のための多重性・
多様性を拡充し、より一層の信
頼性向上を図る観点で実施

※送電線の強化や発電所へのアクセス
道路の整備は中長期的に実施

応急対策
（原則として2年以内を目処※）

電源の確保

原子炉の冷却機能の確保

使用済燃料プールの
冷却機能の確保

緊急対策・応急対
策に加え、「さら
なる安全性向上
対策としての追
加対策」を追加

地震発生で原子炉は自動停止しました。しかし、地震に伴って発生し
た津波で起きた❶❷❸が、事故を拡大させ、原子力災害の規模を大き
くした直接的な要因と考えられています。

放射性物質の放出

❷ 原子炉の
　 冷却機能の喪失 ❸ 使用済燃料プールの

　 冷却機能の喪失
　 （温度上昇）

原子力発電所の外部電源に加え、非常用ディーゼル発電機など
緊急時の電源もなくなった。 

外部電源や緊急時の電源の喪失

原子炉が停止した後に炉心の熱を冷やす設備が使用できなく
なった。 

原子炉の冷却機能の喪失

使用済燃料プールを冷やす設備が使用できなくなった。

使用済燃料プールの冷却機能の喪失
閉じ込める

冷やす

地震発生により原子炉自動停止

止める

2011年4月4日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
3月30日付で、経済産業省から指示いただいた「福島第一・第二原子力発
電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対策の実施について」の内容な
どを踏まえて、当社原子力発電所の運転に際し、守るべきことを定めた保安
規定の変更認可申請を経済産業省におこないました。

2011年4月8日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
福島第一原子力発電所事故を踏まえて、判明している情報に基づき、直ち
に講じるべき対策を「緊急対策」、より一層の信頼性向上を図る観点で実施
する対策を「応急対策」として「安全性向上対策の実行計画」を策定しました。

2011年4月25日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
当社を含めた福井県内の電力事業者の安全性向上対策について検証する
「福井県安全対策検証委員会」が開催され、当社から安全性向上対策の実
行計画についての取組み状況を説明し、同委員会にて検証していただきま

した。「東北電力の運転停止時の非常用発電設備トラブル事象を踏まえた
原子力安全・保安院の指示」や「福井県安全対策検証委員会での検証結
果」を踏まえ、「さらなる安全性向上対策としての追加対策」を追加しました。

2011年5月16日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
経済産業省からの指示を受け、原子力発電所の外部電源の供給信頼性に
ついて分析、評価をおこない、その結果を踏まえて必要な対策を検討し、経
済産業省に報告書を提出しました。

2011年6月14日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
経済産業省からの指示を受け、「過酷事故（シビアアクシデント）への対
応に関する措置」の5項目の実施状況を取りまとめ経済産業省に報告し
ました。6月15日には当社原子力発電所において経済産業省の立入検
査がおこなわれ、6月18日に適切に実施されているものと評価していた
だきました。

❶ 地震・津波の影響により、非常用電源喪失
   （外部電源や緊急時の電源の喪失）

当社は、地震発生後直ちに、原子力発電所の安全上重要な機
器の健全性確認をおこなうとともに、安全確保にかかる実施可
能な対応をすみやかに開始しました。
次いで、福島第一原子力発電所事故の要因を踏まえ、地震・
津波が発生しても、下記の❶❷❸の3つの機能を維持し、炉
心損傷や使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を
抑制しつつ冷却機能回復を実現するための対策を講じること
としました。

この対策の実施にあたっては、ただちに講じるべき対策を
「緊急対策」として策定しました。また、安全性確保のため多

重性、多様性を拡充し、より一層の信頼性向上を図る観点で
実施する対策を「応急対策」として策定しました。
さらに、緊急対策・応急対策に加えて、経済産業省や福
井県からの指示も踏まえて、過酷事故（シビアアクシデント）
への対応など、「さらなる安全性向上対策としての追加対策」
を追加しました。
なお、現在検討が進められている原子力発電所のストレス

テストについても、国からの指示に基づいて的確に評価し、
今後とも、立地地域をはじめ国民のみなさまの不安解消、信
頼回復に全力を尽くしてまいります。　

西日本においても、21世紀前半に東海・東南海・南海地震の
発生や、近畿圏での直下型地震の発生が懸念されています。
当社は、これらの大規模地震に備え、これまで減災対策や早期
復旧対策など、さまざまな対策を検討・実施するとともに、大
規模地震災害を想定した訓練を重ねることで、強固な防災体制
の確立に努めてきました。
さらに、2011年3月、東日本大震災を踏まえて、地震など

による大規模災害に備えた対策に万全を期すために、復興支
援部会、設備・防災対策部会、原子力特別部会という3つ

の部会を持つ「東日本大震災復興支援・総合対策推進会議」
を設置しました。
今後、大規模災害に関するリスクを再評価し、今回の大震
災により得られる新たな知見を踏まえて、必要な対策の見直
しを図っていきます。

WebWeb 東日本大震災にかかる関西電力の対応について
http://www1.kepco.co.jp/notice/shinsai_link2011.html

炉心損傷／使用済燃料の損傷／シビアアクシデント／ストレステスト　用語集参照9 10
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福島第一原子力発電所事故を踏まえた
当社の安全性向上対策の実施状況について （2011年8月末現在）

これらの安全性向上対策についてすみやかに実施し、
今後も新たな情報が得られ次第、迅速かつ的確に必要な対策を追加・実施してまいります。

■免震事務棟を設置
津波、地震、耐放射線
対策が図られた免震
事務棟を設置（中長
期的に検討）

■事故時の訓練の充実
複数号機同時全交流電源喪失、1次冷却材配管の破
断などシビアアクシデントを想定した訓練の計画・実
施〔総合防災訓練への計画反映・実施等、訓練の体
系化を検討〕（2011年度中に計画）

過酷事故（シビアアクシデント）への対応

■緊急時における発電所構内通信手段の確保
●全電源喪失や浸水時における現場と中央制御
室間の情報連絡手段として、乾電池式の携行型
通話装置等を配備（2011年6月完了）

●全電源喪失時でも作業が可能となるよう、ハ
ンドライトおよびヘッドライトを配備

  （2011年4月完了）

■緊急時における発電所構内通信手段の確保
免震事務棟に機能を充実させた構内内線電話
交換機、衛星通信設備他を確保
（2017年度頃完了予定）

■高線量対応防護服等の資機材の確保
　および放射線管理のための体制の整備
●事故時における高線量区域での作業のため、
高線量対応防護服を各発電所に配備

  （2011年6月完了）
●個人線量計等の資機材に
ついて、必要に応じ原子力
事業者間で相互に融通しあ
うことを確認（2011年6月
完了）

●緊急時は、放射線管理要員
以外でも放射線管理要員を
助勢できる仕組みを整備

  （2011年6月完了）
高線量対応防護服

■がれき撤去用重機の配備
津波発生後、発電所構内に散逸するがれき類を
除去するため、各発電所に1
台トラクターショベルを配備
（2011年4月完了、6月には
大型に変更）

美浜発電所の例

■運転員の訓練実施
運転マニュアルならびにシミュレータを用いた全電源
喪失の訓練実施
●マニュアルを用いた訓練（2011年4月完了）
●シミュレータ訓練（美浜1号機、高浜1号機、大飯1号
機：2011年4月完了）

■緊急時対応体制の確立
●役職者の配置（2011年3月完了）
●要員、手順書整備および訓練実施
  （2011年4月完了）

使用済燃料プールの冷却機能の確保

■水位計、温度計の電源を常用から非常用に変更
■水位監視カメラの設置（定期検査中のプラントから順次実施）

■定期検査における特別点検
冷却ポンプの分解点検（美浜1号機、高浜1号機：2011年4月完了）

■消火水注入のための配管の設置（2011年度中に実施予定）
■耐震性の向上（2011、2012年度中に実施予定）

使用済燃料プールに海水等を給水するた
めの消防ポンプ、消火ホース他を配備
（2011年4月完了）

原子炉の冷却機能の確保

復水タンクに海水等を給水するための消防ポンプ、消
火ホース他を配備（2011年4月完了）

■消防ポンプおよびホースの追加配備
タービン動補助給水ポンプによる原子炉冷却後、さらに冷却を実施するた
めに、蒸気発生器へ水を供給するための消防ポンプおよびホースを追加配
備（2011年6月完了）

タンク間の配管改造
（2011、2012年度中に実施予定）

タンク周りの防護壁設置
（2012年度中に実施予定）

発電所へのアクセス
道路の整備
（中長期的に実施）

電源の確保

プラントの監視機能等に必
要な電源の確保（2011年4
月完了）

電動補助給水ポンプの稼動
に必要な電源の確保（2011
年4月完了）

非常用発電機の追加設置
（中長期的に検討）

非常用発電機代替設備（移
動が可能な空冷式ディーゼ
ル発電機）の設置（2011年
度上期配置予定）

■運転員支援システムの導入
事故時にプラント状態や運転操作に必要な情報
を提供する運転員支援システムを導入（中央制
御盤取替の計画に合わせて実施。対象：美浜3号
機、高浜1,2号機、大飯1,2号機） 安全上重要な設備の機能維持のための対策

■海水ポンプの代替となる大容量ポンプの配備
タービン動補助給水ポンプによる原子炉冷却後、さらに冷却を実施するために大
容量ポンプを配備（2011年12月末までに配備予定）

扉のシール施工
（2011年5月完了）

海水ポンプ防護壁の設置
（2011年度中に実施予定）

海水ポンプモーター予備品の保有
（2011年度中に配備予定）

既存防波堤のかさ上げ、または陸上
に防潮堤を設置（美浜、高浜発電所に
ついては2011年度中に実施予定、大
飯発電所については2013年度中に
実施予定）

水密扉への取替
（2012年度上期
実施予定）

移動が可能な海水供給
用エンジンポンプの設置
（2011年6月完了）

緊急対策
（すでに完了した対策）

応急対策
（すでに完了した対策）

応急対策
（現在、検討・
実施している対策）

追加対策他
（すでに完了した対策）

追加対策他
（現在、検討・
実施している対策）

原子炉の冷却機能の確保

■定期検査における特別点検
非常用炉心冷却系統、格納容器ス
プレイリングの点検（美浜1号機、
高浜1号機：2011年4月完了）

過酷事故（シビアアクシデント）への対応

■中央制御室の作業環境の確保
全電源が喪失した場合においても、中央制御室での作業に支障
がないよう、中央制御室内を循環し、フィルターにより放射性物
質を除去する空調装置に対して、既に配備している電源車から
給電し運転できるよう手順書を整備（2011年6月完了）

送電線の強化〔計画的な改修〕（中長期的に実施）

■大飯3,4号機に、77kV線路1回線を接続（3年程度予定）
■77kV線鉄塔の長幹支持がいしに免震対策を実施（2011年度中に実施予定）
■鉄塔敷地周辺の盛土崩壊や地すべり、
　急傾斜地の土砂崩壊評価を実施（2011年10月末までに評価予定）
■77kV開閉器をより水密性に優れたコンパクトな開閉器に取替
　（美浜発電所：3年程度予定）
■77kV予備変圧器・開閉器の屋内施設化を実施（美浜発電所：3年程度予定）
■77kV開閉器、予備変圧器の防油堤のかさ上げを実施
　（大飯1,2号機：1年程度予定）
■建屋内の給電ケーブルが冠水しないよう、ケーブルルートを変更
　（美浜、高浜、大飯発電所：3年程度予定）

電源の確保
凡　例

過酷事故（シビアアクシデント）への対応

■水素爆発による施設の破壊を防止するための対策を実施
●設置済みの水素燃焼装置に電源車から給電し、運転できるよ
う手順書を整備（大飯1,2号機：2011年6月完了）

●格納容器から隣接部へ漏えいした水素の滞留を防止するた
め、外部へ放出する排気ファンに給電し、運転できるよう手順
書を整備（大飯1,2号機以外のプラント：2011年6月完了）

■水素爆発による施設の破壊を
　防止するための対策を実施
電源を必要としない水素濃度低減装
置（静的触媒式水素再結合装置）を設
置（大飯1,2号機以外のプラント：2012
～2013年度に設置予定）

特集    東日本大震災を踏まえた関西電力の取組みについて
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シビアアクシデントに対する訓練の実施
2011年4月15日付の経済産業省からの原子力発電所の外部電源の信頼性確保の指示を受けて、原子力発電所の外部電源の
供給信頼性について分析、評価をおこない、その結果を踏まえ、必要な対策を検討し、5月16日に経済産業省に報告書を提
出しました。

原子力発電所の外部電源の信頼性確保のための取組み

3月11日の東北地方太平洋沖地震、4月7日の宮城県沖地震
など一連の地震の発生を踏まえ、原子力発電所の外部電源の
供給信頼性について分析・評価をおこないました。

【評価結果】
●当社の原子力発電所は、「外部電源系は2回線以上の送電線により
電力系統に接続された設計であること」と国が定めた指針※1を上
回る信頼度を確保していることを確認しました。 

●宮城県沖地震による他電力原子力発電所での外部電源喪失事象※2

と同等の事象（1変電所における事故）が発生しても、外部電源を
喪失しないことを確認しました。

1. 電力系統の供給信頼性についての分析および評価

美浜発電所、高浜発電所、大飯発電所は、それぞれ3ルート

5回線（大飯発電所3、4号機は2ルート4回線）の送電線に
接続されており、指針を満たしていますが、大飯発電所3、

4号機については、77kV線路1回線に接続されていないため、
接続工事を実施し、さらなる外部電源の多重化を図ります。
（3年程度予定）

2. 複数の電源線に施設されているすべての送電回線の各号機への接続

● 送電鉄塔の耐震性評価について
兵庫県南部地震や新潟県中越地震に加え、今回の地震におい
ても、地震動による鉄塔倒壊事例がないことから、鉄塔は十分
な耐震性を有していると評価できます
が、長幹支持がいしの被害（折損）
が発生していることから、免震対策
が実施されていない77kVの長幹支
持がいしについて対策を実施します。
（2011年度中に実施予定）

● 基礎の安定性評価について
兵庫県南部地震、新潟県中越地震、今回の地震において、鉄
塔敷地周辺の地盤変状の影響による二次的被害により鉄塔倒

壊が発生（各1基、計3基）してお
ります。そのため二次的被害の要
因である盛土崩壊や地すべり、急
傾斜地の土砂崩壊評価をおこない
ます。（2011年10月末までに評価
予定）

3. 電源線の送電鉄塔の耐震性、基礎の安全性などに関する評価および補強対策

各発電所の実態に応じた構内の電気設備への適切な対策を実
施します。
❶77kV開閉器をより水密性に優れたコンパクトな開閉器に取り替え
ます。（美浜、3年程度予定）

❷77kV予備変圧器・開閉器の屋内施設化を図ります。（美浜、3年
程度予定）

❸77kV開閉器、予備変圧器の防油堤をかさ上げします。（大飯1、2号、
1年程度予定） 

❹建屋内の給電ケーブルが冠水しないよう、ケーブルルートを変更
します。（美浜、高浜、大飯、3年程度予定）

4. 原子力発電所の開閉所など電気設備の浸水対策

※1：発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針 など
※2：4月7日の宮城県沖地震に伴い、東北電力管内の送電系統において、1変電所の1電圧階級機能喪失事故が発生し、その結果、東通発電所などが外部電源を喪失した事象

閉じ込める冷やす止める

容容容力容容容力力力炉炉炉子炉子炉子炉原子原子原子原子炉圧力圧力容圧圧原原子炉原子炉圧力容原子炉圧力容器
ポンプ

運転員の対応訓練1
シミュレータ装置にて、全電源が喪失し
たと想定し、運転員による機器の操作
や電源車の手配などの対応訓練を実施
（3月24日 運転サポートセンターにて）

原子炉を長期的に冷却するための
水補給訓練（復水タンクへの水補給）3

消防ポンプにより海水を復
水タンクへ送水する訓練
（4月6日高浜発電所にて）

復水タンクにホースを接続
する訓練（4月7日 美浜発
電所にて）

タンク タンク

電源車を用いた
電源復旧訓練2

中央制御室に電気を供給するた
め、電源車から、電源盤にケー
プルを接続し電源を復旧する訓
練（4月11日 大飯発電所にて）

原子力発電所の外部からの電源が喪失し、さらに非常用予備発電機も運転できない状態となり、事態が進展することを想定
した訓練を実施しています。

地震や津波により、外部からの電源を受けることができず、
非常用ディーゼル発電機も動かなくなった場合、電源を使用
しない機器などにより原子炉を「止める」、「冷やす」、放射
性物質を「閉じ込める」こととしています。
福島第一原子力発電所事故が発生した以降、これまでのシ

ビアアクシデントに対する運転員の訓練に加え、全電源が喪
失した場合を想定した「運転員の対応訓練」や、「電源車を用
いた電源復旧訓練」、また「原子炉を長期的に冷却するための
水補給訓練」を実施し、緊急時に対応できるよう備えています。

1. 地震や津波で電源がなくなった場合の訓練

当社原子力発電所の使用済燃料プールには、十分な水がある
ため、温度の上昇が緩やかであり、プールの水位が急激に低
下することはありません。緊急時には付近の消火栓や屋外か
ら消防ポンプを使用して、淡水タンクまたは海から水を補給
し、安全な水位を維持することができます。福島第一原子力
発電所事故が発生した以降、「水補給訓練」を実施し、緊急
時に対応できるよう備えています。

2. 使用済燃料プールの水の温度を冷やすことができなくなった場合の訓練

特集    東日本大震災を踏まえた関西電力の取組みについて
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● 調査ステップ
❶地質・地盤調査
敷地周辺・敷地内の地質・地盤を調査。

❷基準地震動の策定
地質・地盤調査の結果を踏まえた上、裕度を考慮して地震動
評価をおこない、耐震設計の基準とする基準地震動を策定。

 

❸建物や機器の評価
上記、基準地震動が発生した場合の施設への影響評価をおこ
ない、安全機能が維持できるかを確認。

現時点において、当社原子力発電所では、安全上重要な機能を
有する主要な施設について耐震安全性が確保されていることを、
下記の調査ステップにて確認しています。
今回の地震によって得られる知見についても、耐震安全性評
価に反映すべき事項があれば、これまで同様、適切に対応して
いきます。

耐震安全性の確保

電力の応援融通̶̶ 1 （2011年6月まで実施）　
電力各社と共同で、周波数変換設備を通して東京電力へ最大
103万kWの応援融通をおこないました。

電力の応援融通̶̶ 2 （2011年6月まで実施）
当社の御岳・寝覚発電所（水力：長野県木曽郡）は、普段は
60Hzで発電していますが、50Hzの電気もつくることができます。
東京電力に少しでも電気
を送るため、御岳・寝
覚発電所にて50Hz発
電をおこないました。（合
計で最大約10万kW程
度を東京電力へ融通）

要員派遣・資機材などの提供（東京電力・東北電力へ）
環境放射線モニタリング（空気中の放射線量を測定）や住民な
どに対するスクリーニング（住民の放射性物質汚染の測定）を
おこなう要員を派遣し、機材を提供しています。
また、電源車を用いた応急送電、配電設備の巡視・改修を実施。
さらに、衛星通信
システムの可搬型
装置のほか、食料、
飲料水、衣料など
を提供しています。

燃料の支援
当社が受け入れ予定であった火力発電用の燃料（液化天然ガス
〈LNG〉や原油）を、東京電力・東北電力に提供しています。また、
電源車用の軽油も東京電力へ提供しています。

被災地への支援
避難所へ飲料水を提供するとともに、住宅の損壊などによりお
住まいにお困りの方へ自治体を通じて社宅を提供いたしました。
また、社員食堂において、東北・関東地方の農作物支援もおこ
なっています。

義援金
日本赤十字社を通じて、義援金を寄付しています。

避難所への応急送電および配電設備などの応急復旧
東北電力からの要請に応え、3月12日に当社作業班（第１班）が
電源車、高所作業車、サポートカーにて、現地災害本部のある宮
城県の名取スポーツパークへ出動しました。
宮城県宮城郡七ヶ浜町の避難所2ヵ所で

電源車を使った応急送電をおこなうととも
に、高圧送電に向けた不良設備の改修作業
などに従事しました。

㈱きんでんは、震災直後に配電設備の工事
要員が、当社とともに東北電力管内へ出動
し、配電線路の巡視ならびに不良設備の改
修工事をおこないました。また、電力設備
以外にも、被災した工場やビル、携帯電話
基地局などの復旧対応に従事しています。

道路・河川等の被害調査
㈱ニュージェックは、国、県、市町村および建設コンサルタン
ツ協会の要請に応じて、宮城県を中心に協
力会社も含めた技術者が、道路・河川・港
湾などの被災地調査および復旧活動に従事
しています。

FTTH「eo光」を1年間無償提供
㈱ケイ･オプティコム、㈱ケイ・キャット、関電システムソリュ
ーションズ㈱は、被災地域からeo光サービス提供エリア内に引
越しされたお客さまに対して、FTTHサービス「eo光」の1年
間の無償提供や、ご要望に応じてイ
ンターネットの接続に必要なパソコ
ンの無償提供をおこなっています。

当社グループは、被災地域に対して、電力設備の緊急復旧や電力の応援融通、要員の派遣、各種資機材の提供など、最大限
の支援を続けております。

当社の支援活動

グループ一体となった支援活動

当社の原子力発電所は、万一、非常用予備発電機が起動せず、
原子力発電所内すべての電力供給が喪失した場合でも、電源を

使用しない機器などにより原子炉を「止める」、「冷やす」、放射
性物質を「閉じ込める」こととしています。

地震や津波で電源がすべてなくなった場合の対策

地震に対するこれまでの取組み 復旧支援について

発電所名

美浜発電所

高浜発電所

大飯発電所

地震規模※1

（マグニチュード）

7.7

7.4

7.4

基準地震動
（ガル※2）

750

550

700

※1：基準地震動策定において、敷地に大きな影響を及ぼすと想定される地震規模
※2：加速度の単位（cm/sec2）で、地震の揺れの強さを数値として表現したもの。
　　 一般にはガル数が大きいほど震度も大きくなる

御岳発電所 寝覚発電所

電源車による応急送電

被災地調査の状況

震災直後に現地に
駆けつけました

モニタリング車 復旧作業のようす

1次冷却材
ポンプ

制御棒

蒸
気
発
生
器

加圧器

原子炉圧力容器

燃料燃料燃料 復水
タンク

イメージ図

タービン動
補助給水ポンプの
駆動用蒸気

タービン

取水口（海水）

水の補給

復水器
放水口

主給水ポンプ

水

水

水

蒸気

タービン動
補助給水ポンプ

蒸気原子炉格納容器

発電機

1次系（放射能あり）

活断層

❶地質・地盤調査

❸建物や機器の評価

イメージ図

❷基準地震動の策定

2次系（放射能なし）

冷やす
蒸気で駆動するタービン動補助給水ポンプ
で蒸気発生器に注水し、原子炉を冷却

閉じ込める
大容量の原子炉格納容器に
より放射性物質を閉じ込める

止める
制御棒は重力で炉心に挿入

❸ 蒸気を大気へ放出
（放射性物質を含まない）

❶タービンへの
蒸気を遮断

❷
給
水

3ヵ所の変換所を
介して電力を融通

北海道

北陸

関西

中国

四国

九州

中部
東京

東北60ヘルツ 50ヘルツ

東清水周波数変換所

新信濃周波数変換所

佐久間周波数変換所

イメージ図

特集    東日本大震災を踏まえた関西電力の取組みについて
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関西電力グループ 経営ビジョン関西電力グループ 経営ビジョン

エネルギーをコアに、くらしの基盤となる
領域において「お客さま満足No.1企業」
を目指します。

目指すべき企業像

お客さまの喜びのために私の最善を
つくします。

一人ひとりの行動指針

さらに
幅広いサービスと
グローバルな貢献

2030年にありたい姿202020202020202020202020222 3030303030303030030330年年年年年年年年年年年年年年年ににににににににににににににににありありありありありありありありありありありありありあありりたいたいたいたいたいたいたいたいたいたいたいたたたいたいたいたいたいたい姿姿姿姿姿姿姿姿姿2030年にありたい姿2030年にありたい姿2030年にありたい姿

エネルギーと暮らしの
ベストパートナー

低炭素社会の
メインプレーヤー

新時代の
エネルギー安定供給の

パイオニア

ベストソリューションの追求 盤石の事業基盤という当社の「強み」を活かし、常に時代の先を読みながら、
お客さまと社会にとって最良となる事業活動を展開。

盤石 の 事業基盤 高品質で低廉な電気や真心のこもったサービスをお届けすることによって得られる
お客さまや地域社会の信頼。こうした事業活動を支える人・設備・技術など。

美浜発電所3号機事故などを二度と繰り返さないと誓った「安全文化」、いつも
相手の立場を思いやる「人を大切にする経営」。これらをはじめ、社会の一員とし
ての責任を果たす「CSR」の実践がいかなる時代であっても重要である。

確固たる価値観

経 営 理 念

2004年3月策定年 月策定

関西電力グループがCSRを推進する
うえで柱とする行動を定めたもの

CSR行動原則

2005年5月策定年 月策定

CSR行動原則に沿って、個人レベルの
具体的な行動の規範を定めたもの

いつも、近くに、末永くといっ
たお客さまとの深いつながりを
通じて、お客さまのエネルギー
や暮らしにさらなる満足をご提
供している。

「電気の低炭素化」「お客さまと
社会の省エネ・省コスト・省
CO₂への貢献」「関電のスマー
トグリッドの構築」これらを一体
でおこなうことで、持続可能な
低炭素社会の実現に貢献して
いる。

「前垂れがけの精神」（創業時に太田垣社長が提唱）
真の民間企業としてお客さまへの奉仕を第一に考える

社　訓

良識 責任感と公正な常識を身につけ
勤勉 自分の業務に対し、積極的に取り組むとともに最善を尽くし
友愛 心豊かな社会人となるために、日々自らを磨くことに努めよう。

われわれは公益事業に従事するものとして、

低炭素社会の実現に向けた動
きの本格化や資源高・資源制
約など新たな時代においても、
最適な設備を形成し、資源の
安定確保を続け、日本だけで
なく世界のエネルギー安定供
給に貢献している。

̶豊富・良質・低廉な電気で需要家に奉仕するほ

̶真心のこもったサービスに全力を尽くすま

̶地域社会の発展、繁栄に貢献するち

関電サービスの確立を制定 1964年社達

1951年

2004年3月策定

関西電力グループ 長期成長戦略 2030関西電力グループ 
「お客さま満足No.1企業」の具体的な姿を表したもの

中長期計画や毎年の経営計画はこれをベースとします。

2010年3月策定

関西電力グループ  CSR行動憲章関西電力グループ  CSR行動憲章関西電力グループ  CSR行動憲章 関西電力グループ  CSR行動規範関西電力グループ  CSR行動規範関西電力グループ  CSR行動規範

経 営と C S R

関西電力グループの経営とCSR
関西電力グループは、「お客さまと社会のお役に立つ」という創業以来の変わらぬ使命を果たし続けるために、CSRをグループ

全体の確固たる価値観として基盤に据え、すべての事業活動を展開しています。

経営理念と私たちがめざす姿
創業間もない1951年、初代社長、太田垣士郎は「お客さま
奉仕を第一に考える」という「前垂れがけの精神」を提唱し
ました。今日のCSRともいえるこの方針は、1964年に経営
理念「ほ・ま・ち」に再編されます。また、太田垣社長が「良
き社風の涵養を」と全従業員に説いた「良識・勤勉・友愛」は、
社訓としていまも受け継がれています。その後、経営環境や
事業形態が大きく変化するなか、2004年に「関西電力グルー
プ経営ビジョン」を策定しました。「お客さま満足No.1企業」
という「目指すべき企業像」を掲げるとともに、その実現の
ための柱として6つの「CSR行動原則」からなる「関西電力
グループCSR行動憲章」を発表し、CSRを軸とする経営ビジョ
ンを明確にしました。さらに、当社グループは、今後、予想
される大きな経営環境の変化のなかにおいても、「お客さま
と社会のお役に立つ」という変わらぬ使命を果たし続けてい
くため、2010年に「関西電力グループ長期成長戦略 2030」

を策定し、2030年における「ありたい姿」を明確に示しま
した。この戦略においても、CSRをグループ全体の確固た
る価値観として根幹に据えており、これまでも、これからも
CSRを基盤とした経営を続けてまいります。

関西電力グループCSR行動憲章
関西電力グループの事業活動は、お客さま、地域社会、取引
先、株主・投資家、従業員、そのほか社会の多くのみなさま
により支えられています。こうしたみなさまからいただく信
頼こそが、企業としての使命を果たし、持続的に成長を遂げ
ていくための基盤です。当社グループは、社会の一員として
の責務を確実に果たすとともに、事業活動に対してみなさま
から寄せられる期待に誠実にお応えすることにより、社会の
持続的発展に貢献し、この信頼を確固たるものとしていきた
いと考えています。このような認識のもと、当社グループは、
6つのCSR行動原則に基づき、すべての事業活動を展開し、
企業としての社会的責任を全うします。

関西電力グループCSR行動規範
役員および従業員は、常に関西電力グループの一員としての
自覚をもち、品位を保つとともに、社会的良識をわきまえて
行動します。また、業務遂行にあたっては、安全の確保を最
優先に、関連する法令、企業倫理
および社内ルールを遵守して、職
務に専念し、お客さまの喜びのた
めに自らの最善を尽くします。

CSR調達方針
当社の購買部門は、設備の最適な形成・維持・運用のために、
環境に配慮しつつ、安全・品質・価格面で優れた資機材・サー
ビスを適切な時期に調達しています。このような調達活動は
大切なパートナーである取引先のみなさまによって支えられ
ており、相互に信頼関係の醸成に努め、これまで以上に強固
なパートナーシップを構築しながら、調達活動を通じたCSR

を推進していきたいと考えています。
そのため、当社は以下の5項目からなる「調達活動の行動
基準」を制定し、その基準に基づき調達活動を実践するとと
もに、契約交渉時あるいは現場実態調査に伴う工場訪問など
の機会をとらえて、取引先に対しCSR調達方針の説明、浸
透に努める活動に取り組んでいます。

CSR行動原則
1. 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
2. 環境問題への先進的な取組み
3. 地域社会の発展に向けた積極的な貢献
4. 人権の尊重と良好な職場環境の構築
5. 透明性の高い開かれた事業活動
6. コンプライアンスの徹底

※各原則の本文は2ページをご覧ください

コンダクトカードの携帯：関西電力グループの経営ビジョンやCSR行動規範を
記載した携帯用カードを全従業員に配布しています。裏面に自らの行動目標を
明記し、日々の業務における行動や目標の確認に活用しています

１.安全の最優先、品質・技術力の維持・向上
安全を最優先に考え、設備の最適な形成や維持、運用の
ための、品質・技術力の維持・向上に資する取組みや対
策を講じていきます。 

2.環境への配慮
環境負荷が少ない資機材およびオフィス用品の調達（グ
リーン調達）を推進し、取引先のみなさまと協働して循
環型社会の構築に貢献します。 

3.強固なパートナーシップの確立
取引先とサプライチェーンに対して協働して改善に取り
組むことで、取引先のみなさまとの強い信頼関係を構築
し、お互いに成長・発展をめざします。 

4.透明性の高い開かれた取引
安全・品質・価格面で優れた資機材やサービスを適切な
時期に調達するため、国の内外を問わず、広く門戸を開
いています。また、取引先の選定にあたっては、安全性、
品質・技術力、環境への配慮、価格、納工期の確実性、保守・
管理の実施状況などに基づき、経済的合理性を追求し社
会的合理性にも配慮しながら公平・公正におこないます。 

5.コンプライアンスの徹底
すべての関係法令およびそれらの精神を遵守し、特に、
安全に関する関係法令の遵守、人権尊重（児童労働・強
制労働の禁止など）、個人・秘密情報の厳正な管理に充分
配慮します。また、社会の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力・団体の活動を助長するような行為はおこな
いません。

「関西電力グループ経営ビジョン」
http://www.kepco.co.jp/corporate/vision/index.html

「関西電力グループCSR行動憲章」
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/charter.html

「関西電力グループCSR行動規範」
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/standards.html

「関西電力グループ長期成長戦略 2030」
http://www.kepco.co.jp/corporate/strategy/index.html

「関西電力グループ中長期計画」
http://www.kepco.co.jp/corporate/ml_plan/index.html

「関西電力の調達活動」
http://www.kepco.co.jp/kepa/purchas/index1j.html
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経営と C S R

コーポレート・ガバナンスの基本体制
当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、
常務会およびCSR推進会議やリスク管理委員会など各種委
員会をおき、職務の執行を適正におこなっています。また、
監査役、監査役会および会計監査人をおき、職務の執行が適
法・適正かつ妥当であることを、それぞれの立場から確認し
ています。当社はこうした体制をコーポレート・ガバナンス
の基本としています。

業務執行の適正の確保
当社は、定例取締役会を毎月1回、必要に応じて臨時取締役
会を開き、経営上重要な事項について審議・決定するととも
に、取締役の職務の執行状況について定期的な報告を受け、
取締役を監督するなどコーポレート・ガバナンスの充実に努
めています。

さらに、重要な業務執行については、迅速で適切な意思決定
を実現するため、役付取締役により構成する常務会を原則的に
週1回開催し、効率的かつ効果的な会社運営を実施しています。
また、経営の執行機能と監督機能を分け、業務執行の迅速

性と効率性を高めるために、執行役員制を導入しています。

透明性と健全性の確保
当社は、取締役の業務執行が適法・適正かつ妥当であること
を、継続的かつ効果的に監査するため、監査役制度を採用し
ています。監査役は、取締役会や常務会などの重要な会議に
出席し、意見を述べ、取締役から経営上の重要事項に関する
説明を聴取するとともに、主要な事業所やグループ会社につ
いて、その業務や財産の状況を調査するなど、監査を通じ、

コーポレート・ガバナンス

事業運営の透明性と健全性を確保しています。さらに、代表
取締役などとの間で定期的に会合を開催し、意見交換を実施
しています。

また、監査役と監査役会の職務を補佐するため、監査役室
（12名）を設置しています。これは監査実務や監査役会の運
営などを担当する専任組織であり、その独立性を担保すべく、
監査役直轄とし、当社グループの執行に係るいかなる職務も
兼務していません。
なお、社外役員は、社外取締役3名、社外監査役4名を選
任しており、監査役7名のうち過半数が社外監査役となって
います。社外取締役および社外監査役と当社との間に特別の
利害関係はなく、独立性を確保しています。

内部監査機能の充実
当社は、品質・安全に関する経営上の諸問題を幅広く共有・
審議し、社外の見識や情報を取り入れ、公正で専門的な立場
から当社グループ全体の内部監査の適正を確保するため、「経
営監査委員会」を設置しています。
また、内部監査の専任組織として経営監査室（42名）を

設置しており、リスク管理体制とリスクの管理状況などにつ
いて定期的に監査するとともに、内部監査計画とその結果に
ついて常務会に付議・報告をおこなっています。また、各職
場は監査結果を踏まえ、必要な改善活動を進めるなど、適正
な業務運営の確保に努めています。
経営監査室、監査役および会計監査人は、コーポレート・
ガバナンスの重要な担い手として適宜、連絡を取り合いなが
ら監査を実施するとともに、監査結果について意見を交換す
るなど、互いに緊密な連携を維持しています。

事業に伴うリスクの管理
事業活動に伴うリスクは、「関西電力グループリスク管理規
程」に基づき、各業務の執行部門が自律的に管理することを
基本としています。そのうえで、組織横断的に重要とされる
リスクに関しては、専門性を兼ね備えたリスク管理箇所を定
め、各業務執行部門に助言や指導をおこなうことでリスク管
理の強化を図っています。さらに、リスクを統括的に管理す
る「リスク管理委員会」を設置し、当社グループの事業活動
に伴うリスクを適切なレベルに管理するよう努めており、こ
うしたリスク管理体制のもと、金融商品取引法の定める適正
な財務報告およびその信頼性の確保にも積極的に取り組んで
います。

CSR推進会議を中心としたCSR推進体制
当社は、社長を議長とするCSR推進会議を設置し、当社グルー
プ全体のCSR推進に関する総合的な方針や活動内容を策定
するほか、具体的な活動の総合調整とその実施を促進してい
ます。また、各種専門的な課題については「コンプライアン
ス委員会」や「環境部会」など下部組織にて検討を重ね、方
策を策定しています。

CSR推進会議で策定された方針は、各部門や各事業所に
伝えられ、それぞれにおいて活動が展開されます。グループ
各社においても、当社と情報共有を図りながら、自律的に
CSR浸透活動を展開しています。

コンプライアンス委員会
コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンスに関す
る総合的方策の策定と具体的方策の総合調整および実施を促
進しています。同委員会の審議を経て、毎年度、策定されて
いるコンプライアンス活動計画は、本店各部門や支店などに
おいて、それぞれの所管業務に関する行動計画に具体化され、
職場内研修の開催や法令遵守状況のチェックといった活動と
して実践されます。また、同委員会のもとに設置された「コ
ンプライアンス相談窓口」では、従業員などからのコンプラ
イアンスに関する相談への調査・対応をおこなっています。
以上のような活動の状況について、同委員会では適宜、報
告を受けて、PDCAが循環していることを確認しています。

環境部会
環境部会は、環境問題への先進的な取組みを組織横断的に推
進しています。環境問題に対する各種方針に基づく環境管理
活動を実施し、循環型事業活動に関する具体的行動計画を策
定しています。
加えて、具体的行動計画のチェック・アンド・レビューを
おこない、環境問題に対する着実な対応を進めています。

リスクマネジメント CSR推進体制
関西電力グループは、CSRを確固たる価値観として、長期成長をめざしています。そのためには事業運営の透明性や
健全性を保つことが重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。
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報告 助言・指導 報告 助言・指導

業務執行部門が自律的に
リスク管理することを基本とする。

● 情報セキュリティ
● 安全衛生
● 市場リスク
● 財務報告の信頼性
● 環境
● 災害
● コンプライアンス

● 子会社の経営管理

事業本部など

支店・支社など

発電所・営業所 など

各
グ
ル
ー
プ
会
社

リスクの分野

■リスク管理体制

グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など
グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など
グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など

関西電力

その他、各種専門的課題については、下記の委員会にて検討しています。
 ●安全衛生委員会 ●同和教育推進委員会　     など

本店各部門 支店・支社

営業所・電力所・発電所など

社  長

CSR推進会議

コンプライアンス委員会環境部会

関
西
電
力
グ
ル
ー
プ
各
社

■CSR推進体制
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コンプライアンス　用語集参照用語集参照　ステークホルダー

経営層と第一線職場のコミュニケーション
当社は、社長をはじめ経営層が積極的に第一線職場へ出向き、
CSRに対する考え方を「フェイストゥフェイス」で直接伝え、
理解の促進に取り組んでいます。その際には、意見の交換な
どによって、各職場の課題
や問題の早期把握に努め、
経営に反映させています。

CSRキーパーソンを通じた啓発活動
それぞれの職場において、CSR推進のためのCSRキーパー

ソンを選任し、このCSRキーパーソンへの研修などを通じ
て全従業員への啓発活動を展開しています。研修では、社長
の訓示のほか、社外の専門家による講演や、小グループでの
事例研修などを実施し、啓発活動に役立つ知識の提供や課題
解決力などの向上を図っています。

2010年度は、組織の総合力を高めるため、「組織の壁を超
えた連携」や「組織風土」をテーマにした講演などをおこな
い、CSRキーパーソンは研修の内容を各職場に持ち帰り、従
業員一人ひとりへの啓発活
動に活用しました。

従業員に対するCSR啓発活動
従業員には「CSRの仕事への根付かせ」と「風土改善」といっ
た取組みを重点的に実施しています。

●「CSRの仕事への根付かせ」… 従業員一人ひとりの仕事
そのものが当社CSRの実践であるとの考えのもと、2010年
度は、研修を通じて各従業員が自分の業務やステークホル
ダーを明確にし、業務や自分への期待について考え、また、
他の従業員との意見交換により、CSRへの理解を深める活
動など、多種多様な啓発活動を実施しました。

●「風土改善」… CSRを実践するうえで土台となるのが各
従業員の意識や組織風土であるとの考えから、各職場で意識
向上や風土改善のためのディスカッションなどをおこなって
います。2010年度は、各事業所で「私たちがめざす理想の
職場とは？」などをテーマに議論し、従業員同士の前向きな
意見交換を促すことにより、職場風土の改善について、気づ
きの機会を提供したり、価値観の共有を図りました。

こうした取組みを木に例えると、「風土改善」に向けた取組
みは、直接目に見えない根の部分（従業員としての意識・意欲）
に栄養を与え、より強くする活動で、「CSRの仕事への根付かせ」
は、表に現れる幹や葉など（6つのCSR行動原則）を大きく成
長させる活動といえます。

全従業員アンケートによる分析・評価
「CSRの仕事への根付かせ（意識浸透）」の状況や、組織の「風
土改善」の状況を確認するとともに、広く意見を聞くために、
毎年、すべての従業員を対象とした「CSRに関する全従業員
アンケート」を実施し、分析と評価をおこなっています。
この結果は、各部門や各職場へフィードバックし、啓発活動
の改善などに活用しています。2010年度のアンケートでは、
CSRの意識浸透について、約8割の従業員が「CSR行動原則
を意識して仕事ができた」と回答しています。しかし、年齢別
では25歳以上と比較して24歳以下の意識が低いことから、
2011年度は特に若年層への早期浸透に向けた研修などを充実
させていくこととしています。

今後も引き続き、アンケートなどを活用した活動評価をおこな
い、改善を図りながら取組みを進めていきます。

勉強会で各事業所などのCSR活動を紹介
当社は、CSRキーパーソンを中心に、各職場単位で工夫を
こらしたさまざまな啓発活動を展開しています。こうした各
職場の取組みをお互いに紹介することによって、情報の共有
や活動の活性化、さらに、やりがいの向上につなげたいとの
思いのもと、2007年から毎年「CSR活動の紹介・勉強会」
を開催しています。

2010年度は、社内事業所の活動紹介に加えて、西日本高
速道路㈱さまをお招きし、工夫をこらした活動事例をご紹介
いただきました。参加者からは、「大変よい刺激になる。次
回以降も継続してほしい」といった感想が聞かれました。今
後もさらなる意識向上・定着を図るために、こうした取組み
も継続的に実施していく予定です。

CSR推進の具体的な取組み
関西電力グループは、従業員一人ひとりの仕事そのものがCSRの実践であり、その積み重ねこそが当社グループの
CSR推進に結びつくと考えています。この考えに基づき、従業員一人ひとりがそれぞれの持ち場で、ステークホルダー
の立場に立ち、思いやり、使命感を持って考え行動できるようさまざまな取組みを展開しています。 

■CSR推進活動のイメージ
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●商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

●環境問題への先進的な取組み

●地域社会の発展に向けた積極的な貢献

●人権の尊重と良好な職場環境の構築

●透明性の高い開かれた事業活動

●コンプライアンスの徹底
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■CSRキーパーソンの位置づけ

CSR啓発責任者

すべての従業員

本　店 本部長・室長  など

支店等 支店長・支社長  など

事業所 事業所の長

CSRキーパーソン
（全社で約120名）

本　店 部長  など

支店等 支店長室長・次長  など

事業所 副所長、所長室長  など

すべての従業員
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工程工程工程工程工程工程工程工程工程工程程工程工程工程程工程工工程工程程工工程工程
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家家

同僚

投資家自治体

当当当当当当当当当当当当当当当当当

自 分

■全従業員アンケート

（単位：%）この１年間、CSR行動原則を意識して仕事ができた

あてはまる どちらともいえない あてはまらない

55歳以上

全  体

45～54歳

35～44歳

25～34歳

24歳以下

78 19 3

77 21 2

82 16 2

78 19 3

77 20 3

67 30 3

経営と C S R

VOICE
CSRキーパーソンとして
購買部門の一体感を強め
職場風土をより活性化する

購買部門は、18ページで紹介したCSR調達方針や調達活動
の行動基準のもと、CSR活動を実践しています。また、購
買室内での取組みとして、勤務場所が2ヵ所に分離されてい
る購買室組織の一体感を高め、より活性化された職場風土
に改善するため、グループの枠を超えたディスカッション
や 、全員参加型のイベント、小規模集団での交流活動など
のさまざまな取組みを継続して実施しています。

CSRの基本はコミュニケーション＝共有であり、自分の
立場をしっかりと認識し、そのうえで相手の立場をいかに
理解できるかが大切なポイントです。こういった職場内で
の地道な取組みが企業としてのCSR推進につながるものと
考えています。

購買室
購買部長

中西  憲一
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1 商品・サービスの
安全かつ安定的な
お届け

安全・安定供給を支えるための保守と補修
私が所属する黒部川電力システムセンターは、「くろよん」で知ら
れる黒部川第四発電所などの発電所10ヵ所、ダム7ヵ所、変電所1ヵ

所、送電線約130kmの維持管理をしています。私は主に発電所や
変電所の保守と補修業務を担当しています。巡視や定期点検のほ
か、劣化部品の改修工事および事故障害などのトラブル対応にあ
たっています。水力発電は、運転開始から発電までの立ち上げ時
間が短く、電力需要のピーク時対応などに活用されます。そのた
めいつでもピーク時対応できるように入念な保守や補修を続け、
万全の態勢でスタンバイしています。東日本大震災の発生後は、
フル稼動が続いていますが、
「安全に１kWでも多くの
電力を」を合言葉に、安定
して電気をつくり続けてい
ます。

技術や技能だけでなく、「くろよんスピリット」も伝えたい
上流の発電所へは黒部峡谷鉄道のトロッコ電車で向かいます。しか
し、雪の降る冬季はトロッコ電車が運休するため、他の交通手段が
ない4ヵ所の発電所は徒歩で向かうことになり、冬季用に設けられ
た歩道などを一番遠いところで片道約3時間歩き続けます。厳しい
寒さと疲労に襲われますが「自分がやらねば」という使命感が前へ
前へと足を押し出してくれます。当システムセンター電気係では、
直営点検作業を若い従業員と一緒に担当し、各発電所が持つ特徴や
点検のノウハウを教えながら、技術や技能の伝承に努
めています。こうした作業では、「くろよん」
の建設という偉業を成し遂げた先人たち
の、困難に立ち向かう精神も伝えてい
きたいと考えています。

CSR Highlight

「くろよん」から電気を送り続けて50年
●全社一丸となって「くろよん」に取り組む
黒部ダムと黒部川第四発電所の建設、いわゆる「く
ろよん」の建設が開始されたのは1956年のことです。
当時は、戦後の経済復興に伴い電力不足が深刻化。
こうした窮状を救うための大事業でした。工事が難
航した際は「鉛筆1本でも節約し、『くろよん』に手
を貸そう」という運動が全社で展開されました。こ
うして1961年1月、1・2号機の一部運転が開始され
たのです。それから50年。当社グループはCO₂を排
出しないこのクリーンな発電を今後も活用し、強い
結束力とともに電力
の安全・安定供給と
いう使命をグループ
あげて果たしていき
ます。

● IEEEマイルストーンを受賞
2010年4月、黒部川第四発電所が、日本の電力会社
で初めて、世界的な電気・電子学会である IEEEより

「IEEEマイルストーン」に認定されました。苛酷な自
然環境のなかでの「くろよん」の建設や戦後の急速
な電力需要への貢献が認められてのことです。水力
技術の数々は、その後の水力発電所の基盤技術とな
り、また、日本初の275kV送電システムは、電源地
から消費地までの長距離電力輸送を可能とし、いま
なお、関西地域への電力の安定供給に重要な役割を
果たしています。当社はこれからも、後世に残る電
力設備の技術開発・導入に積極的に取り組むととも
に、低炭素社会の実現に貢献していきます。

点検作業は可能なかぎり若手従業員と
組んでおこない技術や技能を伝承

黒部川電力システムセンター（電気）
中島  勝治
（専門技術・技能者）

ろよん」

ち

気）

長野県大町側からの
トンネル工事は
破砕帯に阻まれた

●グループワイドでのより高い安全文化構築をめざし、確実な事業
運営、リスク低減活動、技術・技能の維持継承に努めます。

●エネルギーセキュリティ、経済性、環境性などを考慮した電源構
成と、安全性や効率性などを考慮した電力流通設備の形成・維持・
運用を進め、設備基盤の強化を図ります。

●お客さまと社会にとってのベストソリューションを追求し、お客さ
ま満足の一層の向上に努めます。

2010年度 基本方針Plan>>

Do>>

エネルギーセキュリティ　用語集参照
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各職場での取組み　　　
協力会社と意思疎通を図りながら啓発活動を展開
……………………………………………（原子力事業本部）
原子力発電所の運営には、当社社員をはじめ多くの協力会社
の方々が携わっています。
安全・安定運転を継続していくためには、一人ひとりがそ

れぞれの持ち場で、真摯に仕事に取り組むとともに、気になっ
たことなどをお互いに言い合える良好な職場風土・人間関係
を醸成することが大切です。原子力発電所の運営を統括する
原子力事業本部では、当社と協力会社の社員がCSRという

価値観をよりしっかりと共有できるよう、協力会社と十分な
意見交換をおこないながら一体となって啓発活動を展開して
います。毎年開催しているコンプライアンス研修では、当社
と協力会社の管理監督者が一堂に会して受講し、協力会社の
方からは「関西電力の社員と同じ研修を受講することで、認
識を共有して仕事ができるのでよかった」といった感想が聞
かれました。また、各原子力発電所で実施する入所時保安教
育では、協力会社の方々並びに社員を対象にCSRを含めた
教育を実施しており、2010年度は協力会社の方々延べ5,314

名に受講していただきました。
さらに、協力会社ごとに実施している、CSRの意識啓発

につながる取組みなど
の情報を集めて、各社
で水平展開できるよう
事例紹介などもおこ
なっています。

さまざまなディスカッションを通じて職場風土を醸成
…………………………………………………（京都営業所）
京都営業所では、所員が活き活きと働くことができる、より
よい職場づくりをめざし、各職場で話し合い、気づき、考え
行動し、問題解決などに取り組む「Change Workshop活動」
を展開しています。
また、京都支店大の取組みの「メッセージ理解度活動」と
して、2010年度は、CSRに関わる「コンプライアンス」と「職

場風土改善」をテーマに各職場でディスカッションを実施し
ました。さらに、全従業員CSRアンケート結果を踏まえ、「コ
ミュニケーションや連携が図れているか」や「助け合う雰囲
気があるか」といった職場風土についてすべての職場でディ
スカッションをおこなうなど、CSR意識向上の取組みを展
開しています。
今後も、こうした取組みを通じて、所員の相互理解を深め、

CSR推進の土台となる
風通しのよい職場風土
の醸成に努めていきた
いと考えています。

啓発冊子『CSRってなぁに？』で意識向上
………………………………………………（関電不動産㈱）
関電不動産㈱は、低炭素社会にふさわしい、先進モデルとな
る省CO₂のマンションやオフィスビルの供給を手がけてい
ます。こうした事業において、「豊かな社会の発展に貢献する」
という経営理念を達成するため、従業員が確実にCSRを実
践できるよう、さまざまな活動を展開しています。
その一つとして、CSRの考え方をわかりやすく解説した
小冊子『CSRってなぁに？』を作成し、全従業員に配布し
ています。オリジナルのイラストを活用しながら、関西電力
グループとしてのCSRの取組みや、不動産事業における具
体的な行動例、また他社事例なども紹介し、頭で理解するだ
けでなく、具体的な実践につなげられるよう工夫を重ねてい
ます。

こうした啓発ツール
をはじめ、今後もさま
ざまな活動を通じて、
CSR意識の向上を図っ
ていきたいと考えてい
ます。

コンプライアンス研修のようす
（原子力事業本部）

職場ディスカッションのようす
（京都営業所）

経営と C S R

啓発冊子『CSRってなぁに？』

VOICE
CSRの情報をわかりやすく、
思いやりや相互理解の醸成につながるように伝えたい

姫路支店管内の各部署や事業所などに配布・配信
する「CSR新聞」や社内情報共有サイトの制作、
CSR研修（講演会）の企画・運営など、啓発活動
に携わっています。こうした業務のなかで常に心
がけているのは、「受け手側の負担感を軽くし、わ
かりやすく伝えること」「誰にでも一つは興味が持
てる内容を盛り込み、関心を高めてもらうこと」「目

標に向かって挑戦する従業員の姿を紹介し、他部
門の仕事や人を思いやり、相互理解する“きっかけ”
となるよう伝えること」などです。
これからも事務局として、他部署の方にも協力
をいただきながらCSRのより一層の浸透をめざし、
従業員の心に響き、気づきとなるようなメッセー
ジを、継続して伝えていきたいと考えています。

姫路支店 支店長室
総務・広報グループ
木畑  真理子

用語集参照　コンプライアンス／低炭素社会

黒部ダム
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VOICE
確かな技術力と安全作業で電力の安定供給を支える

堺港変電所の変電設備の更新工事を施工していま
す。屋内ドーム式の堺港変電所では、狭隘なドー
ム内に重電機器が並んでいるため、監視人の配置
など確実な安全対策を講じ、無災害作業に努めて
います。また、停電時間の短縮が要求される電線
張替工事では、事前に電線接続端子の両端圧縮な

どのさまざまな工夫を凝らした工法を最大限に活
用し、品質を確保するなか、短時間の停電作業に
取り組んでいます。これからも電力の安定供給に、
確かな技術力と安全確保で貢献できるよう業務に
邁進していきます。

㈱かんでんエンジニアリング
大阪南支店電力グループ
リーダー  西村  秀己

安全・安定供給へのグループ会社の取組み
電気やさまざまなサービスをお客さまに安全かつ安定的にお
届けするため、設備などの建設、保全、管理・運用において、
グループ各社はそれぞれ自律的な活動を推進しています。こ
うした取組みの一部をご紹介します。

災害時は設備に精通した施工力で迅速に復旧
㈱かんでんエンジニアリングは、水力発電所から送電・変電・
配電に至る電気が流れる道、つまり、電力流通設備の新・増
設、改良工事、保守・点検に携わり、1940年の設立以来、培っ
てきた確かな技術力と高い施工品質で、電力の安全・安定供
給の一翼を担っています。
送電・変電・配電の保守・点検では、関西電力管内のそれ

ぞれの拠点に施工体制を配備
し、災害時には、それら地域
に密着し、設備に精通した人
材と機動力を活かした施工体
制で、一刻も早い電気の復旧
に貢献しています。

ガス事業における安全のための取組み
当社は、管内都市部を中心にガス事業を展開しており、安全
かつ安心してガスをご利用いただくため、お客さまの安全確
保に万全を期しています。具体的には、発電所や電力所など
14ヵ所の事業所を拠点とする保安体制を築き、ガス事業法
などの関係法令に基づく法定点検に加えて、お客さま設備の
定期的な確認など保安活動を実施しています。また、定期的
な教育や全社大での非常災害対応訓練などを充実させ、事故
対応能力を含めた技術力の強化を図っています。
さらにお客さまと一体と
なった合同訓練をはじめ、緊
急時の初動対応や供給弁の閉
止など、お客さまにお願いす
る行動についての安全説明会
を開催し、より一層の安全確
保に努めています。

自然災害や新型インフルエンザへの対策
当社は、電力などの安定供給という使命のもと、地震をはじ
め、台風、雪、豪雨、雷などによる自然災害に対し、「災害
に強い設備づくり」「早期復旧に向けた防災体制の確立」を
基本として防災対策に取り組んでいます。また、近年は新型
インフルエンザ流行時の対策も進めており、パンデミック（大
流行）時にも、お客さまに電気を安定してお届けできる体制
を構築しています。

災害に強い設備づくり
電力供給設備は、過去の災害で得た教訓をもとに、地震や台
風などの災害が発生した場合でも重大な被害が生ずることの
ないよう設計されています。また、電力系統は関西圏を網の
目のように取り囲むネットワークが構築されており、万一、
送電線の一部ルートに支障が生じても、連係する別のルート
からすみやかに電気をお届けすることが可能です。

早期復旧に向けた防災体制
災害によって電力供給設備に被害が生じる恐れがある場合や
被害が発生した場合は、状況に応じた下記のような防災体制
を迅速に整え、社内外の情報の収集・発信や復旧方針の決定
などをおこない、復旧活動を進めます。

変電所での作業のようす

本店に設置された
非常災害対策本部

緊急時のガス供給弁閉止の訓練

電源のベストミックスと長期的な安定供給
わが国は天然資源に乏しく、エネルギー構造が輸入や特定の
エネルギーに依存した脆弱なものになっているため、当社は
各種エネルギー源の組み合わせの構築に取り組んでいます。
具体的には、安全性の確保を大前提に、エネルギーセキュリ
ティ、環境性、経済性を総合的に検討し、原子力発電を中心
に、火力発電、水力発電、新エネルギーの各電源をバランス
よく組み合わせた最適な電源構成をめざしています。

安定した燃料の調達
火力燃料については、電力需要の変動に対する柔軟性を維持
しつつ、石油・LNG・石炭の調達バランスの最適化を図り、
安定調達に努めています。とくにLNGについては、調達先・
契約期間の多様化を進める一方、上流権益を取得し、自社
LNG船を保有するなど、ガスの生産から受入れまでの一貫
体制の構築に努めています。加えて、石炭専用船や、当社専
用の石油内航船を確保することで、調達の柔軟性を維持して
います。こうした諸施策の実現により、長期にわたる燃料の
安定的な確保、コストの低減が期待できます。
次に、原子燃料調達については、西オーストラリアなどの
ウラン鉱山にプロジェクト参画し、上流権益を確保するほか、
ウラン濃縮工場への資本参加などを通じ、より安定した調達
をめざしています。

ライフライン事業者としての使命と責任
より品質の高い電気をお届けするために
電力を安全かつ安定的にお届けするため、発電所とお客さま
をつなぐ電力系統の確実な運用と最適な設備形成に努めてい
ます。また、事故の再発防止にも徹底して取り組んでおり、
その結果、当社の電気は2010年度も世界トップレベルの品
質を維持することができました。
今後も事故を未然に防止し、万一事故が発生した場合は迅

速に復旧できるよう、新技術や新工法の開発・導入を推進し
ていくとともに、高度経済成長期に建設した設備の高経年化
にも計画的に対応していきます。
また、社会のみなさまからの要請に応じ、万全な電力の供
給体制の確保に努め、関西地域のさらなる発展に貢献します。

安全文化構築に向けてのたゆまぬ努力
安全はすべての事業活動の根幹であり、社会から信頼をたま
わる源であると考えています。また、すべての業務の品質向
上や将来の成長のために欠かせないものであり、たゆまぬ努
力によって、安全確保を最優先とする事業活動を継続し、そ
の実績を積み重ねています。協力会社をはじめ、当社グルー
プ事業を支えるすべてのパートナーのみなさまとの日常的な
双方向コミュニケーションを通じて、安全意識の共有や相互
啓発、リスク低減活動を推進し、グループワイドでのより高
いレベルのゆるぎない安全文化（関西電力安全文化圏）の構
築に努めています。

安全・安定供給を支える人材の育成
当社は、商品・サービスを安全かつ安定的にお届けするため、
毎年、継続的に採用をおこなうとともに、体系的、反復的な
教育・訓練を継続して実施することで、専門性を備えた人材
の育成を図っています。技術・技能の維持継承については、
専門技術・技能者制度や個々人の技術力を把握するシステム
の導入など、さまざまな取組みを推進することで、これまで
蓄積してきた技術・技能をグループ全体で確実に伝承し、レ
ベルアップを進めています。

■電源構成比較

原子力

原子力

石炭

石炭

LNGLNGLNGLNG

LNGLNGLNGLNG

石油・
その他

石油・その他 揚水

一般
水力

揚水

一般
水力

新新新新エネエネエネエネ
などなどなどなど

年度末電源構成比率

2010
［実績］

2020
［計画］

2010
［実績］

2020
［計画］

発電電力量構成比率

（年度）

（年度）

（単位：%）

25 13 19 21 912

27 12 20 20 912

44 21 20 5 9

50 17 19 3 8

1111

11 11

※上記の2020年度の構成比率については、2011年度電力供給計画に基づき算出
したものです（3月28日届出）。なお、計画の見直しが必要になった場合は適切に
対応してまいります。
※年度末電源構成比率には、他社受電分を含みます。
※発電電力量は自社需要に対応する電力量構成比です。
※四捨五入の関係で合計と一致しない場合があります。

プルートLNGプロジェクト陸上基地外観（西オーストラリア州）

用語集参照　エネルギーセキュリティ／LNG／高経年化／専門技術・技能者制度

1 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
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設置基準

台風など災害の発生が予想される場合　など

災害が発生した場合
供給区域内で震度6弱以上の地震発生時 など

対策組織

警戒本部

非常災害
対策本部

■防災体制

■当社当社当社当社のおのおのおのお客客客客さまさまさまさま1111軒軒軒軒あたりのあたりのあたりのあたりの年間停電時間年間停電時間年間停電時間年間停電時間のののの推移推移推移推移

0

100

83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 0910

200

台風のため

5分

台風のため

阪神・淡路大震災のため

（単位：分/軒） ※停電＝事故停電＋作業停電

（年度）

25 26



原子力発電を安全に運転するために
当社は原子力発電所のリスクを低減し、安全を確保するため
の種々の対策を実行しています。

安全を守るための設計と機能
原子力発電所の設備は、放射性物質を閉じ込める構造とした
うえで、多重防護の考え方を採用しています。まず、法令で
定められた基準以上に余裕を持たせ、「機械は故障し、人はミ
スをおかす」ことを前提に「フェイル・セイフ・システム※1」

と「インターロック・システム※2」などを設計に取り入れ、
故障やミスが事故につながらないよう対策を立てています。
万一、異常が発生した場合でも、早期に異常を検出し、自
動的に原子炉を「止める」、自動的に大量の水を注入し燃料
を「冷やす」、「五重の壁※3」で放射性物質を「閉じ込める」
という安全機能が働くよう対策を施しています。
さらに、2011年3月に発生した東京電力福島第一原子力

発電所事故を踏まえ、当社の原子力発電所においても実施可
能な対応をすみやかにおこなうとともに、今後も新たな情報
が得られ次第、必要な対策を実施していくこととしています。

高経年化対策の確実な実施
運転開始後30年を超える原子力発電所については、経年変
化を踏まえて高経年化技術検討を実施し、「長期保守管理方
針」を立てて保全活動に反映します。さらに、10年ごとに、
この高経年化技術検討の再評価をおこないます。

2010年11月に運転開始40年を迎えた美浜発電所1号機に
ついては、2010年6月に、高経年化技術評価と長期保守管
理方針について、経済産業大臣より認可を受けました。今後
の運転方針については、長期保守管理方針の範囲内において

最長で10年程度とする運転方針を決定し、2010年11月に
福井県および美浜町から了承をいただいています。また、
2012年7月には、同2号機も運転開始40年を迎えるため、
所定の手続きを踏まえ、今後の運転方針についても検討して
まいります。

安全への意志を育む活動
原子力発電所の運転、保修および点検作業の技術向上をめざ
し、下記の施設などで従業員の教育や訓練を実施しています。

原子力研修センター（福井県高浜町）における訓練
原子力発電所の実機と同等の研修設備を使い、保修や点検の
訓練をおこなっています。また、過去に発生したトラブルを
繰り返さないよう、その原因となった部品などを活用した教
育を取り入れ、ヒューマンエ
ラーの防止や、異常事象の未
然防止と早期発見に努めてい
ます。なお、同センターは、
実機では立ち入りが不可能な
発電所の内部構造が間近で見
られることから、年間4,000

人程度の見学者が訪れます。

原子力運転サポートセンター（福井県おおい町）に
おける訓練
さまざまな運転状況を再現でき、また自分の訓練状況を振り
返ることができる運転訓練シミュレータを活用して、異常事
象発生時の状態を再現し、体験することなどによって原子力
発電所の運転員の技術向上を図っています。
シミュレータは、訓練だけにとどまらず、運転マニュアル
を改正する場合の事前チェックなど、実機を使って試すこと
のできない操作を確認する役割も担っています。

実機と同型を使った、
原子炉容器の分解点検訓練のようす

2006年の開所以来延べ
4,000人以上の運転員を

受け入れている

原子力発電の必要性と特徴
エネルギーセキュリティ確保のために
日本はエネルギー資源が乏しく、その自給率は原子力を除く
と4%ほどとなり、残り96%は海外からの輸入に頼ってい
ます（経済産業省「エネルギー白書2010」より）。また、エ

ネルギー資源価格は、2010年度は比較的安定していたもの
の、将来的に新興国によるエネルギー需要の拡大などが予想
されるなか、状況が大きく変化することも考えられます。こ
うしたことから、今後も電気の安定供給のために、資源を安
定して確保する必要があります。

原子燃料サイクルによる資源確保
原子力発電所で使用しているウランは、石油や天然ガスと異
なり、世界中に広く分布しており、しかも、産出国には政情
の安定した国が多いことから供給安定性に優れています。ま
た、エネルギー密度が高いため、輸送が容易であり、エネル
ギー資源の備蓄効果もあります。
さらに、原子力発電所で使用した燃料からは、再処理によ
りウランやプルトニウムといった有用な資源を回収すること
ができ、これも安定した資源確保につながると考えています。

発電時にCO₂を排出しない原子力発電　　
原子力発電は、ウランが核分裂したときに発生する熱を利用
して発電しているため、太陽光発電や風力発電と同じように、
発電時にCO₂を排出しません。そのため、地球温暖化対策
を推進するうえで、原子力発電は有効といえます。

プルサーマルへの取組み
原子力発電所で使い終わったウラン燃料は、再処理工場へ送
られて再利用できる物質（ウランとプルトニウム）が回収さ
れ、燃料（MOX燃料）として生まれ変わります。この燃料
を現在ある原子力発電所で使用することをプルサーマルとい
います。

当社は、2010年12月に、高浜発電所3号機にMOX燃料
を装荷し、2011年1月から本格運転をおこなっています。
今後もプルサーマル計画の推進については、安全を最優先
に地域のみなさまからのご理解とご協力を得ながら、進めて
いきたいと考えています。

プルサーマル計画の進め方
MOX燃料の品質を保証するため、各ステップにおいて厳し
いチェックを実施します。なお、MOX燃料の調達プロセスは、
初回製造時の実績などを踏まえて見直しています。

安全を最優先した原子力発電所の取組み

用語集参照　エネルギーセキュリティ／原子燃料サイクル／エネルギー資源の備蓄効果／MOX燃料／低レベル放射性廃棄物
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原子力安全・保安院による法的な規制事項

それまでの業務プロセスの実施結果に問題がないことを、
社長が確認したうえで実施する業務プロセス

※1：すべての燃料が完成したあと、輸入燃料体検査補正申請をおこなう
※2：陸上輸送は補正申請とは関係なく、完成した燃料から輸送をおこなうことがある
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高経年化／ヒューマンエラー　用語集参照
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1 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

Do>>

万一、異常が発生した場合

余裕を持った
安全設計

フェイル・セイフ・
システム

インターロック・
システム

異常発生時は、
ただちに原子炉
に制御棒を挿入
し、これを止める

止める

設計とシステム

冷やす・閉じ込める

非常用炉心冷却
装置で原子炉を
冷やし、「五重の
壁」で放射性物
質を閉じ込める

■原子力発電所の安全対策（多重防護の設計）

※1：フェイル・セイフ・システム：危険な状態を避けるため、機器が故障し
た場合、必ず安全な側に移行するように設計されています。

※2：インターロック・システム：万一、人間が間違った操作をしても、連動
する設備に誤操作が伝わらないようなシステムを用いています。

※3：五重の壁：放射性物質に対する5つの防壁のことで、ペレット、被覆管、
原子炉圧力容器、原子炉格納容器、原子炉建屋で構成されています。

運転開始30年

高経年化への
対応項目の抽出

高経年化技術検討

高経年化への対
応項目の抽出
（新たに蓄積され
た保全データな
どを考慮）

高経年化技術検討の
再評価

反映

長期保守管理方針 長期保守管理方針の見直し

継続定期事業者
検査など

定期事業者
検査など

定期事業者
検査など

約10年ごと

■高経年化への取組みの流れ

低レベル放射性廃棄物
処分施設

放射性廃棄物
（低レベル）

使用済
燃料

使用済
燃料

使用済
燃料

高レベル放射性廃棄物
処分施設

放射性廃棄物（高レベル）
再処理工場再処理工場

再利用
（プルトニウム）

回収
ウラン

MOX燃料

ウラン鉱山

ウラン
鉱石

製錬工場

イエロー
ケーキ

六フッ化
ウラン

六フッ化
ウラン

二酸化ウラン
（劣化ウラン）

二酸化
ウラン

原子力発電所原子力発電所

リサイクル燃料貯蔵センター
（中間貯蔵施設）

高レベル放射性廃棄物
貯蔵管理施設

MOX燃料工場

転換工場

ウラン濃縮工場

再転換工場再転換工場

成型加工工場

燃料
集合体

プルサーマル
の流れ

■原子燃料サイクル図

「プルサーマル計画について」
http://www.kepco.co.jp/plu/1.html

■原子力発電のしくみ

燃料

原子炉格納容器

加圧器

制御棒

高
温
水

冷却材ポンプ

蒸気発生器 蒸気

タービンタービンタービン 発電機

復水器

給水ポンプ

循環水
ポンプ

放水口へ

冷却水
（海水）

変圧器へ

水

原子炉
圧力容器
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［ コ ア 事 業 ］
電気事業
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電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気電気事事事業事業事業事業事業事業事業事業事事業事業事事業事事

［ コ ア 事 業 ］
電気事業 総合エネルギー

事業
情報通信
事業

生活アメニティ
事業

グループサポート
事業

電気を中心に魅力あるグループサービスを組み合わせた
トータルソリューションを展開

エネルギーと暮らしのベストパートナー
当社グループは、電気を中心に総合エネルギーや情報通信、
生活アメニティ関連などの各種サービスを提供するなかで、
関西地域のお客さまとの多様なつながりを広げています。こ
うしたつながりを通じて、お客さまのより身近な存在となり、
電気事業とグループ事業が一体となったトータルソリュー
ションをご提供することで、お客さまのさまざまなニーズに
お応えし、低炭素社会における「エネルギーと暮らしのベス
トパートナー」をめざします。

グループ一体となったサービスのお届け
美浜発電所3号機事故再発防止対策
美浜発電所3号機は、2004年8月の事故発生から2年半を
経た2007年2月、運転を再開しました。
当社はこれ以後も、二度とこのような事故を起こしてはな
らないと固く誓い、「安全を守る。それは私の使命、我が社
の使命」との社長宣言のもと、社会のみなさまにお約束した
「事故再発防止対策」の確実な実施に、全社一丸となって取
り組んでいます。

ゆるぎない安全文化を構築するために
美浜発電所3号機事故の教訓を風化させず、安全最優先の事
業運営を図るため、安全文化醸成活動に取り組んでいます。
原子力の安全文化の状況をさまざまな切り口から評価する

方法（安全文化評価）と、その評価結果から抽出された課題
に取り組むしくみ（重点施策）を整備し、2008年度から本
格的に運用を開始しました。各発電所は、それぞれの工夫を
織り交ぜながら安全文化評価をおこない、これを受けて原子
力事業本部は、多角的な検討を加え、全体評価を実施してい
ます。2010年度は、各発電所に加え、原子力事業本部の各
部門にも安全文化評価を導入しました。
原子力事業本部は、これらの評価に対して多角的な検討

を加えたうえで、全体評価を実施し、さらなる改善に努め
ました。

こうした安全文化構築の取組みについては、国際機関であ
る IAEA OSARTの調査（2009年）および、フォローアップ
調査（2010年）において、高い評価をいただきました。

IAEA国際会議で安全文化醸成活動などを報告
2010年6月、原子力発電所の運転実績などについての情報
交換を目的とする、IAEAの国際会議がウィーンで開催され、
当社はこれまでの安全文化評価を活用した安全文化醸成活動
や、OSARTの評価結果を踏まえた美浜発電所の運転管理状
況について報告しました。
今後も、こうした国際会議などにおいて、当社独自の安全

文化活動を発信するとともに、国際機関の客観的な知見など
も取り入れ、ゆるぎない安
全文化の構築に向けて、安
全性・信頼性の一層の向上
をめざした取組みを続けて
いきます。

「安全の誓い」の石碑の前で、改めて安全を誓い、
黙祷を捧げる（2010年8月）

IAEA国際会議での
報告のようす

用語集参照　OSART／コンプライアンス 再生可能エネルギー（本文41ページ参照）　　　トータルソリューション／低炭素社会　用語集参照

お客さまサービスの向上に向けて
「声の収集」によるサービスの充実
お客さまとの接点である「コールセンター」や「電化ライフ
相談室」などに寄せられた「お客さまの声」のなかから「お
客さまニーズ」を把握し、商品やサービス価値の向上に反映
させています。これまでに、「電気ご使用量のお知らせ照会
サービス」（43ページ参照）の開始や、お客さま宛帳票の改
善などの取組みをおこないました。

「お客さま満足度調査」の実施
当社へ電気のご利用に関するお申込みをいただいたお客さま
を対象に、当社担当者の印象や処理内容の評価をうかがう「お
客さま満足度調査」を継続して実施しています。これにより
各営業所は、自所のお客さまサービスの水準を客観的に把握
することができ、業務改善に取り組んだ結果の検証や新たな

改善点の発掘が可能となります。さらに、これらを参考に、
次期以降の目標や重点的に取り組む内容を定めて、お客さま
満足のさらなる向上に努めています。

暮らしのソリューション提案
省エネ給湯機「エコキュート」採用のオール電化の推進
当社は、省エネ給湯機「エコキュート」を採用した安心・快適・
経済的なオール電化住宅の普及を進めることで、お客さまと
社会の省エネ・省コスト・省CO₂に貢献するとともに、昼夜
間の料金単価差をつけた料金メニュー（はぴeタイム）により、

電力消費を平日昼間時間帯からその他の時間帯へシフトする
ことを促し、電力利用の負荷平準化を進めています。

省エネ給湯機「エコキュート」とは
「エコキュート」は、再生可能エネルギーである「空気熱」
を活用し、使う電気の3倍以上の熱エネルギーを得られる
「ヒートポンプ技術」を採用した省エネ給湯機です。
「ヒートポンプ技術」は、空気中の熱（ヒート）をくみ上
げ（ポンプ）て、熱エネルギーを得る技術で、給湯やエアコ
ンなど冷暖房を
はじめ、冷蔵庫
などにも幅広く
利用されている
実用性の高い技
術です。

VOICE
4万人のお客さまとの出会いをベースに心を込めた電話受付を

私は大阪北コールセンターで電話受付業務を担当
しています。これまでに4万人のお客さまとの出
会いがありました。お客さまからの電話には1本1
本心を込め、笑声で応対し、「関西電力に聞いてよ
かった」と思っていただけるよう、日々、努力を
重ねています。応対中は、お客さまのお話に集中し、
お申し出の内容や、お客さまの状況を理解するだ

けでなく、お客さまの気持ちや立場になって考え
るように心がけています。そのような姿勢でお話
をうかがうことで、お客さまからは「ありがとう」
の言葉をいただく機会が増えてきました。
電話受付は、お客さまとの大切な接点業務です。
これからもたくさんのお客さまのお話をうかがい、
お役に立てるよう頑張っていきたいと思います。

大坂北支店 お客さま室
大阪北コールセンター
松波  睦美

美浜発電所3号機事故について
http://www1.kepco.co.jp/notice/mihama/jiko.html

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
安
全
か
つ
安
定
的
な
お
届
け

1 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

Do>>

■関西電力グループがめざす
   グループ一体となった成長イメージ

社長の宣言

安全を守る。それは私の使命、我が社の使命

基本行動方針

1．安全を何よりも優先します
2．安全のために積極的に資源を投入します
3．安全のために保守管理を継続的に改善し、
メーカ、協力会社との協業体制を構築します

4．地元のみなさまからの信頼の回復に努めます
5．安全への取組みを客観的に評価し、
広くお知らせします

継続的な改善活動

安全文化評価

原子力発電所事業運営

安全最優先の社長宣言と5つの基本行動方針

原子力発電所の安全

美浜3号機事故再発防止対策を始めとした
保安活動を含むあらゆる活動

地域の声、原子力保全改革検証委員会の意見

プラント安全（トラブル発生件数の増減）
労働安全（労働災害、計画外被ばくの増減）
社会の信頼（コンプライアンス違反の増減）

プラント安全 労働安全 社会の信頼

安全文化の3本柱
̶評価の視点（14項目）̶評価の視

コミュニケーション

4項目）

学習する組織

トップの
コミットメント

活動結果の
インプット 評価結果の

フィードバック

組織・人の意識、行動の評価Ⅰ

安全の結果の評価Ⅱ

外部の評価Ⅲ

活動
インイ の

バック

■安全文化醸成活動の概要

得られる
熱エネルギーは
使う電気の

3倍以上に!

エコキュート

空気熱

電気

関西電力グループお客さまお客さまお客さま

声の収集

サービスの充実
付加価値サービス

ベースオペレーション
満足度調査

ベースオペレーション技術の向上

■お客さまサービス向上の考え方 
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法人分野でのソリューション提案
当社グループは、お客さまのさまざまなニーズにお応えす
るため、総力を挙げてソリューションをご提供しています。
具体的には、お客さまの省エネ・省コスト・省CO₂のニー
ズに対するコンサルティングを通じ、ヒートポンプなどの
高効率機器を組み合わせた最適なエネルギーシステムをご
提案しています。
その活動の中心は、すでに多くのお客さまから高い評価を
いただいている空調分野をはじめ、病院・福祉施設やスポー
ツ施設などの給湯分野です。さらに、産業分野のお客さまに
対しても、ユーティリティ設備だけでなく、生産工程を含め
た工場全体のエネルギーソリューションをご提供するなど、
多様なニーズにお応えできるよう取組みを進めています。今
後もさまざまな分野において、お客さまのお役に立てるよう、
当社グループ一丸となって考え、最適なソリューションをご
提供していきます。

エネルギーのベストパートナーをめざして
ソリューション活動の一環として、当社は㈱関電エネルギー
ソリューションなどのグループ企業と連携し、エネルギー設
備の設計・施工段階から設備の保有、運転、保守、運用管理
までをお引き受けする「ユーティリティサービス」や、最適
なエネルギーの使い方をご提案する「エネルギーマネジメン
トサービス」などを積極的にご提供しています。

●設備の省エネルギーに関する設
計、施工から運用、保守、省エネ
効果の計測・検証・保証までの包
括的なサービス

●ガス・燃料油の販売
●オンサイトエネルギーサービス

●エネルギー利用状況調査、改善
提案

●省エネ法定期報告・中長期計
画・管理標準の作成支援などの
エネルギー管理支援サービス

●電気設備主任技術者の代行業務
●設備全般の管理

ユーティリティサービス

●エネルギーに関するあらゆる
ニーズにお応えし、個々の
サービスの提供にとどまらず、 
ユーティリティ設備の総合的
なベストソリューションを提供

ガス・燃料
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売ES
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ビス

ユーティリティサービス

●エネルギーに関するあらゆる
ニーズにお応えし、個々の
サービスの提供にとどまらず、
ユーティリティ設備の総合的
なベストソリューションを提供
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■エネルギーソリューションの展開

ユーティリティサービスの採用事例

「あべのハルカス」完成後イメージ

近畿日本鉄道㈱  「あべのハルカス」さま
（大阪市阿倍野区）

近畿日本鉄道㈱さまは、2014年春のオープンをめざし、高
さ日本一となる300mの超高層複合ビル「あべのハルカス」
の建設計画を進めておられます。この計画は、環境配慮に
力点をおいて推進されており、「平成20年度国土交通省住
宅・建築物省CO₂推進モデル事業」に採択されています。
また、同ビルはCASBEE（建築物総合環境性能評価システ
ム）において最高位のSランクを達成するなど、その環境
性能が高く評価されています。
当社は、エネルギー設備について、環境性と経済性の両
立をめざし、氷蓄熱システムとインバータターボ冷凍機を
組み合わせた高効率な空調システムや、ヒートポンプによ
るエリア熱回収システムをご提案しました。さらに、高効
率吸収式冷凍機、バイオガスを活用したコジェネレーショ
ンシステムも導入いただき、最適エネルギーシステムを構
築しています。
また、省エネ・省コスト・省CO₂の実現に向けた取組み

をさらに強化するためにご提案したのが、㈱関電エネルギー
ソリューションによるユーティリティサービスです。同社
は、同ビルで必要となる電気や熱・冷水などの供給設備に
ついて、設計・施工段階から関わり、これらのエネルギー
設備を保有し、運転、保守、運用管理の一貫したエネルギー
マネジメントを担当します。これにより、CO₂排出量の低
減に加え、初期投資費用軽減やメンテナンスコストの平準
化、継続的なランニングコストの軽減を図ることができます。
近畿日本鉄道㈱さまは、同ビルの建設計画を「環境にや
さしいまちづくりのリーディングプロジェクト」と位置づ
け、環境負荷の低減に取り組まれています。当社も、㈱関
電エネルギーソリューションと連携を図りながら、こうし
た取組みのお役に立てるよう、今後も協力していきたいと
考えています。

家事代行サービスをグループメニューに追加

「はぴeタイム（季節別時間帯別電灯）」で負荷平準化
省エネ給湯機「エコキュート」をご採用いただいたお客さま
は、「はぴeタイム」へご加入いただけます。「はぴeタイム」

は、平日の昼間の時間帯（10時～17時）を通常料金※より割
高に、その他の時間帯を割安に設定している料金メニューで
す。「エコキュート」で夜間の電力をお使いいただくだけで
なく、その他の電気機器のご使用時間を、電気の消費が多い
平日昼間時間帯からその他の時間帯へシフトしていただくこ
とを促し、負荷平準化を進めています。

省エネ給湯機「エコキュート」の普及をめざして
「エコキュート」に関するお問い合わせについては、「電化ラ
イフ相談室」での電話対応や、当社従業員による訪問活動な
どで対応しています。お客さまの省エネ・省コスト・省CO₂
の実現に向け、ニーズや現状の設備に合わせて、料金メニュー
から、その他の電化機器の効率的なご利用方法まで、丁寧な
コンサルティングをおこなっています。また、ハウスメーカー

さまやディベロッパーさま、地域の販売店さまなど、社外パー
トナーの方々に対しても、「エコキュート」の省エネ性をご
理解いただき、お客さまに推奨いただけるよう、さまざまな
活動を展開しています。
こうした取組みもあり、省エネ給湯機「エコキュート」を

ご利用いただいているご家庭は、2001年の発売開始から
2011年3月末までの10年間で、約50万口に伸びました。
当社は、これからも「エコキュート」の優れた点など、お

客さまにとって有益な情報を発信し、「エコキュート」の普
及に努めていきます。

トータルソリューションの展開　
当社グループは、電気を中心にグループならではのサービス
を組み合わせたトータルソリューションを展開しています。
情報通信サービスでは、㈱ケイ・オプティコムが「eo」

ブランドのもと「光インターネット＋光電話＋光テレビ」の
3つのサービスを提供しています。これに加えてモバイルブ
ロードバンドサービス「eoモバイル」を展開するなど、サー
ビスの充実に努めています。

さらに、低炭素社会にふさわしい、先進モデルとなる省
CO₂オール電化住宅やホームセキュリティ・介護･健康管理
支援など暮らしに密着したサービスを組み合わせ、お客さま
の多様なニーズにきめ細やかに対応することで、お客さまの
安全安心、快適便利な暮らしの実現をサポートしています。

■オール電化を中心としたトータルソリューション 

関西電力グループでは、2010年5月に、㈱クラッシー・ファ
ミリーコンシェルジェ関西に資本参加し、家事代行サービ
スをグループ事業化しました。
これまでも当社グループは、ホームセキュリティ、介護、

健康管理支援など、暮らしにかかわるさまざまな分野でグ
ループ事業を展開してきましたが、ライフスタイルやライ
フステージに応じて、より多くのお客さまに、より身近な
サービスをお届けしたいとの想いから、掃除・洗濯・料理・
買い物といった日常家事の代行のほか、お子さまのお世話
やご高齢の方のサポートなど、日常の身近な場面で暮らし
のお手伝いをするサービスをグループのメニューに加えた
ものです。

家事代行サービスの導入をきっかけに、お客さまのより
身近なところで、お客さまが本当に必要とされるサービス
を、豊富なソリューションメニューからご提案・ご提供で
きる体制づくりをはじめ、「関西電力グループ長期成長戦略 

2030」で掲げた「暮らしのベストパートナー」の実現に向
け、グループ一体となった取組みをより積極的に進めてい
きます。

用語集参照　エコキュート／トータルソリューション／eoモバイル／低炭素社会 住宅・建築物省CO₂推進モデル事業／CASBEE（建築物総合環境性能評価システム）／エリア熱回収システム　用語集参照

※通常料金とは【従量電灯 A】第二段階適用単価：24.21円

「はぴeタイム」
http://www1.kepco.co.jp/ryoukin/hapie.html
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関電不動産（株）

（株）関電
セキュリティ・オブ・ソサイエティ

光インターネット、
光電話、光テレビ

オール電化

ホームセキュリティ、
健康管理支援、介護

など
（株）ケイ・オプティコム

（株）かんでんジョイライフ （株）クラッシー・
ファミリーコンシェルジェ関西

（株）関西
メディカルネット

 MID都市開発（株）
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2 環境問題への
先進的な取組み

火力事業本部建設グループ
永田  哲也

CSR Highlight

低炭素社会をめざし
火力発電所の設備を更新
姫路第二発電所の設備更新を安全面で支える
当社は、堺港発電所に続き、姫路第二発電所においても、コンバ
インドサイクル発電方式への更新を進めています。2010年7月に
着工し、2013年での1号機の運転開始をめざすなかで、私は、主に、
安全や工程の管理業務を担当しています。業務のなかで特に心が
けているのは、安全と品質の確保です。安全については、着工前
から工事受注者や発電所、建設所などの関係者とのコミュニケー
ションを充実させ、一体感の醸成に努めています。既設の発電所
を動かしながらの工事は、スペースに限りがあり、状況に合わせ
た工程や作業の調整が必要になります。どのような場合も、安全
を最優先とし、何ごとも先手を心がけることで、滞りのない工事
をめざしています。

世界最高効率の発電所建設に挑む
姫路第二発電所では、世界最高水準の熱効率のコンバインドサイ
クル発電設備に更新します。熱効率の向上により、CO₂排出原単
位は既存設備に比べて約30%削減することができます。当社グ
ループは「関西電力グループ長期成長戦略 2030」において「低
炭素社会のメインプレーヤー」をありたい姿に掲げ、現在、その
実現に向けた挑戦を続けています。この更新工事も挑戦の一つで、
私は、安全に加え、品質の管理面でも工事関係者の方たちと膝を
突き合わせ議論を重ね、マイプラント意識を共有し、最高の設備
をつくりあげたいと考えています。それこそが低炭素社会の実現
に向けた私自身の挑戦だからです。

●電気の低炭素化の加速に向けた取組み
当社は、エネルギーセキュリティーや経済性、環境性を
総合的に勘案したうえで、安全・安定運転の確保を大
前提に原子力発電を中心とした最適な電源構成を構築
し、持続可能な低炭素社会の実現をめざしています。
具体的には、原子力発電の安全・安定運転や水力発

電の維持・拡大、新エネルギーの積極的な導入・拡大
を進め、非化石電源比率の拡大に取り組むとともに、
火力発電所においては、LNGコンバインドサイクルの採
用などによる熱効率の維持・向上を図ることによって、
化石燃料の使用量を節約し、CO₂排出量の抑制に努め
ています。堺港発電所に続いて、姫路第二発電所での
設備更新を実施することにより、熱効率の向上を進めて
いるほか、石炭火力である舞鶴発電所1号機において、
木質バイオマスの混焼運転をおこなっています。

●姫路第二発電所における環境負荷低減
姫路第二発電所では、1981年に天然ガスへの転換を
終えていましたが、今回、1600℃級のガスタービン
を用いたコンバインドサイクル発電方式に更新する
ことにより、熱効率は、既設の約42%から世界最高
水準の約60%に向上します。その結果、CO₂排出原
単位が更新前の0.470 kg-CO₂/kWhから0.327kg-

CO₂/kWhとなり約30%の削減が実現されます。また、
低NOx燃焼器の採用と排煙脱硝装置の設置により窒
素酸化物の排出濃度および排出量を現状より大幅に
低減します。

姫路第二発電所
設備更新後の
完成予想図

● 「関西電力グループ長期成長戦略 2030」を道標に、「環境行動方
針」に基づいて、積極的に環境取組みを推進し、持続可能な社会
の構築に貢献します。

●温暖化問題に対しては、長期的視点に立って、電気の低炭素化、お客
さまと社会の省エネ・省コスト・省CO₂のニーズへの対応、「関電のス
マートグリッド」の構築により、低炭素社会の実現に貢献していきます。

●ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、環境情報開示・環境
コミュニケーションの推進にも努めます。

2010年度 基本方針Plan>>

Do>>
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低炭素社会／ゼロエミッション／コンバインドサイクル発電方式／エネルギーセキュリティ／非化石電源比率／LNG／低位発熱量基準／NOx　用語集参照

ープ

■当社当社当社当社LNGLNGLNGLNGコンバインドコンバインドコンバインドコンバインド最高熱効率最高熱効率最高熱効率最高熱効率のののの推移推移推移推移

発電端熱効率（低位発熱量基準）

姫路第一
約54％

堺港
約58％

姫路第二
約60％

（年度）’95 ’96 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15
50505050

55555555

60606060

65656565

Check>> 第1章 取組みへの評価

取組みが向上した点
●当社グループ事業を支えるすべてのパートナーのみなさまと、グルー
プワイドでのより高いレベルのゆるぎない安全文化の構築に向けた
取組みを進めました。

●燃料の長期的な安定調達に向けた取組みや、高度経済成長期に建
設した設備の高経年化への対応を計画的に進めました。

　また、これまで蓄積してきた技術・技能のグループ全体での確実な
伝承とレベルアップに努めました。

●グループ一体となったトータルソリューションをご提供することでお
客さまのさまざまなニーズにお応えし、お客さま満足のさらなる向
上に努めました。

今後の課題
●電気の安全・安定供給に全力を尽くすとともに、原子力発電所の
安全対策を確実に実施し、お客さまや社会からの信頼の回復に努
めてまいります。

評価できること

東京電力福島第一原子力発電所の事故を受けて、原子
力発電を運用する電力会社は現在、その社会的な立場
について大変厳しい評価のただなかにある。このような
状況のなかにあって、CSRレポートを今年度もあえて世
に問うという姿勢は大変勇気のいる作業だとまず評価し
ておきたい。さて、さまざまな社会的評価が渦巻くなか
で、その核となる論議は、電力会社の社会的立ち位置（つ
まり社会的アイデンティティ）の確たる表明ではないか
と思える。その意味で、本章冒頭のハイライト「くろよ
んから電気を…」は、創業の原点（お客さま奉仕を第
一に考える）をいま一度再認識し、世に表明する姿勢と
して評価できる。また、これに続いて記述されている個々
の活動については、関西電力グループが長い伝統を有
することもあり、いずれも着実な実績に依拠した成果を
あげており、今後も同様な営みが継続されてゆくものと
確信したい。

要望したいこと

伝統は得てして新しい活動の阻害要因になる。上述の
原子力発電事故に関しては今後もさまざまな新しい要求
が突きつけられることは十分に考えられる。現在確立し
ている活動に固執することなく、それらの要求事項に対
して社会的な承認が得られるよう柔軟で積極的な対応
（安全文化の活用）を期待したい。
 

関東学院大学人間環境学部 教授
財団法人労働科学研究所 研究主幹

井上  枝一郎 氏

専門家の方のご意見

Action>> 2011年度以降の方針

今夏の節電要請につきましては、お客さま
や社会のみなさま方に多大なるご不便とご
迷惑をおかけし、大変申し訳なく、改めて
心よりお詫び申し上げます。
当社グループは、引き続き安全確保を

最優先に、確実な事業運営を継続し、こ
れまで培ってきた技術・技能の維持継承
やリスク低減などに取り組み、電力の安
全・安定供給に全力を尽くしたいと考え
ています。

とりわけ、原子力発電所の安全・安定

運転につきましては、実施可能な安全対
策をすみやかにおこなうとともに、新たな
情報が得られ次第、迅速かつ的確に必要
な対策を実施してまいります。こうした施
策の積み重ねにより、一歩一歩信頼回復
に努めてまいります。
また、今後もグループ一体となって、
お客さまの多様なニーズにお応えするさま
ざまなソリューションをご提供することで、
お客さま満足のより一層の向上に努めて
まいります。

関西電力株式会社
執行役員
CSR、経営・品質管理担当室長
井上  富夫

用語集参照　高経年化／トータルソリューション

1 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

■美浜発電所3号機事故再発防止対策に関する
　協力会社へのアンケート結果
全体的に効果が
あがっている

一部に効果が
あがっている

効果は十分
とはいえない

効果がほとんど
あがっていない

不明

0 20 40 60 80 100%

第5回

第6回

第7回

第1回

17.0 55.0 23.8
2.8 1.4

18.5 53.7 19.7
4.33.9

3.7 41.0 41.8 10.7
2.9

16.7 49.7 25.7 3.4
4.4

…

当社は、原子力発電所で働いていただいているメーカ・協力会社の方々と、さまざま
な機会を活用し、コミュニケーションを深め、そのうえで、安全を最優先とした定期検
査工程を策定しています。こうした取組みに対する評価は、メーカ・協力会社の方々
へのアンケートで定期的に確認しています。しかし、第7回のアンケートでは、肯定的
評価の割合が低下しました。そこで、メーカ・協力会社の方々のご意見をうかがい、
運転計画の精度向上、作業エリア調整のさらなる最適化などの改善を図りました。今
後もこのような取組みにより「安全最優先」に努めてまいります。

第1回:2005年9月実施（約2,600人）
第5回:2008年10月実施（約2,200人）

第6回:2009年10月実施（約2,100人）
第7回:2010年9月実施（約2,000人）
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持続可能な社会の構築持持持持続続続続可可可可可可可可可可可可持持持持持持持続続続続続可可可能能能 のののののののの構構構構構構構築築築築築会会会会会会会会会会会会会会会のののののののののの構構構構構構構築築築築築可可可可可能能能能能ななななななななな社社社社社社会会会会会ののののの可能能能能能ななななななななななななな社社社社社社社社社社社社会会会会会会会会会会会会会会会の持続可能な社会の構築

低炭素社会の
実現に向けた挑戦

安心され、
信頼される環境先進企業を
めざした取組みの展開

循環型社会の
実現に向けた活動の展開

2 循環型社会の実現に向けた活動の展開

ゼロエミッション達成に向けた取組みを図る等、関西電力グループ一体となり、循環型社
会の実現に向けた活動の展開を図る。

1 ゼロエミッション達成に向け、3R活
動の推進を図る等、積極的に活動を
展開する。

2 PCBの確実な全量処理を推進する。

3 グリーン調達を推進する。

3 安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開 

地域環境保全対策や環境管理の推進、環境コミュニケーションを進め、安心され、信頼さ
れる環境先進企業をめざす。

1 地域環境保全対策の推進 2 環境コミュニケーションの推進

3 環境管理の推進

1 低炭素社会の実現に向けた挑戦

持続可能な低炭素社会実現に向けた総合戦略「関西e-エコ戦略」をはじめとした取組みの
推進により「低炭素社会のメインプレーヤー」となるべく挑戦する。

1 関西e-エコ戦略
 a. 電気の低炭素化の加速

 b. お客さまと社会の
省エネ・省コスト・省CO₂への貢献

 c. 関電のスマートグリットの構築

2 海外での取組み

3 先進的な技術開発

車
両
燃
料

OUTPUT
アウトプット

CO₂（二酸化炭素）※1

2.0万t-CO₂

5.5万t-CO₂

2,224ｔ

5,356ｔ

大気への放出

※1： 他社購入電力分含む
※2： CO₂クレジット反映後の排出量
※3： CO₂換算

※正味の発生量（発生量ー減容量）

低レベル放射性
廃棄物発生量

7,675本
（200ℓドラム缶）

放射性廃棄物

総排出量 665千ｔ

リサイクル量

中間処理減量

最終処分量

リサイクル率

661千ｔ

1千ｔ

2千ｔ

99.7％

産業廃棄物等

オフィス活動に伴うCO₂の排出

INPUT
インプット

（注2）端数処理の関係で合計が
 合わない場合があります。

（注1）本表は、関西電力株式会社単独の
 実績を記載しています。

事務所電気

生活用水

コピー用紙

1.1億kWh

59万㎥

1,082ｔ

3.2千kℓ

0.7千kℓ

オフィス活動

工業用水

上水

河川水・地下水等

海水（淡水化）

432万㎥

105万㎥

86万㎥

329万㎥

発電用水

石灰石

アンモニア

66千ｔ

8千ｔ

資材

発電所所内電力量
▲51億kWh

揚水用電力量
▲28億kWh

低公害車の
導入率
82.9％

オフィス用品の
グリーン購入率 

97.0％

オフィス活動

石炭

重油

原油

LNG

木質ペレット

その他

発電用燃料

原子力発電用燃料

3,669千ｔ

165千kℓ

1,160千kℓ

4,737千t

27千kℓ

1千kℓ

215tU

原子力発電

670億kWh

発　電

事業活動

21ｔ

654万㎥

水域への放出

COD排出量

総排水量

N₂O（一酸化二窒素）※3

SF6（六フッ化硫黄）※3

SOx（硫黄酸化物）

NOx（窒素酸化物）

変電所所内電力量
▲2億kWh

送配電ロス
▲82億kWh

送電・配電

SF6ガス回収率
点検時　 98.8％

他社からの
購入電力量
359億kWh

内、太陽光、風力、
バイオマス、小水力発電

11億kWh

（乾炭ベース）

（液化天然ガス）

（照射前ウラン重量）

（重油換算）

（重油換算）

電電

火力発電

発電所所内電力量

電電

新エネルギー

発　発

他社からの

151億kWh
内、小水力発電

0.7億kWh

水力発電

＊統合指標 = CO₂、SOx、NOx、産業廃棄物最終処分 ＋
排出環境負荷量 

石油、石炭、LNG
消費資源

4,703万ｔ-CO₂
（4,250万ｔ-CO₂）※2

火
力
発
電
用
燃
料

※

ガソリン

軽油

お客さま

販売電力量
1,511億kWh

合計排出量

29.9千t-CO₂

0.2千t-CO₂

9.3千t-CO₂

事務所電気
（0.281kg-CO₂/kWh）

生活用水
（0.36kg-CO₂/m3）

車両燃料
（ガソリン：2.32kg-CO₂/ℓ）
（軽油：2.58kg-CO₂/ℓ）

※（　）内は、CO₂排出係数。事務所電気に
　ついてはCO₂クレジット反映後排出係数

※2007年度から試算には、ライフサイクルアセスメント研究センターが開発したLIME2の統合化係数を使用しています。
※CO₂排出量については、CO₂クレジット反映後の排出量を使用しています。

販売電力量
統合指標＊

216……
販売電力量

CO₂排出量
…… 126

環境効率性
１９９０年度を
１００とした場合

処
理
内
訳

排
出
量
内
訳

39.4千ｔ-CO₂

494億kWh

1.3億kWh
太陽光、バイオマス

関西電力グループ環境行動方針
関西電力グループでは、「関西電力グループ環境行動方針」
に基づき、持続可能な低炭素社会の実現に向けた取組みを積
極的に推進しています。

3つの柱からなるこの環境行動方針に基づき、グループ一体
となって環境保全への取組みを継続することで、持続可能な
社会の構築に貢献します。

2 環境問題への先進的な取組み

LNG／照射前ウラン／SF6／グリーン購入／N₂O／SOx／NOx／COD／低レベル放射性廃棄物／CO₂排出係数／CO₂クレジット　用語集参照用語集参照　低炭素社会／ゼロエミッション／3R活動／PCB／グリーン調達

事業活動と環境負荷の現状 （2010年度実績）

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。
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安全を最優先とした原子力発電所の運転

 

再生可能エネルギーの開発・普及

 

産業廃棄物リサイクル率の向上

PCB廃棄物の適正処理※5

項　　　目 2009年度
実　績

2010年度の目標と実績 目　標
実　績 2011年度 2012年度 2013年度

掲載
ページ目　標

ISO規格等に準拠したシステムの
導入拡大 （年度末導入箇所数） 

SF₆ガスの排出抑制（暦年値）
（機器点検時・撤去時のガス回収率）

低公害車の導入
（全車両に占める低公害車の導入割合）

次世代電気自動車および
プラグインハイブリッド車の導入台数

発電電力量あたりの
硫黄酸化物（SOx）、
窒素酸化物（NOx）
の排出原単位の維持

0.281kg-CO₂/kWh※1

〈CO2クレジット反映前：0.311kg-CO2/kWh〉

[利用率]78.2%

44.6%

［点検時］98.8%　［撤去時］99.2%

RPS法における利用義務量の達成（17.8億kWh）

（参考）11,113人

68千t-CO2
（68千t-CO2）

82.9%

（参考）[導入台数]168台

99.7%

13カ所

0.001ミリシーベルト/年未満 0.001ミリシーベルト/年未満

0.282kg-CO₂/kWh程度※1

（2008～2012年度の5ヵ年平均）

美浜発電所3号機事故の再発防止対策の継続的な
改善、着実な実施などによる安全・安定運転の継続

45%以上

［点検時］97%　［撤去時］99%［点検時］99.0%　［撤去時］99.4%

RPS法における利用義務量の達成

エコキュートのさらなる普及拡大によるCO₂排出量抑制

関西グリーン電力基金の普及促進

80%

2011年度までに200台程度
2020年度までに1500台程度

0.001ミリシーベルト/年未満0.001ミリシーベルト/年未満

現状程度に維持
（参考）2005～2009年度5ヵ年平均
全社：0.02g/kWh

　
火力：0.06g/kWh

現状程度に維持
（参考）2005～2009年度5ヵ年平均
全社：0.04g/kWh

　
火力：0.11g/kWh

原子力発電所周辺公衆の放射性
気体廃棄物放出による線量評価値

SOx

NOx

0.282kg-CO₂/kWh程度※1

（2008～2012年度の5ヵ年平均）
ー

次期目標検討中

福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対策の実施と、
美浜発電所3号機事故の再発防止対策の

継続的な改善などによる安全・安定運転の継続

45%以上

［点検時］97%　［撤去時］99%

再生可能エネルギーの開発と普及の促進
※3

エコキュートのさらなる普及拡大によるCO₂排出量抑制

社内外における当社環境家計簿の利用促進

法定期限内での全量処理（2016年まで）

適合箇所の維持・拡大

84%

2011年度までに200台程度
2020年度までに1500台程度

83% 85%

2012年度までに99.5%以上
2013年度以降、取組み継続

P.39

P.40

P.40

P.40

－

P.41

－

－

P.42

P.50

P.47

P.47

P.52

P.48

－

社内外における当社環境家計簿の利用促進

99.5%以上（2012年度までに）

法定期限内での全量処理（2016年まで）

適合箇所数の維持・拡大

エコキュート等電気給湯機の普及拡大による
お客さま先でのCO₂排出量抑制※4

※1：京都メカニズムを活用したCO₂クレジット反映後のCO₂排出係数。〈〉内は、
CO₂クレジット反映前のCO₂排出係数。 ※2：当社のCO₂クレジット排出係数目
標：0.282kg-CO₂/kWh（2008～ 2012年度の5ヵ年平均）の進捗状況をお
伝えするため、今年度から2008～当該年度までの過年度平均値（CO₂クレジッ
ト反映後）を掲載いたしました。 ※3：再生可能エネルギーの普及促進に向けた取
組みを展開するため、目標を見直しました。 ※4：エコキュート等電気給湯機の普及
拡大によるお客さま先でのCO₂排出量抑制については、試算の前提となる負荷モデル等
が省エネ法改正に伴い変更となりました。（算出に係る負荷モデル詳細については、環境
レポート2011〈http://www1.kepco.co.jp/kankyou/csr_sitemap/index.html〉を
ご覧ください。）これを受けて、2009年度実績についてもこの負荷モデル等
を用いて再計算した結果、49千t-CO₂から62千t-CO₂へ変更いたしました。
なお、実績については、当該年度のCO₂クレジット反映後のCO₂排出係数を、
（　）内は、当社のCO₂排出係数目標（2008～2012年度の5ヶ年平均
0.282kg-CO₂/kWh）を使用しています。 ※5：高濃度PCB処理実績については
「日本環境安全事業株式会社」の処理施設に搬入した実績をもって処理量としてい
ます。 ※6：事務所電気使用量ならびに生活用水使用量の実績については、算定の
対象範囲の見直しを実施いたしました。これに伴いまして、2009年度実績につい
ても、同範囲での実績比較が可能となるよう、それぞれ実績の見直しを実施いたし
ました。 ※7：車両燃費については、算定方法の見直し（特殊車両を算定から除く。）
を実施いたしました。

項　目 事務所電気使用量の削減※6 生活用水使用量の削減※6 車両燃費の向上※7 コピー用紙使用量の削減 オフィス用品のグリーン購入率の向上（対象45品目）

0.265kg-CO₂/kWh※1

〈CO2クレジット反映前：0.294kg-CO2/kWh〉

（参考）2008～2009年度の過年度平均※2

0.282kg-CO2/kWh程度（CO₂クレジット反映後）
（参考）2008～2010年度の過年度平均※2

0.282kg-CO2/kWh（CO₂クレジット反映後）

［利用率］77.0%

44.1%

RPS法における利用義務量の達成
（14.9億kWh）

（参考）［助成設備出力］0.3千kW
（助成先件数:31件）

［助成設備出力］0.3千kW
（助成先件数:31件）

62千t-CO2
（60千t-CO2）

79.1%

［導入数］111台

8,600人

98.7%

13カ所

［排出原単位］
全社：0.012g/kWh　火力：0.035g/kWh

［排出原単位］
全社：0.035g/kWh　火力：0.100g/kWh

低濃度PCB  6.2万kℓ（累計）
高濃度PCB  1,777台（累計）

自己評価

現状程度に維持
（参考）2006～2010年度５ヵ年平均
全社：0.02g/kWh

　
火力：0.05g/kWh

現状程度に維持
（参考）2006～2010年度５ヵ年平均
全社：0.04g/kWh　火力：0.11g/kWh

［排出原単位］
全社：0.017g/kWh　火力：0.045g/kWh

［排出原単位］
全社：0.041g/kWh　火力：0.108g/kWh

2010～2013年度目標 前年度比1%以上削減 前年度比1%以上削減 前年度比1%以上向上 極力低減 現状維持（ほぼ100%）

使用（販売）電力量あたりの
CO₂排出量の低減

2000年度以降の推移
（抜粋）

火力発電所の熱効率の維持・向上
（低位発熱量基準）

－

－

△

○

－

－

○

○

－

○

－

○

○

○

○

－

2010年度CO₂換算

自己評価

29.9千t-CO₂

×

0.2千t-CO₂ 9.3千t-CO₂ ̶̶ ̶̶ ̶̶̶̶ ̶̶ ̶̶

2010年度の目標と実績

低濃度PCB  5.7万kℓ（累計）
高濃度PCB  1,403台（累計）［処理量］ （参考）［処理量］

○ ○ × ○

環境家計簿の普及・啓発

低炭素社会の実現に向けた挑戦

循環型社会の実現に向けた活動の展開

安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開

事務所電気使用量 （百万kWh） 生活用水使用量 （千m3） 車両燃費 （km/ℓ）

〈自己評価〉 ○：目標達成 　△概ね達成　×：目標未達成 　－：評価不能（複数年にわたる目標の途中時点のためなど）

オ
フ
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の
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み
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0
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2 環境問題への先進的な取組み

エコ・アクション（目標・実績）

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。

グリーン購入／CO₂排出係数　用語集参照用語集参照　低炭素社会／CO₂クレジット／低位発熱量基準／RPS法／エコキュート／SF6／PCB／SOx／NOx／線量評価　　　再生可能エネルギー（本文41ページ参照）
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技術開発
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株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。

低炭素社会の実現に向けた挑戦
～「低炭素社会のメインプレーヤー」への挑戦～

当社グループ独自の総合的対策
中長期的に地域の低炭素化を進める総
合戦略「関西e－エコ戦略」のもと、
需給両面の取組みによる低炭素社
会の実現や、関電のスマートグ
リッドの構築をめざすととも
に、「海外での取組み」「先進
的な技術開発」も着実に進め、
地球規模での持続可能な低炭
素社会の実現に向けた取組み
を展開しています。

CO₂排出係数の低減に向けた当社独自の目標
当社は、使用（販売）電力量あたりのCO₂排出量（CO₂排
出係数）の低減に向けて、総合的な対策を推進してきました。
その結果、CO₂排出係数は業界トップレベルの水準を達成
していますが、さらなる電気の低炭素化をめざし、京都議
定書第一約束期間（2008～2012年度）の 5ヵ年平均で
0.282kg-CO₂/kWh程度まで低減させるという自主目標を
掲げ、そのためのさまざまな取組みを推進しています。

CO₂排出係数の低減の実績
2010年度のCO₂排出係数は、自主目標の達成に向けた取組
みを進めた結果、0.281kg-CO₂/kWh※となりました。

※暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」などに基づ
き国から実績値が公表されます。

電気の低炭素化の加速
原子力の安全・安定運転、火力の高効率化、水力の維持・拡大、新エネルギーの開発・導入など、さまざまな取組みに
よって、お客さまにお届けする電気の低炭素化を進めています。

2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

コンバインドサイクル発電方式／メガソーラー／RPS法　用語集参照用語集参照　低炭素社会／CO₂排出係数／京都議定書／CO₂クレジット

低炭素社会に向けた原子力発電の安全・安定運転
原子力発電は、発電時にCO₂を排出しないことから、地球
温暖化防止対策として重要な発電方式です。また、燃料であ
るウランが政情の安定した国々に分布していることなどから、
供給安定性や経済性にも優れています。
当社は、東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた安
全性向上対策を実施しつつ、原子力発電の安全・安定運転に
万全を期すこととしております。

水力発電の安定運転および機能向上
水力発電は純国産エネルギーとして供給安定性や経済性に優
れています。当社は、この水力発電について、今後も適切な
メンテナンスにより安定した運転を続けるとともに、既設設
備の出力向上や揚水発電所の可変速化の推進、中小水力の開
発などにより、需給変動への柔軟な対応や、さらなる環境負
荷低減に取り組みます。

設備更新による低炭素化の加速
当社は、今後10年間で黒部川第二発電所など、約20ヵ所の
水力発電所において、水車や発電機の取替えなど設備更新を
計画的に実施します。この設備更新では、精度の向上した劣
化診断技術を活用し、更新時期をより適切に見極めるととも
に、コンピュータを用いた解析技術を活用し、発電所の立地
状況に合わせて水車ランナなどの形状を最適化することで、
既存設備を最大限に活用しつつ、より発電効率のよい設備に
取り替え、発電電力量の増加を図っていきます。
この設備更新を今後10年間で進めていくことで、年間約

1億kWhの発電電力量の増加が期待でき、年間2.7万トンの
CO₂排出量削減が可能になります。

河川維持流量を利用した水力発電所　（大桑野尻発電所）
当社が所有する読書ダム（長野県木曽郡大桑村）は、ダム下
流の景観の保全など河川環境の維持のため、常時、ダム湖か
ら「河川維持流量」を放流していました。この「河川維持流
量」と未利用落差を利用した発電所（最大出力490kW）の

建設を計画し、2010年11月に着工、2011年6月に営業運転
を開始しました。これにより年間1,300トンのCO₂排出量
の削減が期待できます。

火力発電所の熱効率の維持・向上
設備や運用に関する対策を継続的におこない、火力発電所の
熱効率の維持・向上を図ることによって、化石燃料の使用量
を節約し、CO₂排出量の抑制に努めています。2010年9月
には、堺港発電所で1,500℃級のコンバインドサイクル発電
方式への設備更新が完了。これによって熱効率が約41%か

ら約58%に向上し、CO₂排出係数の低減を図ることが可能
となりました。また、当社最大の火力発電所である姫路第二
発電所においても、最新鋭の1,600℃級ガスタービンを用い
たコンバインドサイクル発電方式への設備更新に取り組んで
おり、熱効率を従来の約42%から世界最高水準の約60%に

高め、CO₂排出係数の大幅な低減を図ります。

新エネルギーの積極的な導入
新エネルギー発電の自主開発を推進
堺市臨海部で2009年10月から建設を進めていました当社
初のメガソーラー発電所の「堺太陽光発電所」は、2011年
9月に営業運転を開始しました。
発電出力1万kW（CO₂排出削減量年間約4,000トン見込み）

は、わが国最大級の規模となります。
太陽光発電所は、日射量などの気象条件の変化により出力
が大きく変化するため、大量に導入された場合には、周波数
変動など、電気の品質に影響を与えるおそれがあります。こ
のため本発電所では、日射量、出力、電圧などのデータを蓄
積し、電力系統における安定供給上の諸課題を検証しています。

新エネルギー発電設備からの電力購入
新エネルギーの普及にも取り組んでいます。お客さまが設置
された太陽光発電設備でつくられた電力のうち、余剰電力（使
いきれずに余った電力）を、国の「太陽光発電の余剰電力買
取制度」に基づき買い取らせていただいています。また、
RPS法の対象となる風力発電やバイオマス発電などの新エ
ネルギーについても、積極的に購入しています。

バイオマス燃料の利用
石炭火力の舞鶴発電所で、2008年からバイオマス燃料であ
る木質ペレットを利用した発電（石炭との混焼）をおこなっ
ています。これにより石炭の消費が抑制され、年間約9.2万
トンのCO₂排出量削減が期待できます。

堺太陽光発電所
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［読書ダム］
 高　　さ：32.10m
流域面積：1,342k㎡

［大桑野尻発電所］
最大出力：490kW
使用水量：2.82㎥/s
有効落差：22.50m

［既設の読書発電所］
最大出力：117,100kW
使用水量：118.91㎥/s

■大桑野尻発電所の概要

水圧管路

水車
発電機

放水口

取水口

4,250

4,703

3,757

4,161

4,261 4,360

5,173

■COCOCOCO₂排出係数₂排出係数₂排出係数₂排出係数
            などのなどのなどのなどの推移推移推移推移    

京都議定書第一約束期間（2008～2012年度）
1990 2008 2009 2010 2011 2012 （年度）

はCO₂クレジット
の反映による
控除分（注）

当社低減目標値：
0.282kg-CO₂/kWh程度

2008～2012年度の
5ヵ年平均

（注）：2005年度以降の数値
は、「地球温暖化対策の推進
に関する法律」上の「温室効果
ガス排出量算定・報告・公表
制度」に基づき計算していま
す。なお、本制度ではグリーン
電力証書などのCO₂削減価値
は考慮されておりません。

0.299

0.265 0.281

0.353 0.355

0.294
0.311

1,206

1,459 1,416
1,511

単位：億kWh
使用（販売）電力量

単位：kg-CO₂/kWh
CO₂排出係数

単位：万t-CO₂
CO₂排出量
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

省エネ・省コスト・省CO₂の
ベストソリューションの提供
営業活動においては、お客さまや社会の声をしっかりと受け
止め、省エネ・省コスト・省CO₂といったニーズに、丁寧
なコンサルティングを通じてお応えしていくことで、お客さ
まのお役に立つ活動を地道に展開しています。
ご家庭のお客さまに対しては、省エネ・省コスト・省CO₂
を実現する「エコキュート」を中心に、安心で快適な生活を
実感できるオール電化住宅をご提案しています。
法人のお客さまに対しては、お客さま毎のニーズに適切に
お応えするという取り組み姿勢を徹底し、ヒートポンプをは
じめとする高効率システムなどのご提案に注力しています。

オール電化と太陽光発電を組み合せたご提案
「太陽にあたためられた空気中の熱」を活かす「エコキュート」
を中心とするオール電化と太陽光発電との組合せを、省CO₂
におけるベストソリューションとして提案しています。
どちらも「再生可能エネルギー」を使うため、組み合せる

ことでより一層省CO₂が可能です。

省エネルギーに関する情報提供など
お客さまにエネルギーをより効率的にお使いいただけるよう、
ご家庭のお客さまには、インターネットを活用した「電気ご
使用量のお知らせ照会サービス」や「CO₂の見える化」のツー
ルである環境家計簿「エコeライフチェック」を推奨するな
ど、省エネルギーに関するさまざまな情報をご提供しており、
法人のお客さまには、お客さま設備のご使用形態に合わせて、
省エネ診断やエネルギー管理支援など、多様なサービスをご
提供しています。

Webサイトやパンフレットで省エネルギー情報をご紹介
お客さまに、より効果的に省エネルギーに取り組んでいただ
けるよう、電気の上手な使い方を紹介したパンフレットを配
布しています。また、当社ホームページには省エネの実践ア
イデアに楽しく触れていただけるサイトを設けています。

国内クレジット制度への取組み
政府の「国内クレジット制度」に基づくCO₂排出削減事業
に参画しています。
当社が共同実施事業者として参加し、国内クレジット認証

委員会にて承認登録を受けた事業は、2011年7月末現在で
12件に達しました。これにより年間5,000トン程度のCO₂
排出量が削減される見込みです。
このうち、これまでに医療法
人寿楽会 大野記念病院（大阪市
西区南堀江）と共同実施してい
る「大野記念病院における空調
設備・ヒートポンプ・高効率照
明設備への更新プロジェクト」
など10件から、国内クレジット
が移転されています。

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省CO₂への貢献
エネルギーが社会全体で効率よく利用されるよう、お客さまへの省エネルギーのご提案を多角的に進めるとともに、自
らの事業所における省エネ・省CO₂などを推進しています。

自らの事業所における省エネ・省CO₂
当社は、自社の事業所におけるエネルギー消費量削減および
温室効果ガス排出削減のため、環境管理推進体制に基づき、
省エネ・省CO₂活動を推進しています。

事業所におけるエネルギーマネジメント
自社の事業所におけるエネルギー消費量削減のため、2007

年度から一部の事業所において、毎日の電気使用量の詳細な
計測、定期的なデータの確認・分析、それに基づく効果的な
省エネ対策を継続的に実施する「エネルギーマネジメント」
を導入しています。2010年度は、導入している18事業所全
体の消費電力量を前年度比で3%削減しました。
また、詳細な計測を実施していない事業所においても、こ
れらの取組みで得られた良好な削減事例を省エネ事例集とし
て取りまとめ活用するほか、省エネに取り組める手法の開発
などをおこないました。

今後もエネルギーマネジメントを継続し、省エネに関する
知識や経験のさらなる蓄積と、その活用を図るとともに、建
物規模や用途など、マネジメントの対象を拡大し、事業所全
体の省エネルギー化を推進します。

電気自動車などの積極的な導入
電気自動車は、走行中にCO₂やNOx（窒素酸化物）、SOx（硫
黄酸化物）をまったく排出しません。また、プラグインハイ
ブリッド車もガソリン車と比べて、これらの排出量が少なく、
いずれも環境負荷を低減することができます。
当社車両のCO₂排出量を削減するため、2020年度までに
電気自動車とプラグインハイブリッド車を合計1,500台導入
するという目標を掲げ、当面の計画として、2011年度まで
に約200台を導入することとしています。

2010年度は、電気自動車57台を営業所や電力所などに導
入し、日常業務での活用を促進しました。（2009年度より
導入を始め、2010年度末で電気自動車143台、プラグイン
ハイブリッド車25台、合計168台を配備しています）

NOx／SOx　用語集参照用語集参照　エコキュート／国内クレジット制度

「江古田ファミリー暮らしの省エネ」
http://www.kepco.co.jp/sho-ene/

当社が導入したプラグインハイブリッド車と電気自動車
左から「プリウスプラグインハイブリッド」「リーフ」「アイミーブ」

医療法人寿楽会 大野記念病院

関電ビル東側駐車場への環境配慮

当社グループは、「中之島3丁目共同開発」の一環として、
関電ビルの東側の空地約2,600㎡を、新たな建物の建設ま
での間、大阪市条例による附置義務駐車台数を確保するた
め、駐車場として整備しました。ここには、関電ビルのコ
ンセプト「環境共生のモデルビル」などを反映し、芝生舗装・
植栽、緑化壁、ミスト噴射装置、電気自動車用充電装置（急
速・普通）といったさまざまな環境配慮設備を盛り込みま
した。現在は、この駐車場をフィールドとして、ヒートア
イランド現象の抑制効果、芝生の生育状況と保全のあり方
などについて、検証をおこなって
います。

緑化壁からはミストを噴射

当社グループの㈱エネ
ゲートが開発した受電ス
タンド「エコQ電」

再生可能エネルギーとは
太陽光や太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマスなど、自然環境のなかで再生する、
いわば“自然の恵み”から得られるエネルギーのこと。石油・石炭など化石燃料に比
べ、枯渇の心配がなく、CO₂を大幅に削減できるクリーンなエネルギーとして注目さ
れています。ヒートポンプ技術によって汲み上げられる「空気熱」は、EUにつづき
日本でも「再生可能エネルギー」として認められ、導入拡大に国が力を入れています。

※「中之島3丁目共同開発」：ダイビル㈱、
当社、関電不動産㈱が中之島 3丁目
に所有する敷地約 21,000㎡について
共同で開発をおこなっているもの。

電気自動車

プラグインハイブリッド車

　　　　計

計

143

25

168

2009年度

86

25

111

2010年度

57

0

57

■電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車とプラグインハイブリッドとプラグインハイブリッドとプラグインハイブリッドとプラグインハイブリッド車車車車のののの導入実績導入実績導入実績導入実績（（（（単位単位単位単位：：：：台台台台））））

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。

VOICE
中之島eco2（エコスクエア）
連絡協議会における
地域環境性向上のための活動

当社の本店所在地でもある大阪市の中之島で「環境にやさ
しいまちづくり」をめざす「中之島eco2連絡協議会」にお
いて主体的に活動を進めています。ここでは、2010年12
月に中之島が向かうべき方向性を明確にした「中之島環境
ビジョン」を作成しました。
これは、低炭素化にとどまらず、環境を総合的にとらえ
てライフスタイルやマネジメントまでを対象としているこ
とが特徴となっています。大阪市が発表した「おおさか環
境ビジョン」には4つのモデルエリアが設定されていますが、
そのうちの一つに中之島が選ばれており、同協議会の活動
は関係各所との連携が進むとともに、注目度や認知度も高
まっています。また、豊かな環境づくり大阪府民会議によ
る「おおさか環境賞」奨励賞を受賞するなど、評価もして
いただいています。今後も、新たなまちづくりの進展のため、
様々な環境対策に先導的に
取り組み、ビジョンを深化
させ、中之島を中心とした
都心部の環境性を高める活
動を進めていくと共に、こ
の活動を一つのモデルとし
て、関西全体の都市環境の
向上に貢献していきます。

地域共生・広報室
都市再生プロジェクトチーム

三島  憲明
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再生可能エネルギー
太陽光

再生可再生可
太太陽太陽光陽光

空気熱

地 熱水 力

風 力太陽熱

バイオマスバイオマス

空気熱

太陽光

「エコキュート」は、「太陽にあたためられた空気中の熱」を電気の
力で有効利用し、使う電気の3倍以上の熱エネルギーを取り出します。

エコキュート

太陽光発電は太陽光エネルギーを電気に
直接変換するため、発電時にCO₂を排出
しません。

太陽光発電システム
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

関電のスマートグリッドの構築

用語集参照　低炭素社会／メガソーラー／エコキュート

「エネルギーの見える化」をサポート
お客さまが省エネ・省コスト・省CO₂を意識しながら電気を
ご利用いただけるよう、毎月の電気ご使用量に加えて、過去
24ヵ月の電気ご使用実績と、そのご使用量に対するCO₂排
出量をチェックいただける「電気ご使用量のお知らせ照会
サービス」のサイトを当社ホームページに設けています。
また、このサービスを利用されますと電気ご使用量、電気
料金が環境家計簿「エコeライフチェック」に自動連携され
ます。

（環境家計簿「エコeライフチェック」の詳細については、50ページをご覧くだ
さい。）

「関電のスマートグリッド」の構築
スマートグリッド（次世代送配電網）を構築することによって、低炭素社会の実現とお客さまの利便性の向上をめざします。

「関電のスマートグリッド」とは
「スマートグリッド」の概念は非常に広範囲にわたっていま
す。関西電力グループでは、スマートグリッドを「基盤とな
る電力系統の安定性を失うことなく、低炭素社会の実現とお
客さまの利便性向上を目的に、情報通信技術、蓄電池技術な
どの新技術を用いて、高効率、高品質、高信頼度の電力流通
システムの実現をめざすもの」と位置づけています。

低炭素な電気の安定供給
出力が不安定な太陽光発電などの新エネルギーが、今後、大
量もしくは集中的に電力系統に入ってくると、電力系統の安
定性（電圧や周波数など電気の品質）に影響がでる可能性が
あります。こうした影響がお客さまに及ぶことがないよう、
火力や揚水などの需給調整の役割を果たす電源設備や電力流
通設備の維持・更新などを含めて、「関電のスマートグリッド」
の構築を進め、より低炭素な電気を安定的にお届けします。
そのため、系統運用・制御技術の開発や電力需給制御シス

テムの研究などを進めています。（参照：46ページ）

お客さまの利便性の向上
お客さまの省エネルギーの支援など、利便性の向上について
は、新計量システムの導入や「エネルギーの見える化」に取
り組みつつ、さらなるサービスを検討していきたいと考えて
います。

「電気ご使用量のお知らせ照会サービス」
http://www.kepco.co.jp/service/miruden/

新計量システム導入に向けた取り組み
「スマートメーター」と呼ばれる電力量メーターが、話題に
のぼることが増えてきました。当社では、この言葉が登場
する以前の、1999年から「新計量システム」として、その
研究開発に取り組んでいます。
「新計量システム」は、当社が「お客さまサービスの向上」
と「業務運営の効率化」をめざして導入を進めているもので、
通信機能を持つ新型メーターに光ファイバー網などを活用す
る新しい電力計量システムです。この導入により、お客さま
の電気のご使用量が30分単位で計測可能となり、電気のご
使用実態に応じた効率的な設備形成や、よりきめ細やかなエ
ネルギーコンサルティングをおこなうことが可能となります。

海外での取組み
地球規模での温暖化対策に貢献するため、当社グループは電気事業者として長年培った知識や経験、技術やノウハウを
活かし、海外でもさまざまな取組みを展開しています。

セノコ発電所ステージⅡリパワリングプロジェクト
当社は、2008年に他企業とともにシンガポール最大の電力
会社であるセノコ・パワー・リミテッド社の株式を取得しま
した。現在、セノコ発電所において、既存の石油焚汽力発電
設備（合計75万kW）から高効率の天然ガス焚コンバイン
ドサイクル発電設備（86万kW）への転換工事を進めてい
ます。このプロジェクトは、エネルギーを有効利用し、CO₂
の排出の大幅削減が可能となる環境に配慮したもので、当社
は、今後もこうしたリパワリング工事の着実な推進に貢献し
ます。

オーストラリア環境植林プロジェクト
オーストラリアでの土壌塩類化の防止と地球温暖化防止、さ
らには生物多様性の改善の同時達成をめざしたマルチベネ
フィット型の環境植林を2003年から実施しています。
西豪州パース近郊の農地や牧草地をリースし、マリーユー
カリを幅約10mのベルト状に合計約900kmにわたって植樹
しており、その面積は約1,000ha、本数は250万本に達し
ます。

ベルト状に植樹されたマリーユーカリの一部

シンガポール　セノコ地区
関西電力、丸紅、GDFスエズ、九州電力、
国際協力銀行
2009年12月～2012年8月（予定）

地点

参画企業

工事期間

オーストラリア　パース
関西電力、環境総合テクノス、
オイルマリーカンパニー（CO₂グループ）
2003年～

地点

参画企業

工事期間

セノコ発電所 設備更新後（イメージ図）
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電源・流通設備の維持・更新
低炭素電源を安定的に受け入れるた
めの設備維持・更新

配電系統の高度化
●電気の品質の維持・向上
 （電圧制御の高度化等）
●より効率的な設備形成

エネルギーの見える化
省エネ・省コスト・省CO₂をサポート

需給調整力の確保
太陽光発電の出力予測技術の開発

電気自動車

お客さま
新型メーター

ヒートポンプ
電気給湯機
エコキュート

太陽光発電

風力

メガソーラー

電力用通信回線
電力系統

一般通信網

Web通知等

料金計算センター料金計算センター料金計算センター

次世代配電自動化次世代配電自動化

新計量
システム
新計量
システム
新計量
システム

給電制御所等給電制御所等給電制御所等

中央給電指令所中央給電指令所中央給電指令所

基幹系変電所

蓄電池 需給調整力の向上
蓄電池による需給制御
技術の開発

火力原子力 水力

発電所

揚水

配電用変電所

蓄電池

配電系統

■関電スマートグリッドの構築

■関西電力グループの海外での取組み

凡  

例 基金

CDMプロジェクト

風力発電火力 廃棄物処理 太陽光発電植林水力 バイオマス

JIプロジェクト CDM、JI以外の国際プロジェクト

世界

（日本温暖化ガス削減基金）

マレーシア

チリ

オーストラリア

ツバル

ニュージーランド

ブータン

ベトナム

マレーシア

フィリピン
インド

シンガポール

中国
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

関電のスマートグリッドを構築するための技術開発
系統運用・制御技術の開発
太陽光発電などの新エネルギーは、天候などによって短時間
で大幅に出力が変動する特徴があります。そのため、大量に
導入された場合は、電圧や周波数への影響が懸念されます。

こうした影響がお客さまに及ぶことがないよう、当社では新
エネルギーの導入が電力系統へ与える影響を評価するととも
に、新たな系統運用・制御技術の開発に取り組んでいます。

蓄電池を用いた電力需給制御システムの研究
太陽光発電の出力変動を蓄電池で吸収することによって、系
統電力の周波数を一定に保ちます。
現在、堺太陽光発電所が連系している石津川変電所構内に

蓄電池を設置して実証試験を進めています。
なお、蓄電池にはニッケル水素電池を採用していますが、
供用中の電力系統にこの種の電池をつなぎ、需給制御の研究
をおこなうのは、国内で初めての取組みとなります。
本研究の成果は、制御システムの開発だけでなく、蓄電池
の適用性や寿命の評価、さらには将来、系統全体で需給を制
御する場合、必要となる
蓄電池容量の検討にもつ
ながると期待しています。

先進的な技術開発
電気事業者としての専門技術力を活かし、CO₂分離回収をはじめとした環境関連技術や高効率電気利用機器の開発など、
先進的な技術開発を通じて低炭素社会の実現に貢献します。

京都メカニズム活用によるプロジェクト
当社は、地球規模での温暖化対策
に貢献するため、京都議定書に基
づく「クリーン開発メカニズム
（CDM）」など、京都メカニズム
の活用による取組みを推進してお
り、中国、ベトナムをはじめ世界
各国において、風力発電、水力発
電などの各種プロジェクトに参加
しています。

各プロジェクトからは、順次
CO₂クレジットが発行され、当社
CO₂排出係数の低減に寄与してい
ます。

太平洋島嶼国における技術指導プロジェクト
Global Sustainable Electricity Partnership（旧e8,世界電力
首脳有志の会議）の活動の一環として、太平洋島

とう

嶼
しょ

国の電力
会社に所属するエンジニアを対象としたワークショップを
2005年から計8回、現地で開催しています。
太平洋島嶼国はディーゼル発電が主流であることから、環
境負荷の低減および燃料コストの削減につながる技術のニー
ズが高く、当社は、再生可能エネルギーや省エネルギーに関
する技術移転と専門家の育成に協力してきました。
同地域では、ツバル太陽光発電プロジェクトも実施してお
り、ソフト・ハードの両面から、持続可能なエネルギー開発
および低炭素社会の実現に向けたグローバルな活動を展開し
ています。

ナンピア水力発電所（ベトナム）

次世代の発電技術、低炭素社会につながる技術開発
排ガスのCO₂を分離・回収
当社は、火力発電所の排ガスからCO₂を分離・回収する方
法として、1990年から三菱重工業㈱と共同で、化学吸収法
によるCO₂分離・回収技術開発に取り組んでいます。
なかでも当社は高効率の吸

収液の研究を進め、1994年
には、それまで一般的に使わ
れていた従来の化学吸収液
「モノエタノールアミン」よ

り優れた、世界で最も効率の
よい「吸収液」（KS-1）の開
発に成功しました。
また、システム面でも工夫
改良をおこない、CO₂回収エ
ネルギーを従来の約900kcal/

kg-CO₂から600kcal/kg-CO₂
以下まで低減することができ
ました。

現在はKS-1以上にCO₂回収エネルギーが低い新吸収液を
開発しています。
なお、この技術は、これまでに尿素増産用途を中心に世界
で10件の導入実績があります。また、化学工場や石油増進
回収などの分野ではコスト削減も期待できることから、海外
を中心に普及を進めています。

荒廃地へのニッパヤシ植林
2010年8月に、グループ会社である㈱環境総合テクノスと
京都大学との共同で、マングローブの一種であるニッパヤシ
の植林技術とエタノール化技術の開発を始めました。
タイでは、天然のマングローブ林を伐採してつくられたエ
ビの養殖池が放置されて荒廃地となり、CO₂吸収源の減少や
地域の生態系の破壊など、大きな環境問題となっています。
一方、化石燃料の代替エネルギーとして注目されるバイオ

エタノール技術は、その原料の多くがトウモロコシやサトウ
キビなどの植物あることから、食料との競合や森林伐採につ
ながるなどの問題が指摘されています。
そこで、マングローブの一種で樹液に糖分が多く含まれる

ニッパヤシを、荒廃地に植林する技術と、その樹液をエタノー
ル化する技術を開発することで、エネルギー資源を確保する
だけでなく、大気中のCO₂吸収源を確保するとともに、地
域の自然環境の修復が可能となると考えています。

お客さまの省エネ・省コスト・省CO₂に
貢献する技術開発
高効率電気利用機器の開発
これまで省エネの観点からヒートポンプのさらなる高効率化
を進めると同時に、ヒートポンプ機器の利用分野の拡大にも
注力してきました。
例えば、2011年2月には、世界に先駆けて、120℃という
高温蒸気を供給できるヒートポンプの製品化に成功。「スチー
ムグロウヒートポンプ120」というこの製品は、高温の蒸気
が供給できるとともに、COP（成績係数）が3.5という高い
熱効率を実現し、従来のガスボイラに比べて、約6割の省エ
ネルギーと約7割のCO₂排出削減を可能にしました。
また、ヒートポンプに蒸気圧縮機を追加搭載することで

165℃の高温蒸気供給を可能とした「スチームグロウヒート
ポンプ165」もあわせて製品化しました。

パラオで開催したワークショップの参加者とともに

排煙脱炭プラント

研究対象となっている
タイのニッパヤシ林

山東省華能寿光風力発電所（中国）

用語集参照　京都議定書／クリーン開発メカニズム（CDM）／CO₂クレジット／CO₂排出係数／低炭素社会　　　再生可能エネルギー（本文41ページ参照）

VOICE
低炭素社会を
キーワードとした
研究開発に携わって

当社は、㈱森生テクノおよび和歌山大学と共同で、火力発
電所の配管保温材を再利用した保水性パネルを開発しまし
た。2010年からは京都府八幡市のご協力のもと、閉校となっ
た同市立八幡東小学校の屋上に保水性パネルを敷設し、室
温の上昇を抑える効果について検証しています。
この保水性パネルは、配管保温材とセメントを混ぜ合わ

せたもので、含ませた水分が蒸発する際の気化熱でパネル
表面の温度上昇を抑える効果があります。
廃棄する保温材を再生利用することで、環境負荷の低減
に寄与するとともに、エアコンの使用を控えることでヒー
トアイランド対策などにもつながると期待しています。今
後は、クールベンチや建物
屋根材などへの適用をめざ
します。

研究開発室
電力技術研究所

環境技術研究センター
羽田  雄一

校舎屋上に冷却パネルを
敷設し実証試験を実施
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世界で初めて製品化した
「スチームグロウヒートポンプ120」

165」もあわせて製品化しました。

共同開発企業

東京電力㈱
中部電力㈱
㈱神戸製鋼所

研究に用いている蓄電池
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>
株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。

SOx／NOx／コンバインドサイクル発電方式　用語集参照用語集参照　ゼロエミッション／3R活動／ばいじん／PCB／グリーン購入／グリーン調達

安心され、信頼される
環境先進企業をめざした取組みの展開循環型社会の実現に向けた活動の展開

ゼロエミッションの取組み
当社は、事業活動から発生する産業廃棄物などのリサイクル
を推進し、ゼロエミッションを達成する必要があると考え、
2012年度までに「産業廃棄物リサイクル率99.5％以上」と
いう目標を掲げて取り組んでいます。また、オフィスから排
出されるコピー用紙などの一般廃棄物についても減量化・再
資源化に取り組んでいます。

産業廃棄物などのリサイクル率
事業活動全般にわたって廃棄物の3R活動を推進しています。
全社で廃棄物をできるだけ埋立処分からリサイクルへ転換す
ることに努めた結果、2010年度に産業廃棄物などのリサイ
クル率が99.7％となり、早期に目標を達成しています。今
後も引き続きリサイクル率の維持向上に向けて取り組みます。

PCB廃棄物の処理
低濃度PCB廃棄物である柱上変圧器の絶縁油と変圧器ケー
スについて、2004年4月から柱上変圧器資源リサイクルセ
ンターで安全・確実に無害化処理を進めています。
また、高圧トランス・コンデンサ類などの高濃度PCB廃
棄物については、2006年10月から、日本環境安全事業㈱で
委託処理をおこなっています。微量PCB汚染廃電気機器に
ついては、その存在が判明して以降、機器を安全に無害化す
る洗浄処理技術の研究開発に取り組んでおり、2009年度に
は、大型で移動困難な変圧器などを現地で安全・確実に無害
化処理する「移動式洗浄処理システム」を開発しました。現
在は、システムのさらなる合理化に向けて、実証試験を積み
重ねています。

グリーン購入の取組み
環境負荷が少ない製品やサービスを優先的に購入するグリー
ン購入活動を展開しています。具体的には「グリーン調達マ
ニュアル」を定め、全社の目標を設定し、活動の推進を図っ
ています。オフィス用品（45品目）については、過去から
ほぼ100%のグリーン購入実績を維持しています。また、電
線や変圧器など電力設備用資機材のグリーン購入についても、
環境に配慮した資機材の調達を積極的に進めています。

 地域環境保全対策の推進 
当社は、大気汚染防止や水質汚濁防止をはじめとする地域環境保全対策を確実に実施するとともに、化学物質について
も厳正に管理しています。

発電所における環境保全対策
発電所では、法律や条例、環境保全協定などに基づき環境保
全対策を実施し、大気、水質、騒音、振動などを監視・測定
しています。さらに発電所周辺の大気や海域のモニタリング
をおこない、総合的に環境影響を評価し、問題がないことを
確認しています。

大気汚染防止対策（SOx、NOx、ばいじん）
火力発電所からのSOx（硫黄酸化物）の排出量を低減させ
る対策として、燃料の低硫黄化や排煙中のSOxを取り除く
排煙脱硫装置の設置などをおこなっています。また、NOx（窒
素酸化物）については、燃焼方法の改善、排煙脱硝装置の設
置などによって排出量を低減させています。その結果、発電
電力量あたりの排出量は世界で最も少ない水準になっていま
す。さらに、ばいじんについても、高性能電気集じん器の設
置などにより、その排出を低減しています。 環境アセスメントの実施

現在、姫路第二発電所においてコンバインドサイクル発電方
式への設備更新工事を進めています（第2章 CSR Highlight

〈34ページ〉参照）。この更新に関する環境アセスメント（環
境影響評価）を2007年5月から2010年3月まで実施しまし
た。環境アセスメントの現況調査では、設備更新予定地に貴
重な植物のイトトリゲモ（イバラモ科）が確認されたことか
ら、工事区域外の人工池へ移植し、その後の生育状態などを
観察しています。

土壌・地下水汚染対策
「土壌汚染対策法に関する手引」を作成し、土壌汚染対策に
関する法律や条例を遵守しています。また、発電所では薬品
類や重原油などの燃料の万一の漏えいに備え、防液堤や防油
堤を設置するなど、土壌汚染の防止や対策に努めています。

VOICE
碍子のリサイクルの簡便化に成功、ゼロエミッション達成に貢献

㈱関電L＆A
事業部事業グループ
課長代理
津熊  茂

碍子は破砕すると鋭利な角ができ、
リサイクルが困難でした。そこで、
当社は、効率的に角を取る技術を
研究し、今回、開発に成功しまし
た。この技術によって、碍子は真っ
白な小石に生まれ変わり、エクス
テリア製品として庭づくりなどに
ご利用いただけるようになりまし
た。また、コンクリート電柱につ

いては、現在も100％リサイクル
を継続しています。
こうした技術は、社外からも注
目され、処理委託を受けるように
なりました。今後も、役目を終え
た配電設備の基本機材 (碍子、コ
ンクリート柱 )に新しい使命を与
え、循環型社会の推進に寄与して
いきたいと考えています。

庭に敷き詰められた真っ白な小石は
碍子のリサイクル品
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>
株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。

用語集参照　アスベスト／PRTR法／低炭素社会

アスベスト問題への対応
当社は、かねてから石綿が含まれる設備について、それらの
状態を定期的に監視するなど、適切な対応を図ってきました。
石綿の使用が判明した建物や設備については、除去や非石綿
製品への取替えを計画的に進めています。

化学物資対策
PRTR法を遵守するとともに、「PRTR対象化学物質管理の手
引」に基づき、有害化学物質の厳正な管理およびその低減に
向けた取組みを進めています。また、PRTR法に基づき、取
り扱った化学物質の排出量と移動量を国に届けるとともに、
随時、公表しています。

生物多様性の保全
事業の実施にあたり、低炭素社会の実現に向けた地球規模で
の環境問題に取り組むとともに、環境アセスメントの実施や
地域特性に応じた環境保全措置を講じることで、生物多様性
への配慮などに積極的に取り組んでいます。
発電所などでは、これまでエコロジー緑化による自然の森
づくりを推進し、いまでは多くの事業所に豊かな森が生まれ、
野鳥や昆虫、小動物が棲みつくようになっています。
また、当社設備およびその周辺において、鳥類や在来種の

保護など、貴重な動植物の保護対策をおこなうことで生物多様
性に配慮してきました。
さらに、生物多様性
の保全に役立つような
環境教育や地域との連
携、交流もおこなって
います。

自然の森づくり（エコロジー緑化）
発電所などの大規模緑地では、早期の「自然の森」づくりを
めざして、「エコロジー緑化」を取り入れています。これは、
自然に近い森を早期につくるため、その地域に適した植栽樹
種の苗木を選定し、密植・混植する方法です。当社では
1977年に、多奈川第二発電所の緑化に初めて導入し、いま
では多くの発電所でエコロジー緑化による「自然の森」が形
成されています。
また、大阪市内に位置する南港発電所の緑地では、周囲に
自然林がなく、外部からの種の供給が少ないことから、これ
までに67種、1,168個体の植物を追加植栽するなど、エコ
ロジー緑地の種の多様性をさらに高める取組みもおこなって
います。

送電線における鳥類保護対策
兵庫県豊岡市では、人工飼育された国の特別天然記念物コウ
ノトリの自然放鳥がおこなわれています。当社は、放鳥され
たコウノトリが電線に衝突してけがをしないように、電線な
どにカラーリングを取り付けて送電線の視認性を高め、衝突
を防止する対策を施しています。
また、毎年2～4月に、コウノトリは電柱や鉄塔に営巣する

こともあります。そこで、豊岡市や「兵庫県立コウノトリの
郷公園」と協議して、場合によっては巣と卵を撤去せずに既
設電線を停電させ、下段に
新たに電線を新設するなど
の対応をおこなっています。

黒部ダム周辺の在来種保護
長野県と富山県を結ぶ立山黒部アルペンルートにおいてトロ
リーバスを運行しています。このトロリーバスは普通のバス
と違い、ガソリンエンジンではなく電気モーターによって走
るため、排気ガスがまったくありません。また、非常に静か
に走行するため、動物を音で驚かすことも少ないといえます。
長野県側の入口である扇沢駅では、黒部に生息していない
植物の種子などが観光客の靴底の泥などに付着して持ち込ま
れることも考えられるため、駅改札口に種子除去マットを敷
設して外来種の侵入を防いでいます。除去した種子は、掃除
機で収集し焼却処分しています。

環境コミュニケーションの取組み
当社は、よりよき環境の創造をめざし、持続可能な社会の構築に貢献するため、地域社会やお客さまといっしょに、環
境について考え、行動する環境意識啓発活動にも積極的に取り組んでいます。

ご家庭を対象とする活動
環境家計簿「エコeライフチェック」
当社は、ご家庭のCO₂削減に貢献するため、「CO₂の見える化」
のツールである環境家計簿「エコeライフチェック」をホー

ムページに掲載しています。これは、電気・ガス・水道など
のエネルギー使用量を入力すると、ご家庭のCO₂排出量が
わかるものです。

会員登録により、Web上の各会員専用の画面でCO₂排出
量を確認できるだけでなく、全会員のCO₂排出量の平均値
やランキング表示などで、ご自身の取組みを評価していただ
けます。また、団体参加制度や会員が10人増えるごとに1

本の苗木を植林する仕組みを設け、一人でも多くの方のご利
用を促進しています。

女性向けの活動
ナチュラルびとになろう。
当社ホームページ内において女性向け環境意識啓発サイト
「ナチュラルびとになろう。」を開設し、人や地球にやさしい
暮らし方について提案しています。「Natural Cafe」のコー

ナーでは著名人の方による暮らしの楽しみ方を、「ナチュラ
ルびとをたずねて」ではさまざまな環境への取組みを続けて
いる方々へのインタビュー記事を掲載。そのほか「ナチュラ
ルライフエッセンス」では環境にやさしい日々の暮らしに役
立つコラムを掲載するなど、多彩なコンテンツを毎月、更新
しています。

発電所内で見られる昆虫
（アオモンイトトンボ）

電線のカラーリング

トロリーバス

電柱上でのコウノトリの営巣 種子除去マット

必要項目を入力することでCO₂
排出量がひと目でわかる

「ナチュラルびとになろう。」
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/natural/index.html

環境家計簿「エコeライフチェック」
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/co2kakeibo/index.html

 

環
境
問
題
へ
の
先
進
的
な
取
組
み

対象化学物質名
排出量（t/年） 移動量（t/年）

2009年度 2010年度 2009年度 2010年度

2-アミノエタノール

石綿【特定】

エチルベンゼン

塩化第二鉄

キシレン

HCFC-225

スチレン

トルエン

ヒドラジン

ほう素化合物

メチルナフタレン

ダイオキシン類【特定】

0 

0 

10 

／

31 

5.6 

5.3 

7.4 

<0.1

－

／

0.50
（mg-TEQ/年）

0 

0 

13 

0 

31 

14 

－

9.5 

<0.1

0 

0 

0.13
（mg-TEQ/年）

10 

20 

0 

／

0 

0 

0 

0 

4.0 

－

／

8.2
（mg-TEQ/年）

12 

11 

0 

0 

0 

0 

－

0 

0.41 

0 

0 

7.0
（mg-TEQ/年）

■石綿の使用状況（建物・設備）（2011年3月末）

■ PRTR法対象化学物質の排出量・移動量の状況

石綿含有製品

建 材

石綿セメント管

保温材

シール材・
ジョイントシート

緩衝剤

増粘剤

自社建物の吸音材、断熱材、耐火材、
変圧器の防音材

建物の耐火ボード、屋根材、床材など

地中線用の管路材料
（送電設備・配電設備・通信設備）

発電設備（火力設備・原子力設備）

送電設備等の懸垂碍子

架空送電線用の電線、水力設備ダム

発電設備（火力設備・原子力設備）

使用箇所対　象

石綿を含有する吹付け材

※本表は、PRTR法に基づく届出値を集計
※「0」表記は、排出量などがない場合
※「＜0.1」表記は、排出量などが0.1t /年未満の場合
※「－」表記は、集計の対象となる事業所がない場合
※有効数字は2桁で表示
※「／」は、2010年度よりPRTR法の対象物質となったため、2009年度は集計していません

■エコ口ジー緑化を取り入れた当社の「自然の森」

2007年10月撮影

赤穂発電所の
エコロジー緑化

宮津エネルギー研究所

相生発電所

赤穂発電所

舞鶴発電所

大飯発電所

南港発電所

姫路第一発電所

姫路第二発電所

多奈川第二発電所

御坊発電所

エコロジー緑化面積：
甲子園球場 約15個分（約60万㎡）

当社供給区域

1987年9月撮影

※なお、当社は自然林も含め約7,800万㎡（万博公園の約30個分）の緑地を保
有しています。
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

TQM／環境マネジメントシステム　用語集参照用語集参照　ステークホルダー

次世代層向けの活動
グリーンカーテン
支店や支社などが中心となって、地元の小学校にグリーン
カーテンを用いた環境意識啓発活動を2008年度から展開し
ています。グリーンカーテンは、窓全体に張り巡らせたネッ
トにつる植物を絡ませて窓を覆うものです。窓の日差しを遮
ることで室内温度の上昇を抑え、植物の蒸散作用によって周
囲の空気を冷やすなど、省エネ効果が期待できます。当社従
業員が小学校にうかがい、子どもたちにグリーンカーテンの
目的や効果、つくり方について説明し、いっしょに苗を植え
ています。

かんでんeキッズクラブ
2006年から毎年、当社エリア内の小学5～6年生から会員募
集し、「かんでんeキッズクラブ」を運営しています。2010

年度は200名の子どもたちに、地球温暖化をはじめとする
環境問題について「気づき」「知って」「行動する」ことがで
きるプログラムを体験していただきました。年間のプログラ
ムとしては、7月の結団式から翌年3月の終了式までの間に、
「自然体験」や「施設見学」、子どもたちが実際に家族の中心
となって家庭の省エネに取り組む「キッズ ISOプログラム」

などを実施しています。

若年層向けの活動
環境イベント「cococala+e」
若い人たちにとって、環境問題への「気づき」の場となるよ
う、環境ライフスタイル雑誌『ecocolo』と共同で2008年
度から20～30歳代を対象にした環境イベント「cococala＋

e」を開催しています。環境をテーマとしたトークやリラッ
クスいただける音楽ライブを中心に構成し、2010年度は、
大阪・京都・神戸で計3回開
催し、当社の若手従業員も当
社の環境の取組みについて紹
介しました。

ステークホルダー・ダイアログの開催
2011年3月、当社グループ会社である「かんでんCSフォー

ラム」にご登録いただいている一般モニターのなかから9人
の方にお集まりいただき、「関西電力の環境コミュニケーショ
ン活動」をテーマにご意見をうかがいました。CSRレポー

トやWebサイトの見やすさ、わかりやすさ、活動に対して、
多くの貴重なご意見をいただくことができました。
当社は、今後もお客さまからいただいたご意見を踏まえて、
よりよい環境コミュニケーション活動などに努めていくとと
もに、このようにお客さまからご意見をうかがう機会をつ
くっていきたいと考えています。

環境管理の推進
TQM（総合品質マネジメントシステム）の考え方に基づく環境マネジメントシステムを導入し、継続的な改善活動によっ
て、事業活動に伴う環境負荷の低減に努めています。

グループとしての推進体制
当社グループは、環境管理活動をグループワイドに展開する
ため、2005年8月に「関西電力グループ環境管理委員会」
を設置し、当社の「CSR推進会議環境部会」と連携しながら、
「グループ　エコ・アクション」の策定やチェック・アンド・
レビューなどを実施しています。
また、2007年度には、連結子会社などを対象に、法的リ
スクを中心とするリスク管理体制の整備を完了しています。
今後も引き続き、これらの取組みを推進することで、グルー
プとして環境負荷および環境リスクの低減に努めていきます。

法・条例などの遵守
2010年度は、廃棄物の処理に伴う積荷作業について、「廃棄
物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、大分県より指導を
受けました。当社はこの指導を厳粛に受け止め、すみやかに是
正処理をおこない、行政など関係箇所へ報告いたしました。
当社は、今後も環境に関して規制を受ける法・条例および

環境保全協定の確実な遵守に努めていきます。

ISO規格に準拠した環境マネジメントシステム
1997年度から火力発電所を中心に、環境管理に関する国際
規格である ISO14001規格に適合した環境マネジメントシス
テムを導入しています。
また、下記のように事業形態ごとのモデル事業所において、

ISO14001外部認証を取得しています。

環境会計の開示
事業活動における環境保全のコストとその活動により得られ
た効果を明確にするため、当社単独の環境会計とグループの
環境会計を導入し、当社ホームページで公表しています。

小学校でのグリーンカーテン苗付けのようす

自然体験のようす

法然院での
エコトーク
のようす

グループに分かれての
意見交換のようす

「環境レポート2011」
http://www.kepco.co.jp/kankyou/csr_sitemap/index.html

※2010年度中に対象会社の増加（44社→45社）があったため、45社を基準とした実績評価を実施。

「かんでんeキッズクラブ」でツリークライミングをサポート

木から降りてくると、子どもたちを支えてくれた
木がずい分カッコいい木に見えるような気がしま
す。私がインストラクターを務める「かんでんe
キッズクラブ」では、ルールを守って安全に遊ぶ
ということに、子どもたちは誰もが初めは緊張気
味ですが、少し地面から離れると、どんどん登っ
ていき、こぼれ出した笑顔に周りの大人たちも楽

しくなるようです。ツリークライミングを通じて
木や自然を身近に感じてもらい、木と友達になる
ことで、木や自然への興味を持つきっかけづくり
になればと思っています。今後も子どもたちが遊
びながら自然と触れ合えるイベントを続けていた
だきたいです。ツリークライミング®

クラブベスト事務局
伊藤  美菜子さま
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電力流通事業本部
技術試験センター

〈当社〉 〈グループ会社〉

事業形態 事業所名 会社名
㈱エネゲート

㈱環境総合テクノス

㈱かんでんエンジニアリング

㈱きんでん

㈱ケイ・オプティコム

㈱ニュージェック

関電プラント㈱

発電 姫路第一発電所（火力）

海南発電所（火力）

南港発電所（火力）

大飯発電所（原子力）

姫路電力所流通

項　目 目　標 実績（対象45社）
2009年度実績
（対象45社） 評　価（増減説明）

2011年度 2012年度 2013年度
2010年度の目標と実績 目　標

コピー用紙
使用量

車両燃費

生活用水
使用量

事務所
電気使用量

対前年度比
1%以上向上

対前年度比
1%以上削減

対前年度比
1%以上削減

極力低減
対前年度比
5.4%増加

988.0t

対前年度比
2.3%低下
8.76km/ℓ

対前年度比
5.5%増加
288.4千㎥

対前年度比
3.9%増加

49.7百万kWh

937.4t

8.96km/ℓ

273.4千㎥

47.8百万kWh

極力低減

対前年度比1%以上向上

対前年度比1%以上削減

対前年度比1%以上削減

管理対象会社の一部において、業務および人員の増加が見
られるなど、グループ全体としての目標は達成できませんでし
た。今後も、引き続き、レス・ペーパーに取り組んでいきます。

管理対象会社の一部において、車両燃費の低下が見られるなど、
グループ全体としての目標は達成できませんでした。今後も、低
燃費車両の計画的な導入やエコ・ドライブを推進していきます。

猛暑の影響により水使用量が増加するなど、グループ全
体としての目標は達成できませんでした。引き続き、節水
活動を展開していきます。

猛暑の影響による空調エネルギーの使用量が増加するな
ど、グループ全体としての目標は達成できませんでした。
引き続き、省エネ活動を展開していきます。

社　長

CSR推進会議

● 循環型事業活動推進
  ワーキンググループ

● 地球環境問題対応
  ワーキンググループ

CSR推進会議「環境部会」
［主　査］環境担当役員
［副主査］環境室長
［委　員］本店各本部・事業本部・室の
  副本部長、副事業本部長、
  室長のうち主査が任命

連
携

本部・事業本部・室の長※ 直轄事業所の長※

環 境 室
（環境管理統括箇所）

原子力事業本部・支店・支社・
火力センターの長※

電力所の長※

営業所の長※

関西電力グループ
環境管理委員会

［委員長］
関西電力環境部長

［委　員］
グループ各社の
環境管理を推進する
実行責任者

グループ会社
（2011年3月末現在61社）

発電所の長※

※環境管理活動を推進する責任者

■関西電力およびグループの環境管理推進体制

■ 「ISO14001」外部認証取得事業所（2011年3月末現在）

■グループ会社の具体的行動計画「エコ･アクション」
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環境にやさしい電気絶縁油
「サンオームECO」を開発
㈱かんでんエンジニアリング

電気をお届けするための設備の建設・保全を中心に、幅広
い事業を展開しています。なかでも石油事業部では、超高
圧線から配電機器までをカバーする電力機器用絶縁油を福
崎工場で製造し、販売しています。絶縁油の多くは、石油
から精製された鉱物油を主成分とする鉱油系が使用されて
いますが、同社は植物油をベースに高度精製し、絶縁特性
の優れた絶縁油「サンオームECO」を開発。2004年から製
造・販売しています。この絶縁油は、環境にやさしいカー
ボンニュートラルで、環境負荷が小さく、また、引火点が
極めて高いため、安全性にも優れています。エコマーク商
品にも認定されているため、幅広い機器や設備に安心して
ご使用いただいています。
㈱かんでんエンジニアリングは、地球環境にやさしい次世

代の絶縁油「サンオームECO」のより一層の普及に努めて
います。

日射量予測システム「ソラリオン」を開発
㈱気象工学研究所

気象や防災に関する調査・研究、情報配信、コンサルティン
グを主な事業としています。このたび、関西地域を中心とし、
任意地点の24時間後までの日射量を1時間単位で予測する
システム「ソラリオン」を開発しました。将来、太陽光発電
が大量に導入されると、気象条件により出力が大きく変動し、
需給調整が必要となります。そうした出力変動を、より正確
に予測する技術の一環として、京都大学と共同で開発したシ
ステムで、2011年3月1日から、同社のホームページ（http://

meci.jp/）で公開しています。これからも㈱気象工学研究所
は、社会の安全・安心や地球
環境問題への貢献および自然
エネルギーの普及支援に取り
組んでいきます。

地域共生型ベンチャー企業として
自然環境保全と循環型社会の実現に貢献
㈱かんでんエルファーム
黒部ダムをはじめとした北陸・東海地区の水力発電用ダムに
漂着する流木や、送電線の保全に支障となる樹木などを、電
源地域の匠の技などによる独自の流木処理ビジネスモデルを
用いて、農業資材やバイオマス燃料などに加工しています。
近年は、国産材の需要低迷や森林従事者の高齢化などで山林
の荒廃が顕在化する傾向にあります。それに加え、局所的な
集中豪雨による突発出水なども頻発化し、ダム流木は増える
傾向にあります。㈱かんでんエルファームは、地域共生型ベ
ンチャー企業として、黒部ダムの貴重な流木をステーショナ
リーなどに加工した「クロベのキセキ」の開発など、新しい
形の資源循環型ビジネスモデルを加えて、地域の自然環境保
全と循環型社会の実現に努めています。

石炭灰の有効利用を促進し循環型社会に貢献
㈱関電パワーテック

関西電力の発電部門のパートナーとして電力の安全・安定供
給と環境保全に取り組んでいます。特に、2010年8月には、
舞鶴発電所2号機が営業運転を開始したのに伴い、関西電力
ブランドでのフライアッシュ（石炭灰）の販売を約40年ぶ
りに再開しました。また、2011年3月には、フライアッシュ
の新しい使い方として細骨材に事前に混合したコンクリート
用材料「FAサンド」も共同開発しました。フライアッシュ
は主にセメント原料として有効利用されており、㈱関電パ
ワーテックは、これからも、その利用拡大を進めることで、
循環型社会の実現に貢献していきます。

流木から生まれたグッズ
「クロベのキセキ」

舞鶴発電所の
石炭灰サイロ
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2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

カーボンニュートラル　用語集参照用語集参照　低炭素社会

取引先のみなさまに対する環境配慮の働きかけ
当社は、取引先のみなさまにも環境に配慮した取組みを進
めていただくよう、幅広い活動をおこなっています。2010

年度は、取引先のみなさまを対象としたアンケートを実施
し、2008年度のアンケートとの比較により、取引先のみな
さまがどのような活動に取り組んでおられるかを確認させ
ていただきました。また、当社グループの取組みをご理解
いただくため、当社グループのCSRレポートなどを送付し
ました。

社員教育・意識啓発の実施
関西電力グループ環境行動方針を理解し、実践できる人材を
育成するために社員への教育を実施しています。
具体的には、各事業所の環境担当スタッフを対象とする専
門教育、全従業員を対象に社会や当社グループにおける環境
への取組みに関する知識を付与する一般教育を実施していま
す。また、グループ会社に対しても、環境問題への意識啓発
を図る活動を積極的に進めています。

グループ会社の取組み

主な取組み

専
門
教
育

一
般
教
育

内　容

新任環境担当者研修
新任環境担当役職者研修

ISO14001スタッフ研修
内部監査員研修

環境e－ラーニング

チャレンジ研修

事業所において、中心となって環境業
務を遂行できる人材の育成

環境マネジメントの構築・運用業務を遂
行できる人材の育成

社内イントラネットを使って自由に学べ
る制度（毎年6月の環境月間に合わせ
て実施するなど、年間2回程度の開講）

より高度な知識を学ぶことができる自
己啓発支援型の研修。（地球温暖化問
題の動向など従業員の関心が高いと思
われるテーマを設定した研修内容）

社内報賞制度～環境優秀事業場報賞～
従業員の環境意識の高揚と、エコ・アクションなど環境取組
みのいっそうの拡充を図るため、環境への取組みを自主的か
つ積極的に進めている事業所とグループ会社に対して、報賞
を実施しています。

■優秀賞
各年度における「低炭素社会に向けた活動」、「循環型社会に
向けた活動」、「環境コミュニケーション等活動」の3つの観
点から事業所の実績を評価して報賞。

■特別賞
各年度における各事業所内での環境意識啓発活動や社外イベ
ントの開催などについて、工夫・努力した点を評価して報賞。

■グループ会社環境賞
グループ会社を対象とした報賞審査項目とその他の優れた環
境取組み事例を総合評価
し、他社の模範となる会
社を報賞。

■2010年度 受賞実績

事業所名報賞種別

奈良支店

福知山営業所

大阪南電力所

堺港発電所

木曽電力システムセンター

㈱日本ネットワークサポート

支店・支社部門

営業所部門

電力所部門

発電所部門

特別賞

グループ会社環境賞

優
秀
賞

報賞式のようす

日射量予測システム「ソラリオン」の一画面

す。

クリックした地点の24時間後
までの日射量をグラフで表示

VOICE
独自の「エコ・アクション」を推進し、
「グループ会社環境賞」を受賞

㈱日本ネットワークサポートは、鋼管柱や
コンクリート柱、碍子などを製造する「も
のづくり」の会社です。そのため多くの資
源やエネルギーを使用しています。そこで、
独自の「NNETS エコ・アクション」をつ
くり、オフィスの電気やコピー用紙などの

使用量削減とともに、生産活動での低炭素
化をめざし、原材料・エネルギー・物流な
どのロス低減に取り組んでいます。これか
らも従業員一人ひとりが積極的にこの取組
みに参加できるよう、「ものづくり」の会社
にふさわしい活動を企画したいと思います。

㈱日本ネットワークサポート
業務本部 企画部
阿部  ひろみ
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Check>> 第2章 取組みへの評価

取組みが向上した点

●低炭素社会の実現に向けた貢献や、ゼロエミッションなど循環型社
会の実現に向けた活動の展開、およびこうした取組みを支える地
域環境保全対策、環境管理、環境情報開示、環境コミュニケーショ
ンなどに重点的に取り組みました。

●特に、低炭素社会の実現に向けた貢献については、「関西e－エコ

戦略」を推進するとともに、海外での取組み、先進的な技術開発
も着実に進めました。さらに、産業廃棄物などのリサイクル率の目
標を早期に達成するなど循環型社会の実現に向けた取組みも着実
に展開しました。

●また、環境情報開示、環境コミュニケーションを着実に進めた結果、
当社のこうした環境活動やお客さまに対する環境意識啓発につい
て一定の効果を生んでいると考えます。

今後の課題

●2010年度には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、
指導を受けた事象がありました。

 　当社は、今後も環境に関して規制を受ける法・条例および環境
保全協定の確実な遵守に努めていきます。

評価できること

21世紀の世界は持続可能な発展がキーワードになって
おり、企業にはこれまでの効率性と経済性の追求に加
えて、安全性と環境性においてもより優れた活動が求
められています。関西電力は、いち早く「関西e－エコ
戦略」を立ち上げ「低炭素社会のメインプレーヤー」
をめざしてグループが一丸となって低炭素社会の実現に
向けて取り組んでいます。
特に、CO₂排出量が大幅に削減できるコンバインドサ

イクル発電設備を堺港発電所に導入し、さらに姫路第
二発電所に熱効率が世界最高水準のプラントを建設し
ていることは高く評価できます。また、堺市臨海部での
メガソーラー発電所、高効率化をめざした水力発電の
設備更新、それに高効率ヒートポンプによる空気熱利用
など、再生可能エネルギーの導入にも積極的です。
循環型社会の実現に向けた取組みでは、事業活動か

ら発生する産業廃棄物のリサイクル率を99.7%にまで
高めたことは、ゼロエミッションを達成したといっても過
言ではありません。

要望したいこと

3月の東日本大震災以降、電気事業を取り巻く環境の
見通しが不透明ではありますが、関西電力には、電力
の安定供給と地域との共生にとどまらず、地球規模の
環境問題の解決に向けて優れた電力技術やノウハウを
海外に移転できるグローカルな企業として発展していく
ことを期待します。

国立大学法人筑波大学大学院
システム情報工学研究科
教授  内山  洋司 氏

専門家の方のご意見

Action>> 2011年度以降の方針

当社グループは「関西電力グループ長期
成長戦略 2030」を道標に「環境行動方針」
に基づき積極的に取組みを推進し、持続可
能な社会の構築に貢献します。
特に、地球温暖化問題への対応として、
京都議定書第一約束期間（2008～2012

年度）の 5ヵ年平均で 0.282kg-CO₂/
kWh程度まで低減させるというチャレ
ンジングな目標を掲げ、鋭意取組みを推
進しています。
しかし、この目標達成は原子力発電所
の運転状況に大きく左右されるため、現実

的には見通すことが困難になっています。
このような状況下にありますが、当社は地
球温暖化問題を重要な経営課題と位置づ
け、低炭素社会の実現に向けて貢献してい
く所存であり、さまざまな方策などを検討し
つつ、引き続き、当社グループ独自の総合
的対策である「関西e－エコ戦略」に取り
組んでいきます。
また、ゼロエミッションの推進に努めると
ともに、信頼性の高い環境情報の開示や、
ステークホルダーのみなさま方との環境コ
ミュニケーションに努めます。

関西電力株式会社
環境室長
井上  祐一

2 環境問題への先進的な取組み

Do>>

第三者審査
当社は、本レポートに記載する環境情報について、株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を受審し、その信頼性を
確保しています。また、この審査結果を踏まえ、環境管理や情報開示のさらなる充実を図ります。

エコリーフ環境ラベルの取得
当社の製品である「電力（系統電力）」は、エコリーフ環境ラベ
ルを取得しています。
エコリーフ環境ラベルは、社団法人産業環境管理協会（JEMAI）
が運営する環境ラベル制度で製品における資源採取から廃棄・リ
サイクルされるまでの一生にわたる定量的な環境データを第三者
による検証を受けて登録・公開するもので、当社は2003年7月
にエネルギーサービス分野で初めて認証を取得しました。
毎年、最新の実績値を更新しており、今後も引き続き、こうし

た環境情報の開示を通じて、お客さまの信頼に応えてまいります。

■ 登録公開中の2009年度実績データ
製 品 名： 系統電力
仕　    様： 60Hz
対象年度： 2009年度（平成21年度）
ライフサイクルにおける
温暖化負荷（CO₂換算）： 0.351kg-CO₂/kWh（2009年度）

 調整後排出係数0.265kg-CO₂/kWh
 〈0.294kg-CO₂/kWh〉※1

 （2009年度）
 調整後排出係数0.326kg-CO₂/kWh
 〈0.343kg-CO₂/kWh〉※1

 （2005～2009年度5ヵ年平均）

※ 1 〈 〉内は、CO₂クレジット反映前の CO₂ 排出係数です。調整後排出係数とは、CO₂クレジット反映後の CO₂ 排出係数です。
※ 2 2010年度実績への更新については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国から公表される当社の CO₂ 排出係数を踏まえ、更新します。
※ 3 認証データの詳細については、当社 HP（http://www.kepco.co.jp/kankyou/ecoleaf.html）または、㈳産業環境管理協会 HP（http://www.jemai.or.jp/ecoleaf/）をご覧ください。

発電に伴うCO₂排出量：

第三者審査は、本レポートに記載する環境情
報の確認だけでなく、担当者への聞き取りや
一部の事業所でのサンプリング調査（現地調
査）など、厳正な審査が実施されます。

■エコのことはなんとなく毎日考えていますが、改めて一度
考え直したいと思いました。

■身近なことから少しずつエコに取り組んでいきたいと思いま
した。

■身近にできることをずっと大切に続けていこうと思います。
■関西電力のエコへの取組みを初めて身近に感じた。

若年層向け環境意識啓発イベント「cococala+e」に
ご参加いただいた方のご意見

審査機関の助言を活かし、
活動を社外に積極的に発信
和歌山営業所では、審査機関の方にお越し
いただき、環境負荷データのチェツクをし
ていただきました。当営業所は、エコ・ア
クションの活動の一環として、オフィスの
省エネ強調月間などを設けて事業所の省エ
ネ・省資源活動を積極的に展開しています。
今後とも、審査機関から受けた「車両の走
行距離などの確実な管理」といった助言を
活かし、適正なデータをもって、当社の
CO₂削減への取組みを社外に積極的にPR
していきたいと思います。

和歌山営業所　
所長室　係長
黒井  成男
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3 地域社会の
発展に向けた
積極的な貢献

庄川電力システムセンター
ダム水路長
高熊 康雄

関西の文化・芸術・スポーツを支援
クラシックコンサート
1988年から、関西地域の文化振興活動の一つとして毎年開
催しています。2010年度の「かんでんクラシック・スペシャ
ル『オペラへの誘い』」は、ロッシーニの歌劇『セビリャの
理髪師』を上演。2日間で
約2,500名の方々を無料で
ご招待し、素晴らしい歌声
や演奏にふれていただきま
した。このほか、各支店で
もクラシックコンサートを

年1回開催しています。

関西学生アメリカンフットボールへの協賛
クラシックコンサートの開催と同じく、1988年から、関西
で盛んな学生スポーツの一つであるアメリカンフットボール
を応援しています。春と秋におこなわれる試合を「KANDEN 

FLASHBOWL SERIES」として協賛し、関西学生アメリカ
ンフットボールの振興に努めています。

「かんでんコラボ・アート21」の実施
障がいのある方がアートを通して自己表現し、社会参加する
きっかけづくりをと、2001年から毎年、アート公募展 「か

んでんコラボ・アート21」を、㈶たんぽぽの家のご協力を
いただきながら開催しています。10年目となる2010年度に
は、関西一円から1,000点近くの作品が寄せられました。こ
のように障がいのある方々の社会参加を支援するだけでなく、
多くの方に作品の魅力や可能性を感じていただきたいと、入
選作品を障がい者週間に合わせ11月末から4ヵ月間、関西
10ヵ所で巡回展示しています。

社会貢献活動に励む従業員を支援
1992年から社会貢献活動支援制度を開始
従業員の自発的な地域活動やボランティア活動を支援するた
め、「ボランティア休暇」や「マッチング・ギフト」制度な
どの利用を推奨しています。また、社内報などではボランティ
ア活動に関する情報などを提供しています。

地域社会の一員としての取組み

ボランティア休暇

取得実績（2010年度）　94件　209日

従業員が休暇を取得して、一定の条件を満たす社会奉仕活動をおこ
なった場合、年間限度日数の範囲内でその1/2ないし全部を特別休
暇として認める制度。

ボランティア休職

認定実績 1992～2010年度で 15名が取得

勤続5年以上の従業員が、公的社会福祉機関で社会奉仕活動を長期
にわたり継続しておこなう場合に、原則として1年以内の休職を認
める制度。ただし、青年海外協力隊としての休職期間は2年6ヵ月。

マッチング・ギフト

認定実績（2010年度）　4件　31万円

従業員が個人として、あるいは職場内での募金活動を通じて、一定
の要件を満たす公的団体をサポートする場合、会社からも定められ
た限度内でその活動を支援する制度。

〈具体的な支援制度と実績〉

ザ・シンフォニーホール
（大阪市）で上演

●地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活性化のための取
組みを、地域のみなさまとともに進めていきます。

●従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められるよう、引き続き情
報発信をおこなっていきます。

2010年度 基本方針Plan>>
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Do>>

システムセンター
長
雄

当社には、電気をお届けするために発電所をはじめとする数多く
の事業所があります。なかでも水力発電所は山間部にあり、それ
ぞれの地域コミュニティが大切にしているものを理解しようと努
めています。例えば、黒部ダムで有名な富山県には、水力発電所
36ヵ所、ダム17ヵ所、変電所等5ヵ所を管理運営する北陸支社が
あり、事業所のあるそれぞれの地域でおこなわれる伝統行事や祭
礼に地域社会の一員として参加しています。
世界遺産にも登録されている合掌造り集落がある富山県南砺市
では、毎年、特産のそばと豪雪地帯の積雪を利用した『南砺利賀
そば祭り』が開かれ、大小約30の雪像が並びます。

1986年の第1回から庄川電力システムセンターを中心に雪像づ
くりに協力しています。

地元を一緒に盛り上げたい
雪像づくりへの参加は、「雪像やかまくらといった雪を使って地域
をもっと盛り上げたい」という地域の要望を当社が受けて始まっ
たものです。職場には地元の出身者が多く、地元から頼まれれば
引き受けるのは当然といった雰囲気でした。過去には、夜勤明け
にそのまま雪像づくりに向かうといったこともありましたが、さ
すがに身体が持たないので、最近は、近隣の事業所に応援を頼み、
勤務時間を調整しながら作業を進めています。
雪像づくりに取り組む気持ちをひとことで表せば、地元を一緒

に盛り上げたいという思いです。
吹雪のなかでの作業もあり、年齢とともに肩や腰が痛くなって、

つらいと感じることもありますが、地域から期待されている限り
は、頑張って、楽しく続けていきたいですね。

CSR Highlight

地域のニーズに応じた事業所ごとの活動

●地域のみなさまとともに取り組んでいる
　その他の事例
 ■ 文化財施設などの電気設備を点検
地元の消防署などと連携して、寺社など文化財の防火
に協力するものとして電気設備点検を実施しています。
漏電や電気配線の異常について調査し、お客さまの設
備に合わせた電気の安全な使い方をご指導しています。
こうした電気設備診断は、一人暮らしの高齢者のお宅
や社会福祉施設でもおこなっています。

 ■ 地域と連携した清掃活動
地域の清掃活動は、ニーズが高く、各事業所が数多
く取り組んでいます。地元のみなさまとともにおこ
なう活動を含め、社内の取組みである6月の環境月
間や11月のお客さま感謝月間を中心に、事業所周辺
や観光地、海岸や河川、高所作業車が必要な街灯な
どの清掃活動を幅広く実施しています。

神社での電気設備点検を実施
する守口営業所員

2010年は地元の意見を反映し
「越中一ノ宮高瀬神社」を作成

作業中のようす

滋賀支店では地域で実施され
る清掃活動に参加

一人暮らし宅の電気設備点検
にあたる三田営業所員

街灯清掃を実施する奈良営業
所員

関西電力グループの地域共生
当社は、地域に根ざした企業として、お客さま
や地域社会のお役に立ちたいという思いを持っ
ています。

地域社会から当社が期待される役割や形態は、
山間部と都市部では大きく異なりますし、地域
によってもさまざまです。

そうした地域の種々のニーズに耳を傾け、可
能な限り地域の一員として参加することを心が
けています。

0ヵ所で巡回展示して ます。

2010年度最優秀賞受賞作品

「まだ完成していないものが好き。
先につくってしまいたい」

「未来の上海ディズニーランド」
古久保 憲満 さん

大きな紙いっぱいにびっしり
と描かれた建物や乗り物。計
画段階の上海ディズニーラン
ドに思いを馳せ、「『未来』の
姿を想像して絵のなかにつ
くってしまいたかった」と語
る古久保さんは高校生。この
作品は夏休みに2ヵ月ほどか
けてご自宅で作成された。

表彰式で作品の説明
をする古久保さん

献血の際に骨髄移植のことを知り、移植を待つ患者さんを
助けたいという思いで、ドナー登録をしたのがきっかけで
した。登録から数年後に適合の通知が届き、骨髄提供には
全身麻酔が必要であることを初めて知りました。これまで
大きなケガや病気をしたことがなく、戸惑いはありました
が、医師やコーディネーターの丁寧な説明を聞いているう
ちに ｢やってみよう｣ という気持ちになりました。しかし、
自分一人の意思だけでは、なかなか前に進むことができな
いのも事実です。家族や会社の協力があったからこそ、今
回の骨髄提供を実現することができました。
実際に入院すると、一人で考える時間が多くあります。家

族、仕事、友達のことなど、これまでの人生を振り返ってい
ろいろなことを考えました。そのためか、提供後は仕事や私
生活においてあくせくしなくなり、当たり前のことや些細な
ことでも確実に考えて行動できるようになったと思います。
骨髄提供はいろいろな意味でよい経験になりましたし、

実際、移植を待っている患者さんは数多くおられます。私
自身、もし、もう一度提供する機会があれば、前向きに考
えたいと思っています。

VOICE
ボランティア休暇制度を
活用し、骨髄提供に協力

姫路支店
お客さま室

ネットワーク技術グループ
鈴木 健一
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企業立地のプロモーション活動を展開
地域の活性化・持続的発展のお役に立ちたいとの思いから、
当社は自治体や経済団体と連携し、関西への立地を希望され
るお客さまのサポートをおこなっています。具体的には、設
備投資を検討されている全国の企業に対して、地域情報誌
『Community Information』やウェブサイト「KANSAI 企業
立地ガイド」などで、関西の自治体の優遇制度や産業団地の
情報、関西地域での立地の利点などをご紹介したり、企業へ
の訪問活動を通じ、関西エリアに関心をお持ちの企業を、自
治体へ橋渡しする活動を続けています。
薄型テレビ関連産業や太陽電
池・蓄電池など環境関連産業の
集積が進む関西において、当社
はグループの総力をあげ、関西
地域の成長・活性化への貢献に
努めています。

大阪都心部のまちづくり活動
当社は、大阪都心部などのまちづくりに、ハードとソフトの
両面から貢献しています。
その一つが、当社本店がある大阪・中之島での活動です。

中之島は堂島川と土佐堀川に囲まれ、水と緑が豊かな環境に
あり、わが国を代表する企業が立地する中枢業務地区でもあ
ります。さらに、文化施設や歴史的建造物も多く、「水都大
阪のシンボルアイランド」と称されています。
この中之島のさらなる発展、活性化をめざし、2004年に
設立されたのが「中之島まちみらい協議会」であり、独自に
策定した都市ビジョンを目標として、2011年現在、地区内
の地権者企業など28社が参加し、まちづくりを推進してい
ます。なお、当社は同協議会の事務局を務めています。
同協議会では、2010年からの新たな取組みとして中之島
地域で発行されているフリーマガジン『月刊島民』とも連携。
地域からの情報発信に積極的に取り組んでいます。
そのほか2010年は、毎年恒例となった「なにわ八百八橋・

橋洗い中之島ガーデンブリッジ」に継続参加し、たわしやブ
ラシなどで橋を磨くなど、美しい景観づくりをお手伝いしま
した。また、国際青年会議所の世界会議が中之島で開催され
た際には、出展ならびにその分科会の一つ「水」に参加。さ
らに、同協議会のほか御堂筋など中之島周辺のまちづくりに
携わる3つの団体や行政が一体となって日本風景街道「中之
島・大川・御堂筋回廊シンポジウム」を開催。このように
2010年度は、さまざまなカタチで中之島のまちづくりを推
進しました。
なお、こうした協議会の活動は、ホームページ「中之島ス
タイル .com」で紹介しています。　　
「中之島まちみらい協議会」での地域活性化活動は、大阪
全域の魅力向上につながります。当社は、大阪だけでなく関
西地域のまちづくり活
動においても、活性化
に寄与していきたいと
考えています。

地域の活性化に向けた取組み
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3 地域社会の発展に向けた積極的な貢献

Do>>

Check>> 第3章 取組みへの評価

社会貢献活動に関する当社イメージと具体的なご意見

●地域社会のお役に立ちたいとの思いから、地域貢献や活性化のた
めの取組みを続けています。こうした活動については、ご参加いた
だいた方などにアンケートを実施し、ご意見を伺っています。

従業員の社会貢献意識を高める取組みへの評価

●社内向けポータルサイトや社内報（5章参照）を活用し、ボランティ
ア活動や当社の社会貢献活動に関する情報を、適宜、従業員に向
けて発信してきました。
　全従業員を対象に年１回実施しているCSRアンケートの結果、従
業員の社会貢献意識について、7割を超えており、比較的高い水
準を示していることが確認できました。

評価できること

地域に根ざした企業である関西電力として、地域のニー
ズに耳を傾けながら、地域の一員としての「参加」を
大事にしている点は大変評価できますし、こういった地
道な活動を続けていることが、地域住民を励ましている
ことと思います。この点を大いに伸ばし、地域の個性を
大事に育んでいってください。

要望したいこと

このたび、3月に発災した東日本大震災という未曽有の
被害を受け、私たち市民は「地域とは何か」「共に生
きるためにはどうしたらよいか」を改めて突きつけられ
る側面がありました。
関西電力も、日本のエネルギー産業を牽引する立場

として、さまざまな側面からの社会づくりを考えていく必
要があるでしょう。そのために重要なのは、地域や社会
との丁寧な対話ではないでしょうか。
そのためにも、これまで続けてこられた地域活動を通

じて、さらに地域や社会の声を聞いていくこと、そして
交流を深めること――。これらの視点を、次の地域共
生ビジョンのなかに組み込んでいただき、地域活動や文
化活動などを通じた支援の幅をより広げられることを望
みます。

社会福祉法人
大阪ボランティア協会 事務局長 

水谷  綾 氏

専門家の方のご意見

「オペラへの誘い」の鑑賞者
■生のオペラを鑑賞することができて感動した。
■またオペラを観たいと思う。

「かんでんコラボ・アート21」巡回展示会の鑑賞者
■発想、想像力がすごい。
■迫力を感じる。
■元気をもらった。

地域の方
■関電は地域の行事やボランティア活動に積極的に参加して
いて感心します。

お客さまからいただいた具体的なご意見

〈2010年度結果〉
従業員のボランティアへの意欲、関心
「今後興味のあるボランティア活動があれば参加したい」

70.3%

国立国際美術館が中之島に移転して足かけ8年になります。
多くの人々が訪れ、ずいぶん親しまれてきたとも言えます
が、美術館活動は人々の美術への関心興味に応え、それを
深めていくことを大切な役割にしています。その役割は、
つねに新たな工夫を重ねて刺激のある内容をつくる努力と
ともにあります。そのためには、美術館が建つ場所を魅力
的で確かな足場とすることも重要になります。確かな足場
づくり、それは、美術館がある地域自体の性格やイメージ
とも深く関わります。江戸時代以来の文化的な彩りが濃い
中之島は、現代の文化の拠点になる条件をたっぷり備えた
地域です。美術館は、地域ぐるみの連携を図りながら中之
島全体の活性化に寄与しなければ、美術館自身の充実もな
いと考えています。そして連携の要になるのが、関西電力
を事務局とする「中之島まちみらい協議会」です。中之島
文化圏の実り多い実現に向けて協議会の働きがこれからも
一層活発になることを大いに期待するものです。

中之島まちみらい協議会の
働きが一層活発になることを
大いに期待します

国立国際美術館
館長

山梨 俊夫 氏

「KANSAI企業立地ガイド」
http://www1.kepco.co.jp/i-park/

パナソニック プラズマディスプレイ㈱の尼崎工場（尼崎市）

日本風景街道「中之島・大川・
御堂筋回廊シンポジウム」のパ
ネルディスカッションのよう
す（2010年12月開催）

水都大阪のシンボルアイランド「中之島」

「中之島スタイル．com」
http://www.nakanoshima-style.com/index.htm

Action>> 2011年度以降の方針

電気事業を中心とする当社グループは、地
域に根ざした事業者として、真心のこもっ
たサービスの提供に努め、地域とともに発
展することをめざして事業運営に取り組ん
でおります。地域のイベントや活動にも、
自らの特徴を活かしつつ地域の一員として
参加することを心がけています。
そのなかで当社がおこなっているクラシッ

ク音楽のコンサートや美術展、学生スポー
ツへの支援は、開始から20年以上続いて

おります。また、障がいのある方々から美
術作品をご応募いただきそれを展示する
「かんでんコラボ・アート21」は昨年で10

周年を迎えました。社会貢献に関して、私
たちは一つの取組みをじっくりと息長く継続
することを大切にしたいと考えています。
これからも、地域の方々の声に耳を傾け
ながら、微力ではございますが、積極的に
取り組んでまいります。関西電力株式会社

地域共生・広報室長
櫟   真夏

59 60



4 人権の尊重と
良好な職場環境
の構築

CSR Highlight

従業員一人ひとりの違いを
強みとしてとらえる組織へ
ダイバーシティ推進グループを新設
当社は、これまでも「人づくり」を重点項目の一つに掲げ、種々
の取組みを進めてきました。その一環として、2010年からダイバー
シティ推進グループの立ち上げに着手し、2011年6月に新設しま
した。グループをつくるにあたって、私が特に注力したのは、こ
うした取組みによく見られるような、女性だけを対象にするので
はなく、全従業員に向けた活動に広げることでした。当社従業員
一人ひとりの違いを強みとして意識し、なおかつ、活かす組織風
土を醸成したいと考えています。違いを活かすことは、多くの視
点を得ることになり、その結果、新たなアイデアが生まれ、リス
クを予測できるようになります。また、違いへの感受性が高まり、
お客さまの多様なご意見やご要望への対応力が増すなど、変化に
強い企業体質をつくることにつながります。なにより、違いを強
みとして肯定された従業員は、前向きになり、互いの違いを刺激
に成長し、能力や行動力を向上させていくことでしょう。

違いに気づき、違いを活かす
具体的な活動としては、「違いがあるということに気づく」「違い
が何であるかを知る」「その違いを活かす方法を考える」といった
3つの行動ステップが自然に実践されるような取組みを考えてい
ます。2011年秋からは、各事業所の管理職に対して、意識啓発や
研修をおこないます。また、全従業員を対象にした意識調査など
のデータをもとに、部門や事業所に合わせた個別の活動を進めま
す。その一方で、従業員の子育てや親の介護などライフステージ
の変化に伴って生じる家庭や地域での役割について
理解し、そのような負担の多い時期でもそれ
までと変わりなく働けるような職場風土
をつくっていきたいと考えています。

●関西電力のダイバーシティ推進のねらい

●ライフステージの変化をサポートする制度
仕事と家庭の両立を支援するため、休職や勤務制度
についての多様な選択肢を、身近な制度として定着
させています。

●人権を尊重した企業体質づくりと、あらゆる差別のない社会の実
現をめざします。

●多様性のある雇用の促進や働きやすい職場づくりにかかる取組み
を推進します。

●従業員の安全と健康の確保を目的として、安全衛生活動を積極
的に進めます。

2010年度 基本方針Plan>>

人
権
の
尊
重
と
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Do>>

パワー・ハラスメント　用語集参照

基本方針
関西電力グループは、企業が果たすべき社会的な責任を認識
し、同和問題をはじめとするあらゆる差別を解消するために、
従業員一人ひとりが人権に関する正しい理解と認識を深める
ための取組みを進めています。
また、人権の尊重と良好な職場環境の構築に努めるととも
に、「あらゆる差別を許さない」体質づくりと「差別のない
社会」の実現に向けて積極的に活動しています。
さらに、人権尊重に関する国際的な合意事項や基準を理解

し、児童労働や強制労働を排除します。また、職場における
セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントについ

ても、ハラスメント相談窓口を設置するとともに、コンプラ
イアンス相談窓口と連携しながら、さまざまな人権侵害を徹
底して防止します。

グループ一体となった取組み
人権の尊重について、グループ会社と連携した積極的な活動
を進めていくために、啓発研修への支援や人権尊重に関する
さまざまな情報共有をおこない、取組みのさらなる深化をめ
ざしています。

2010年度の取組み
人権尊重に関する啓発活動として、全従業員を対象に同和・
人権研修を継続的に実施しており、2010年度は全社で延べ
25,300人が受講しました。
また、憲法週間や人権週間に呼応して、人権尊重に関する
意識高揚や啓発事業を実施しました。
なかでも、全社的な取組みとして、「人権標語」の募集や

社内ポータルサイトを活用した情報提供を展開しました。「人
権標語」には、全社から昨年度より約1,200題多い13,331

題の応募があり、2010年度は『見つめよう 相手の心 みつめ

なおそう 自分の言動』が優秀作品に選ばれ、社内報賞され
るとともに、ポスターとして全事業所に掲示されています。

自治体などと一体となった取組み
当社社長をはじめ経営トップが、さまざまな人権尊重につい
て最新の情報を認識し、企業として人権尊重の取組みを推進
しています。また、国や自治体の活動をはじめ、大阪市企業
人権推進協議会など、人権尊重の諸活動を展開する企業の連
絡会組織の活動に対しても積極的に参画しています。
また、関西電力グループとして「グループ会社人権情報交
換会」を年2回開催し、人権尊重のための幅広い情報や意見
の交換を継続的におこなっています。
このような実績を踏まえ、次年度も関西電力グループとし
て、人権尊重の取組みを積極的に推進していきます。

人権の尊重

同和人権教育推進委員会

「人権標語」社内報賞受賞者たち（右3名）
■推進体制

■主な制度

関西電力同和教育推進委員会

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

幹　事

委員長代理

委員長

各支店等
推進委員会
など 

グループ会社
推進委員会 

各組織委員

人材活性化室
ダイバーシティ推進グループ
ダイバーシティ推進部長
森田 文子

期でもそれ
場風土
。

ープ
部長

産前産後休暇

配偶者出産休暇

子の看護休暇

育児休職

介護休職

短時間勤務（育児）

短時間勤務（介護）

f－スタッフ制度

産前6週間・産後8週間

配偶者の出産時に5日間の休暇

対象となる子どもが満3歳となる年度末まで

原則3年または通算93日まで

対象となる子どもが小学校就学の始期まで

本人が申請した期間（要介護状態にある間）

年次有給休暇のなかから積み立てた休
暇を「配偶者や親族の看護や介護」や「不
妊治療のための通院」のために取得可

ファミリーサポート
休暇

小学校就学の始期までの子どもの
看護や健康診断

出産･育児･介護を理由に退職した
方の再雇用制度

 ■ 多様な人がいること、多様な意見があること、
それらを理解し、受け止め、活かせる力を従業
員一人ひとりが身に付けることで
● よりよいやり方や考え方・アイデアが生まれる
● いままで気づかなかったリスクなどを予測し対応できる
● お客さま視点・生活者目線で物を考える力が養われる
● 変化に対応できる強い組織になれる

 ■ 自分の強みが受容・承認されることで
● 仕事へのやる気・やりがいがアップする
● 他者との違いを刺激に自己が成長する
● 自己肯定により自信・能力が向上する

ダイバーシティ推進の
シンボルマーク

さまざまな色の輪は一人ひと
りの違いや個性。それらが重な
り合うことで強い力になる。さ
らに、はみ出た部分の「個々の
違い」を上手く活かせれば、輪
はさらに大きくなる。
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4 人権の尊重と良好な職場環境の構築

Do>>

用語集参照　UNwomen／国連グローバルコンパクト／女性のエンパワーメントのための指針／ユニオンショップ協定

安全衛生に関する取組み 多様性のある雇用の推進と働きやすい職場づくり
安全衛生活動の方針と計画の策定
従業員が安全で健康に働くことができる職場環境を築くた
め、｢活き活きとした職場づくり｣ に向けた取組みを推進し
ています。具体的には、安全衛生活動方針において全社の
重点方策を定め、各所は、方針に基づいて年度ごとの取組
みを安全衛生活動計画として具体化し、自律的な活動を展
開しています。

安全衛生委員会の開催
労使一体となって安全衛生活動を推進するため、各所におい
て、毎月「安全衛生委員会」を開催し、年度の活動計画の策
定や、従業員の危険防止、健康の保持・増進のため、議論を
重ねています。

具体的な安全活動
災害の未然防止策・教育
すべての災害「ゼロ」をめざし、従業員の安全意識の高揚に
向けた取組みや、設備・作業に潜むリス
クを評価し低減させるリスクアセスメン
トなどに取り組んでいます。また、安全
管理者をはじめ、従業員各層への教育に
より安全管理体制の強化を図っています。

災害の再発防止対策の策定
災害が発生した場合は、その内容を調査・分析して、再発防
止対策を策定し、全社に水平展開しています。これらの取組
みの結果として、当
社の災害度数率は全
国レベルに比べて低
い水準にあります。

グループ一体となった安全活動の展開
グループワイドでの安全最優先の組織風土を醸成するため、
協力会社や委託人、お客さまなど、当社が関わるすべてのみ
なさまを対象とする、ゆるぎない安全文化を構築し、安全に
関する情報や技術・ノウハウの共有と、相互理解を深めるた
めの双方向コミュニケーション活動など、グループ一体と
なった取組みを展開しています。　

具体的な衛生活動
「こころ」と「からだ」の自主健康づくりのサポート
2010年にリニューアルした健康管理サイト「健康情報ステー
ション」により、健康保持・増進に役立つ情報を発信し、従
業員の自主的な心身の健康づくりをサポートしています。

メンタルヘルス対策の推進・強化
2010年6月からイントラネットを活用したストレス診断ツー
ルを開始し、セルフケア対策を強化しました。また、メンタ
ルヘルス不調の従業員が円滑に職場復帰を果たせるよう「復
職支援制度」を導入しました。

生活習慣改善に向けた体制の充実
運動習慣、食生活の改善に向けた健康指導や、禁煙に向けた
支援など、生活習慣病の予防を目的に、「からだ」の健康づ
くりをサポートしています。

健康サポート体制の充実
産業医、看護師、カウンセラーな
どの衛生スタッフに加え、管理監
督者、職場の同僚など、複数の
サポート体制を整えています。

新型インフルエンザへの対応
ポータルサイトを通じて、感染予防対策や流行状況などの情
報を発信するなど、従業員の予防意識の醸成を継続的に実施
するとともに、2009年に流行した「インフルエンザ（H1N1）

2009」の経験を踏まえ、社内の規程などを改訂しました。

各職場のリスク改善事例を紹介

※度数率：国際的に広く用い
られている災害発生頻度を
表す指標。具体的には、延
べ100万労働時間あたりの
有休災害件数を表す。

従業員
セルフケア

精神科医
カウンセラー

職場の同僚

看護師産業医

社外
カウンセラー
（関電健保）

管理職

スタッフケア

スタッフケア

事業資源外
によるケア

スタッフケア

ラインケア

グループケア

多様性のある雇用の推進
女性社員のさらなる活躍に向けた取組み
1986年の男女雇用機会均等法の施行以降、法の要請や趣旨
を踏まえ、女性を積極的に採用するとともに、男女わけへだ
てのない業務への従事を可能にしています。例えば、技術系
職場にも積極的に女性を配置するなど、その職域拡大を進め
ています。また、役附登用についても男女の区別なく、個人
の能力や適性に応じて、公平・公正におこない、女性の役附
社員数は増加傾向にあります。
なお、当社はUNwomenと国連グロー

バルコンパクトが作成した、女性の社
会参画のためのガイドライン「女性の
エンパワーメントのための指針」に賛
同・署名しています。

高齢者雇用の推進
当社は、高年齢者等雇用安定法改正によって、60歳以降の雇
用環境整備が義務化される10年前の1996年に、定年退職者
の再雇用制度を設けています。その後も2001年に「e－スタッ

フ制度」を設け、従事業務の拡大を図るなどの改正をおこなっ
てきました。さらに、2006年には雇用上限を段階的に65歳
まで延長するとともに、より幅広い業務に従事できるよう制
度を見直しました。現在では、定年退職者の約半数近くが60

歳以降も働くことを選択し、慣れ親しんだ職場で高度な知識
やスキルを活かして活躍しています。

障がい者雇用の促進
特例子会社「かんでんエルハート」（1993年設立）をはじめ
として、障がい者雇用を積極的に進めています。その結果、
障がい者雇用率は2011年6月時点で2.06%となり、法定雇
用率（1.8%）を継続的に達成しています。
また、かんでんエルハートでは、貸農園事業の強化など、

障がいのある方が活躍できる多様な仕事を開拓するとともに、
精神障がい者の方へのサポートの充実にも取り組んでいます。
今後も、障がいの
ある方の自立と社会
参加を目的として、
雇用の促進に努めて
いきます。

働きやすい職場づくり
多様な勤務制度
ゆとりある生活をサポートするため、従来の休暇制度を弾力的
に運用した「フレッシュアップ休暇」や「ゆとり休暇」などの
長期休暇制度、効率的な働き方をめざした「選択勤務時間制」「フ
レックスタイム勤務制」などの勤務制度を導入しています。

労働時間の適切な管理
労働時間の適正な把握に努め、長時間労働者に対する産業医
の面接指導を確実に実施するなど、法令に基づく取組みを実
行しています。例えば、時間外労働をおこなう場合、従業員
が管理職の事前指示を受け、結果を自己申告することとして
います。また、その結果について管理職がチェックする仕組
みを整備するとともに、全従業員に対して労働時間の適切な
管理への意識付けを図っています。

安定した労使関係の維持
当社は、「関西電力労働組合」との間にユニオンショップ協
定を締結し、「会社の生産性向上とこれに伴う労働条件の向
上」を労使共通の目的とし、50年以上の歴史の積み重ねの
なかで、強い信頼関係に基づいた良好な労使関係を築いてき
ました。この関係を継続するため、会社としての経営計画な
どについて「経営懇談会」を開催するなど、労使間の意思疎
通と相互理解を図っています。

従業員の成長を支援する取組み
従業員はすべての事業活動の原動力であり、その成長こそが
当社グループの成長につながるという認識に立ち、従業員一
人ひとりの成長を持続的にサポートする取組みを積極的に展
開しています。
例えば、教育・研修施策においては、専門分野や能力段階

に応じた研修を充実させるなど、一人ひとりの成長に向けて、
教え、教えられる機会をより一層つくり出すことに注力して
います。
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㈱かんでんエルハートで働く私たち精神障がい者4名は、
2009年9月から高槻市内にあります高槻フラワーセンター
で、カウンセラー（臨床心理士）などの就労支援を受けな
がら農園事業を運営できる能力を身に付けるために就労訓
練に励んできました。
手掘りでの畑造成、炎天下での農作業などとてもきつかっ
た記憶もありますが、約500㎡でのナス栽培の成功などか
ら自信と希望をもつことができました。最近ではお客さま
からお声をかけていただいて、栽培方法について会話する
など信頼関係ができてきたことを嬉しく思っています。
今後も「地域でイチ押し」の農園をめざし、ベストを尽
くしていきたいと考え
ています。

VOICE
栽培体験などで自信と希望を
もつことができました

貸農園事業における
畑造成作業のようす

技術系の職場で活躍する
女性社員

産業界を引っ張っていく取組みに期待します

大きな組織で安全を確保するには、
経営の取組みと現場の活動が共鳴す
ることが大事です。関西電力の経営
層をはじめとした、みなさまの安全
に対する姿勢に力強いものを感じま
す。特にコミュニケーションを重視
し、協力会社も含めたグループ大の
安全活動への展開は、他社からも参
考にされるでしょう。ライフライン
を抱える電力会社として、産業界を
引っ張っていく取組みに期待します。

㈶労働科学研究所
所長
酒井  一博 氏

2010年　関西電力安全衛生活動方針　重点方策

安　全
❶ 行動につながる当事者意識と危険感受性の向上
❷ リスク低減活動の推進
❸ 安全管理基盤の充実
❹ 安全・安心な車両運転の定着
❺ 協力会社などとのコミュニケーション活動のさらなる充実

 衛　生
❶ 従業員の疾病予防と健康保持・増進
❷ 快適な職場環境の保持・推進
❸ サポート体制の充実

2005年度
2010年度

60名
112名

75名
88名

女性社員採用数 女性役附社員数
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5 透明性の高い
開かれた事業
活動

地域共生・広報室　
広報企画グループ
川西  暁

CSR Highlight

お客さまのご要望に対応し、
インターネットによる情報発信を充実
インターネットの普及に伴い、企業の情報発信におけるWebサイ

トの役割は大きくなっています。当社は、迅速かつ正確な情報発
信を心がけるとともに、お客さまサービスの向上をめざし、お客
さまにとってお役に立つWebサイトとなるようコンテンツの改
善・開発に日々取り組んでいます。

新エネルギーの普及に向けて
堺太陽光発電所のリアルタイム情報を公開
私は、Webサイトによる情報発信に携わっています。その一つが、堺
太陽光発電所のリアルタイム情報の公開です。同発電所は2010年
10月に一部の運転を開始しましたが、当社ホームページ上でその出
力を約20秒間隔で更新するほか、当日や昨日の発電実績、日射量、
気温をライブ映像とともに公開しています。これは、太陽光発電に注
目が集まるなかで、お客さまが必要とされる情報をよりわかりやすく、
積極的にお伝えしたいという思いから開設したものです。

Webサイトは当社とお客さまをつなぐ重要なコミュニケーショ
ンツールです。私が所属する広報企画グループでは、東日本大震
災の発生で関心が高まっている原子力発電の安全対策や、「でんき
予報」による電力使用状況といった情報を、Webサイトにおいて

積極的に発信しています。これからも、お客さまのご要望にでき
る限りお応えすることができるよう、インターネットを最大限に
活用し、サービスの充実や改良を図っていきたいと考えています。

●インターネットを活用した情報発信やサービス
 ■ でんき予報
日々の電力の使用状況をわかりやすくお伝えするため、
2011年6月から9月まで、当社管内の予想最大電力や
ピーク時の供給力などを「見える化」する「でんき予報」
をWebサイトやツイッターでお知らせしました。また、8

～9月は、翌週の電
力需給の目安をお知
らせするため、「週
間でんき予報」も掲
載しました。

■ 電気ご使用量のお知らせ照会サービス
近年は、電気使用量の「見える化」への関心が高まっ
ています。毎月の電気ご使用量に加えて、過去24ヵ月
の電気のご使用実績（料金・使用量）およびそのご使
用量に対するCO₂排
出量をご覧いただく
ことができるように

なっています。

■ 雷位置情報・雷雲観測情報サービス
当社が安定して電気をお届
けするために独自で保有して
いたシステムを活用し、関西
地方での落雷位置や雷雲観
測に関する情報を公開してい
ます。また、雷が電気に与え
る影響などの情報についても
ご確認いただけます。

広報室　
グループ

「雷位置情報・雷雲観測情報」
http://www1.kepco.co.jp/kaminari-info/
index.html

「電気ご使用量のお知らせ照会サービス」
http://www.kepco.co.jp/service/miruden/index.html

●原子力や低炭素社会への対応など当社事業への理解促進、そし
て、みなさまに選んでいただける企業グループをめざし、「フェイ
ストゥフェイス」によるコミュニケーション活動を継続します。

●メディア環境の多様化を踏まえ、インターネットを活用し、幅広く、
迅速に情報を発信します。

●日々の業務を通じて、お客さまからいただいた貴重なご意見を、
事業活動に反映します。 

2010年度 基本方針Plan>>
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4 人権の尊重と良好な職場環境の構築

Check>> 第4章 取組みへの評価

㈶人権教育啓発推進センター
理事長

法務省特別顧問
横田 洋三 氏

専門家の方のご意見

Action>> 2011年度以降の方針

当社グループは、これまでも人権の尊重と
良好な職場環境の構築に取り組んでまいり
ました。2010年度においても、前年の取
組みに対する「専門家の方のご意見」を
受け、人権啓発活動を継続的に推進し、
従業員が互いの人権を尊重しながら各人の
強みを発揮できる、そんな職場環境づくり
を進めました。また、高齢者雇用の促進や
女性従業員の活躍を支援するしくみづくり、
さらに、人材の育成、やる気・やりがいの
向上につながる施策に、これまで以上に積
極的に取り組みました。

2011年度は、6月に新設したダイバーシ
ティ推進グループを中心として「多様な従

業員一人ひとりの強みや個性を最大限に活
かす取組み」を推進していきます。また、
従業員一人ひとりが夢と誇りを持って、活
き活きと仕事に取り組むことができる職場
づくりに努めます。
最後に、横田さまのご意見にもあります

ように、当社グループに関わるステークホ
ルダーの方々にも当社グループの人権啓発
の取組みをご理解していただくことも重要
であるとの認識のもと、新たな課題を着実
に解決しながら、引き続き、人権啓発のた
めの取組みを関西電力グループを挙げて推
し進めたいと思います。

関西電力株式会社
人材活性化室長
笹川  敬祐

Do>>

「関西電力ホームページ」
http://www.kepco.co.jp/index.html

「関西電力ホームページ携帯サイト」
http://kanden.jp

低炭素社会　用語集参照

「堺太陽光発電所リアルタイム情報」
http://www1.kepco.co.jp/
energy/newenergy/monitor.html

取組みが向上した点
●人権啓発に関しては、これまでの取組みを継続し、2010年度も全
従業員が年1回以上、人権研修を受講することをめざしました。そ
の結果、当年度も全従業員数を大きく上回る延べ25,000人以上
の従業員が受講しました。
　　また、全従業員アンケートを実施した結果、このような人権啓発
に関する取組みは「企業の社会的責任として当然である」という
理解が従業員に着実に浸透し、全社的に広がっていることが明確
になりました。

●ダイバーシティの推進に関しては、「多様な従業員一人ひとりの強
みや個性を最大限に活かす取組み」を全社を挙げて進めていくに
あたり、その専任組織の立ち上げに着手するなど、より一層、従
業員一人ひとりの違いを強みとしてとらえることができる職場環境
の構築に努めることができました。

今後の課題
●2011年6月に先述の専任組織を新設したことから、今後は、各事
業所の管理職を対象とした講演や研修を実施したり、意識調査な
どのデータを踏まえて部門や事業所に合わせた個別の活動をおこな
うなど、「違いに気づき、違いを活かす」職場環境づくりの推進を図っ
ていきます。

評価できること

関西電力では、グループが一丸となって人権啓発活動
に積極的に取り組んでいることが素晴らしい。また、社
長以下のトップをはじめ全従業員に対して人権啓発活動
を実施しており、こうした点も高く評価できる。実際、
アンケート調査において、社員の大多数が人権に関して
深い理解をもっていることが示されている。人権啓発活
動に際しても「ダイバーシティの推進」、「安全衛生に
関する取組み」など、具体性のある独創的な手法を開
発し、進化していることが読み取れる。

要望したいこと

関西電力グループ内での人権啓発活動はかなり充実し
たものとなっているが、企業の社会的責任という点では、
さらにサプライ・チェーンや消費者、地域住民など企業
の周辺のステークホルダーへの働きかけもおこなってい
く必要がある。実際にはこのような活動もある程度実施
されているのだろうが、今後はそれを意識的に展開して
いくことと、そのことをCSRレポートに反映させることが
望ましい。また、東日本大震災および原子力発電所事
故のような大規模な災害に対して、関西電力グループ
がどう取り組むかを人権の観点から検討することも、課
題である。

人権啓発に関する全従業員へのアンケート結果
（2010年11月実施）
あなたは、企業が人権啓発などに
取り組むことについて、
どのようにお考えですか。

過去の全従業員アンケートでの
「企業の社会的責任として当然である」との回答比率実績
2008年11月…92.0%　2009年11月…91.7%

参考

企業の社会的責任として
当然である

企業の本来活動とは関係ないので、
とくに取り組む必要はないと思う

よくわからない

8.8%

88.7%

2.4%

用語集参照　ステークホルダー65 66



PR施設を通した地域社会との交流
地域のみなさまに事業活動や電気事業の取組みについてご理
解をいただくとともに、地域社会とのコミュニケーションを
深めるため、発電所などにPR施設を設けています。

2010年10月には、最新鋭のコンバインドサイクル発電方
式に生まれ変わった火力発電所・堺港発電所のPR施設をリ
ニューアルしました。

「エルクールさかいこう」と愛称をつけた同施設では、低
炭素社会の実現に向けた当社の取組みを、映像と展示でわか
りやすく紹介しています。

次世代層への「出前教室」
未来を担う子どもたちにエネルギーを身近に感じてもらい、
その大切さを伝えることが、とても重要だと考えています。
そこで、当社従業員が地元の小・中学校などにお伺いし、エ
ネルギーに関する授業「出前教室」をおこなっています。
この「出前教室」では、発電や送電のしくみのほか、電気
の使われ方や省エネの大切さ、地球温暖化問題などについて
ご説明しています。また、手回し発電機を回して電灯を点灯
させたり、地球温暖化実験装置を使って二酸化炭素が地球温
暖化に影響していることを解説するなど、エネルギーについ
て楽しく、わかりやすく学んでもらえるよう工夫を凝らして
います。

東日本大震災に関する当社の情報公開について

当社は、東日本大震災の発生以降、当社の原子力安全対策や
震災地域への応援状況などを、記者発表、ホームページ、新
聞広告などを通じてお
伝えしてきました。原子
力発電の信頼回復に向
け、引き続きさまざまな
方法で、わかりやすく積
極的にお伝えしていく
予定です。

透
明
性
の
高
い
開
か
れ
た
事
業
活
動

5 透明性の高い開かれた事業活動

Do>>

報道機関への対応
テレビや新聞が報じる情報は、お客さまの当社事業活動に対
する理解に大きな影響を与えます。そこで、定例社長会見を
はじめ、報道機関への情報提供を積極的に実施するとともに、
報道機関からの取材にも迅速に対応し、正確な情報開示や伝
達をおこなっています。

社内コミュニケーション
経営重要情報を共有化し、理解促進を図るとともに、職場一
体感や従業員のやる気・やりがいを高めるため、従業員・職
場間のコミュニケーションの活性化に努めています。
従業員一人ひとりに確実に伝達するため、情報の発信には、

その特性を活かした各種社内媒体を用いています。例えば、
グループ内で閲覧できるポータルサイトは、動画なども活用
しながら、即時性の高い情報発信をおこなっています。一方、
毎月発行する社内報「関西電力新聞」では、経営情報などを
詳細に解説し、特に重要な情報については、特集を組んだり、
臨時号を発行したりするなど、わかりやすく解説しています。
さらに、経営計画など経営層の思いをダイレクトに伝える際
には、社内テレビを活用して
います。

また、こうした情報に対し
て従業員から寄せられた声を、
経営層に直接伝えることによ
り、双方向のコミュニケー
ションを実践しています。

一方、原子力部門の従業員と協力会社で働く方々を対象とし
たコミュニケーション誌『わかさ』を定期的に発行していま
す。原子力に関するトピックスなど
を共有し、社内にも安全最優先の意
識を浸透させるとともに、協力会社
で働く方々も含めた一体感の醸成や
活力ある原子力職場づくりをめざし
ています。

株主・投資家の方々への情報発信
投資家のみなさまに公平で迅速な情報発信に努めています。
国内や海外の機関投資家、個人投資家、公共団体など、多岐
にわたる投資家のみなさまに対し、さまざまな方法で情報を
提供しています。

会社説明会・投資家訪問
社長による「会社説明会」や、社長を含めた役員による国内
外の「投資家訪問」を定期的に実施し、経営者自らが積極的
に投資家のみなさまと対話を図るとともに、資本市場の声を
経営にフィードバックするなど、双方向のコミュニケーショ
ンに努めております。

IRツールでの情報開示
株主・投資家のみなさまに対して、当社事業の概要や、経営
目標、財務データなどを提供しています。

コミュニケーション誌による情報発信
関西電力グループの事業活動をお客さまにより広く、また、
より深くご理解いただくため、刊行
物などによる情報発信を展開してい
ます。

社会のみなさまの声を事業活動に反映
事業活動についてご理解を深めていただくとともに、ご意見
やご要望を頂戴して事業活動に反映するため、お客さま宅の
訪問や、地域の有識者やオピニオンリーダーの方々を対象と
した懇談会を開催しています。
このような地域社会のみなさまとの交流の場や、日々の業

務のなかで、事業活動に関するさまざまなご意見やご要望を
頂戴します。その一つひとつを大切にし、それぞれの事業活
動に反映するために、多種多様な広聴活動を展開しています。
なかでも1994年に開始した「ダンボの声」では、従業員が
地域社会のみなさまから頂戴したご意見を全社で共有し、業
務改善などに役立てています。

IR　用語集参照用語集参照　ステークホルダー／コンバインドサイクル発電方式／低炭素社会／オピニオンリーダー

ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーション

懇談会を開催

記者会見

グループポータルサイトで情報をタイムリーに発信

『関西電力新聞』（毎月1回発行）
で適時的確な情報発信を実現

『アニュアルレポート』
（株主・投資家のみなさまや取引
先に向けて経営内容の総合的な情
報を掲載 ： 年1回発行）

「企業情報 /IR」
（当社HPサイト： 随時更新）『かんでんだより』

（株主さま向けの事業報告書 ： 
年2回発行）

『ファクトブック』
（経営目標や販売電力量、設備投
資額、財務諸表の経年データなど
を掲載 ： 年1回発行）

「株主・投資家のみなさま（IR情報）」
http://www.kepco.co.jp/ir/index.html

原子力職場の一体感を醸成する
『わかさ』（季刊）

『わっと』（年4回発行）

記者発表

ホームページ 新聞広告 新聞折込
（越前若狭のふれあい）

堺港発電所PR施設
「エルクールさかいこう」

※ご見学にはご予約が
　必要です。

堺港発電所
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6 コンプライアンス
の徹底

総務室
法務総括グループ
小林  祥子

CSR Highlight

第一線職場やグループ会社での
対話・研修を積極的に展開
第一線職場の管理職との対話活動を強化
私が所属する法務部門は、主にコンプライアンス意識の定着に向
けた活動と日常の法務相談に対応しています。特に、2010年度は、
営業所や電力所、発電所といった第一線職場の管理職層を対象に
した対話・研修活動に力を入れ、延べ26ヵ所で実施しました。具
体的には、要職にある者としての留意点と、職場内の目配りなど
について、改めて意識してもらうとともに、ハラスメントなどの
職場環境に関するコンプライアンス問題についての啓発対話を実
施しました。また、当社の「コンプライアンス相談窓口」に寄せ
られる相談の傾向など、一般論ではなく当社グループでの実状な
どについても紹介し、意見交換をおこないました。こうしたこと
により、実施後のアンケートでは ｢今後もきめ細かい情報提供を
お願いしたい｣ といった声が多く見られました。
　
グループ会社への出前研修も大々的に展開
法務部門では、2007年度からグループ会社への ｢出前コンプライ
アンス研修｣ を実施しています。近年では出前依頼の件数が増え、
また、事業に合わせてテーマを設定するなど、グループ会社主導
での開催も増えてきました。こうした好循環をさらに広げるため、
2010年度は出前の声かけなども積極的におこない、1社について
階層別に時間を設けるなど、計20社で延べ30回の研修を実施し
ました。受講者の方々からは継続を望むだけでなく、「次は法務相
談を」といった具体的な要望もいただいています。私はこうした
業務に携わるなかで、資料一つ作成するにも、Q＆A方式やストー
リー仕立てで展開するなど、受講者のみなさんに興味
を持っていただき、なおかつ理解を深めてい
ただけるよう、自分なりの工夫を心がけ
ています。

●事業所訪問による対話・研修活動で
　コンプライアンス意識のさらなる浸透を
当社は、2004年度からコンプライアンス意識のさらな
る浸透に向け、職場の自律的かつ実効的な活動を支援
するために、法務部門が第一線職場を中心とした事業
所を訪問する対話・研修活動を実施しています。左記
の管理職向けの活動以外に、実務者層向けの研修も継
続しており、2010年度は原子力、火力などの計8部門
で延べ32回実施しました。

●実務に即した研修でコンプライアンス活動
　を身近なものに
実務者向けの研修では、事前に法務関係について質問
したいことや相談したいことなどを募り、各事業所の実
務に密着したテーマを設けることで、受講者にとって参
加しやすい環境づくりを心がけています。受講後のアン
ケートでは、｢業務に直接役に立つ内容がよかった｣「法
務部員の顔が見られて相談がしやすくなった」といった
意見が見られ、継続実施を求める声も多数を占めまし
た。2011年度も、実務密着型の第一線職場対話・研
修を継続実施し、コンプライアンス意識の向上に努めて
いきたいと考えています。

●ツール類の充実を通じ、職場の自律的な活動のさらなる活発化を
図るとともに、コンプライアンス意識啓発のための対話・研修な
どをバランスよく展開します。相談窓口の信頼性周知にも継続し
て取り組みます。

●情報セキュリティに関する当事者意識を浸透させるため、社内外
の事故事例や社会への影響の周知など、全従業員への意識啓発
を徹底します。また、新たな脅威に対する技術的対策を引き続き
実施します。

2010年度 基本方針Plan>>
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Do>>

5 透明性の高い開かれた事業活動

Check>> 第5章 取組みへの評価

取組みが向上した点

●当社の事業活動について、社会情勢やメディア環境の変化に応じ、
さまざまな媒体を通じて情報を発信しました。

●当社の事業活動に関するさまざまなご意見やご要望を社内へ伝達
し、業務改善につなげていくよう努力しました。

今後の課題

●電力の安全・安定供給に向け、正確な情報を迅速に発信します。

●著しく変化するメディア環境に合わせ、幅広く情報を発信します。

評価できること

3月11日の東日本大震災以降、電力会社に対する関心
は一気に高くなりました。原子力発電所の安全性、日々
の電力供給の動向などは、市民共通の関心事項です。
信頼を回復するには、正確な情報をタイムリーに開示す
る、相手に向き合う、そして、責任ある行動を継続する
ことが必要です。「でんき予報」や「電気の使用量」
といった利用者の関心に直接応える情報提供は十分な
利用価値があります。また、個別訪問や懇談会という
場を通して、地域社会の声に真摯に耳を傾ける活動も
不可欠です。

要望したいこと

情報開示だけでは社会の要望に応えられなくなっていま
す。限られたエネルギーを、どのようにして安全に効率
的に利用し、また、環境への影響を最小限にできるかと
いった知恵を、電力会社と利用者、地域住民が一緒に
なって継続的に考えることが必要です。今後は、「利用
者」、「住民」といった集合名詞でグループ分けをする
のではなく、「利用者のAさん」、「住民のBさん」といっ

た一人ひとりとしっかりと向き合うことが、「透明性の高
い開かれた事業活動」の基本となります。さまざまな情
報発信の媒体と話し合いの場を通して、さらにきめの細
かい活動を展開されていくことを期待します。

コミュニケーション・コンサルタント
株式会社 ユニカルインターナショナル
チーフトレーナー 川村 秀樹 氏

専門家の方のご意見

Action>> 2011年度以降の方針

当社は、3月11日の東日本大震災発生以
降、社会のみなさまの原子力に対するご不
安にお応えし、当社の原子力発電所への
ご信頼をたまわるため、当社の安全対策を
積極的にお伝えしてまいりました。また、
逼迫する電気の需給を少しでも緩和するた
め、供給力を確保する努力を重ね、さまざ
まな媒体で対策をご説明するとともに、お
客さまへ節電をお願いしてまいりました。
今後も引き続き、電気の安全・安定供給
に向け、オープンで迅速な情報発信に努め
てまいります。

一方、インターネットの普及などにより、

メディアの環境は著しく変化しつつありま
す。こうした変化に合わせた新たな情報発
信、広聴活動についても積極的に展開して
いきたいと考えています。
電気事業に対して厳しいまなざしが向け

られるなか、「フェイストゥフェイス」による

コミュニケーション活動は、より一層重要
性を増しています。社会のみなさまのご不
安やご心配を軽減し、ひいては当社事業へ
の信頼を回復するために、みなさまからの
ご意見・ご要望にしっかり耳を傾け、正確
な情報の迅速な発信により、開かれた事業
活動を継続してまいります。

関西電力株式会社
地域共生・広報室長
櫟   真夏

コンプライアンス　用語集参照

■福島第一原子力発電所の事故を踏まえて今後の対策をわ
かりやすく説明していくことが大切である。

■一般消費者が安心できるよう、インターネットなどを活用し
て関西電力の対応を積極的に公開していくべきである。ま
た、インターネットを使えない方のためにも、新聞広告や
CMでも公開していくべきである。

■発電所とPR施設を見学したが、身近に使う電気がどうやっ
てできるかがイメージできた。また、新エネルギーへの取
組みだけでなく従来方式の改良にも積極的に取り組んでい
ることがよくわかった。

■雷や雷雲の情報がほしいと思っていたが、希望がかない感
謝している。これで停電や電圧低下による工場の被害軽減
に役立てることができそうである。

社外の方からの主なご意見

対話・研修活動のようす

プ

者のみなさんに興味
を深めてい
心がけ

グループ討議のようす
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6 コンプライアンスの徹底

Do>>

コンプライアンス推進体制
当社では、各職場のコンプライアンス活動を推進するため、
部門や支店などのトップが、コンプライアンス推進責任者と
して、コンプライアンス推進スタッフ（主に課長クラス）を
選任し、自律的な取組みを展開しています。
また、従業員などからのコンプライアンス上の疑問などに

対応するため、総務室および社外の弁護士事務所に ｢コンプ
ライアンス相談窓口｣ を設置しています。この窓口は、関西
電力グループ各社の従業員や派遣社員に加えて、取引先関係
者の方の利用も可能で、リスク情報を広く収集できる体制を
築いています。2010年度は、取引先向けの案内リーフレッ
トを刷新し、当社グループ各社の受付台に設置するなどして、
改めて周知をおこないました。
｢コンプライアンス相談窓口｣ に寄せられた通報や相談は、
｢関西電力コンプライアンス委員会｣ にすべて報告されます。
2010年度の受付件数は、グループ全体で41件あり、職場環
境や情報管理に関する問題が比較的多く見られました。

各職場での自律的な活動の定着化に向けた取組み
当社は、日常業務に潜むコンプライアンス・リスクについて
の認識を共有するため、2007年度から、各職場でコンプラ
イアンス推進スタッフが中心となり、従業員間で ｢職場ディ
スカッション活動｣ を実施しています。

2010年度も、この取組みを継続実施しており、各職場では、
コンプライアンス事例集などの啓発ツールや、職場オリジナ
ルの教材を用いるなど、それぞれ工夫した活動が展開され、
取組みの定着が見られました。

2011年度は、｢職場ディスカッション活動｣ を継続するとと
もに、各職場がコンプライアンス・リスクの認識共有の深化
に向けて、より主体的に取り組むことができるよう、法令手
続管理の重要性を訴える資料など、討議に役立つツールを作
成し、職場の自律的な活動のさらなる活性化を図っていきます。

各種ツール類の充実と法的情報の発信
当社では、具体的なケーススタディを通じて、日常業務に潜
むコンプライアンス上のリスクなどに気付く能力を養うため、
『新・コンプライアンス事例集』を作成していますが、2010

年度は、Vol.4として新たに9事例を追加しました。
また、社会的関心が高まって

いる問題について、啓発メッセー
ジを伝える ｢コンプライアンス時
事コラム｣、新法令や法的問題を
解説する｢法務情報｣をタイムリー
に全従業員へ配信し、意識啓発
や知識付与をサポートする取組み
も継続して展開しました。

2011年度も引き続き、さま
ざまな機会を捉えて、意識啓
発活動を推進していきます。

法令手続きの遺漏防止に向けた取組み
2010年度は、当社設備について必要な届出や申請が漏れる
など、法令手続きの不備が判明しました。このことを受け、
2011年度は、再発防止に着実に取り組んでいくため、法令
手続管理の重要性の再認識に役立つツールを作成するなど、
各職場の意識啓発活動の支援に対しても力を入れ、法令手続
きの遺漏防止に実直に取り組んでいきます。
また、業務に関連して法令上実施することが必要な手続きに
ついては、各部門で作成した一覧表（｢法令手続チェックリスト｣）
の内容を適時更新するなど、持続的な取組みを推進します。

情報セキュリティ対策の推進と個人情報保護の徹底各職場における啓発活動と自律的な取組みの推進

関西電力の従業員など
（グループ会社従業員など）

社外窓口
（弁護士窓口）

弁護士事務所

グループ各社
コンプライアンス担当事務局

グループ各社
コンプライアンス委員会or担当役員

社内窓口
（関西電力内窓口）

相談事務局
（総務室法務総括グループ）

各社にて
事実調査・
対応策を策定

結果報告

結果報告

相談内容連絡・指示

相談内容連絡調査・対応につき
適宜協力・支援

報告

相談 相談

報告

グループ会社に関する相談の場合

■関西電力グループ・コンプライアンス相談窓口

用語集参照　コンプライアンス 情報セキュリティマネジメント／システムログ／グループガバナンス　用語集参照

情報セキュリティマネジメントの推進
当社は、中長期的な成長を支える強固な経営基盤を構築する
ため、副社長を委員長とする「基盤整備委員会」を設置し、
そのなかで重要な経営課題の一つとして、情報セキュリティ
マネジメントを推進しています。
同委員会では、効果的で効率的な情報セキュリティ対策を
推進するため、下記の4つの観点で年度計画の策定や期中に
おける進捗状況などについて審議をおこなっています。

情報セキュリティマネジメントの審議の観点

❶ 組織的対策
❷ 教育・研修などの人的対策
❸ 文書管理や執務室の入退室管理に係る物理的対策
❹ コンピュータシステムの改善・高度化対策などの技術的対策 

実施している具体的対策

❶ 組織的対策
●経営改革・IT本部長を個人情報保護管理者に任命
●社内規程として「情報管理規程」を定め、全従業員にわかり
やすく解説した『情報セキュリティルールブック』を作成
●情報セキュリティ管理者の配置によるセルフチェックの実施
（秘密文書の施錠管理や適切廃棄処理などの日常的な情
報の取扱いに関するチェック）

❷ 人的対策
●新入社員研修、役附社員研修などの集合研修でのルール
の徹底

●全従業員が情報セキュリティに関する研修を年１回以上受講
●ケーススタディなどを用いた職場内ディスカッションの実施
●ファイル共有ソフトなどによる情報流出事故再発防止の取組み

❸ 物理的対策
● ICカード（従業員証明書など）による入退室管理の一部導
入、パーティションによる執務室のゾーニング、シュレッダー
や鍵付き什器類の追加設置などによる重要情報の徹底管理

❹ 技術的対策
● ICカード（従業員証明書など）によるパソコン利用認証
●お客さま情報システムの不正利用の有無を所属長がチェック
●社外持ち出しファイルの自動暗号化ツールの導入
●システムログの活用によるシステム管理者の不正操作の抑止
●社内パソコンへの外部記憶媒体接続を制限する仕組みの導入
●システムの脆弱性対応により社外からの不正アクセスを防止

社内ネットワークへ
のログインのための
個人認証

電気錠の解錠と入退
室履歴の管理

重要な書類や外部
記憶媒体などを厳正
に管理

ICカード（従業員証明書など）による
情報セキュリティの強化

鍵付き什器の配備

個人情報保護への取組み
2005年3月、当社における個人情報の利用目的の特定、お
客さまからの個人情報の開示請求への対応方法などを定めた
｢個人情報保護規程｣ などの社内ルールを整備しました。
同年4月1日の ｢個人情報の保護に関する法律｣ の全面施
行後には、関係各部門による「個人情報取扱いマニュアル」
を作成し、よりきめ細やかに社内ルールを整備するなど、個
人情報保護の徹底に向けた取組みをおこなっています。

一人ひとりへの意識浸透をめざして
当社は、ルール・体制の見直しと意識啓発を継続的に実施し
ています。毎年、各職場で現状をチェックし、その結果につ
いて第三者からのサイドチェックをおこなっています。これ
により、ルールの遵守状況を把握し、改善や不適切なルール
の是正を進めます。
また、毎年、基本的なルールの解説や、ルール違反の危険
性を提示し、全従業員への注意喚起を促す研修を開いていま
す。さらに、全社向けや支店向けといった、さまざまなメー
ルマガジンを発信し、日常的に、個人情報漏えいの防止策の
周知や、IT知識の浸透を図っています。今後も適切な情報管
理のため、引き続き従業員への啓発活動に取り組みます。

グループガバナンスの強化
グループ全体においても情報セキュリティの遵守や適切な個
人情報の取扱いを徹底するため、2004年12月に「関西電力
グループ情報セキュリティガイドライン」を制定しました。
また、2007年1月には、セキュリティレベルのさらなる向上

を図るため、同ガイドラインを見直し、各グループ会社が自律
的に情報セキュリティマネジメントの推進に取り組んでいます。

VOICE
メルマガのテーマや表現方法を
工夫し情報セキュリティの
啓発活動を推進

情報セキュリティの取組みを徹底するには、現場第一線ま
での継続した意識付けが必要です。支店では、対話活動や
メルマガを通して、当社のルールの背景や必要性などを説
明し、納得感を持ってルール遵守に取り組めるよう努めて
います。特に月１回のメルマガでは、セキュリティを身近
に感じてもらえるよう、題材選びや表現方法を工夫し、「職
場でセキュリティが話題にのぼる機会が増えた」という声
があがっています。引き続き、親しみやすさを意識して効
果の高い啓発活動を進めていきます。

京都支店 電力設備室
情報通信グループ
眞口 宏子

その他の取組みを掲載しています。
http://www1.kepco.co.jp/corporate/csr/act_principle_6/
security01.html

VOICE
コンプライアンス意識の
スパイラルアップをめざす

私の職場では、コンプライアンス推進リーダーによる職場
コミュニケーション活動はもとより、業務のオフピーク時
に集中的に研修を実施しています。また、自律的な活動と
して、業務を通じて経験した身近なコンプライアンスに関
係する事例で資料を作成し、職場内での情報共有やディス
カッションに活用しています。これは、現場や職場に潜在
するリスクに対する感性を高め、設備の健全性や社会から
の信頼を損なわないという強い想いで始めた取組みです。
業務に即した事例を活用することで、所員のコンプライア
ンスに対する理解も深まっています。さらに当センターの
実践目標の一つに『当たり前のことを、馬鹿に（ぼんやり）
せずに、ちゃんとやる』というスローガンを掲げています。
これらの活動によって職場風土の醸成に取り組み、コンプ
ライアンス意識のスパイラルアップをめざしています。

火力センター
大阪保修センター

前田  修

「法務情報メルマガ」
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評価できること
関西電力グループのCSR（企業の社会的責任）の取組みに
ついて最も評価できることは、CSRを事業活動（経営の意
思決定と具体的な業務遂行）に統合していることです。トッ
プコミットメントで表明された「CSRを、いかなる環境変
化があろうとも、揺らぐことのない価値観として守りぬき、
お客さまと社会のお役に立ち続けます」との強くかつ深い思
いが、「関西電力グループ長期成長戦略 2030」とその実行
計画である「関西電力グループ中長期計画」のなかに組み込
まれています。これに基づき、2010年度計画において6つ

のCSR行動原則ごとに具体的取組みに落とし込まれ実行さ
れている実態を拝見し、CSRが経営の諸活動、日常業務に
着実に浸透しつつあることを実感します。さらに、グループ
会社を含めた取組みが有機的につながり展開されるとともに、
主な取引先への働きかけもおこなわれています。まさに事業
活動に統合された、CSRの構造的取組みといえましょう。
このような仕組みが構築され活動が進められるなかで、

「CSRレポート2011」の随所に見られる従業員の方々の生の
声による活動紹介と社外の方のコメントなどによって、日常
業務に根付いた取組みが活き活きと、また、多面的に伝わっ
てきます。さまざまな業務を担当される方々のCSR活動は
本当に多種多様であり、豊饒な内容を含んでいます。これら
が、写真やグラフの見やすい大きさと配置、各種ロゴマーク
の使用などのきめ細かな工夫によって、わかりやすく説明さ
れていることも特筆されます。

要望したいこと
このように多彩であり、また、多面的な活動を俯瞰的に確認
するために、巻頭の総括表はきわめて大きな役割をもってい
ます。これはまた、持続的な活動の展開につながるPDCAマ

ネジメントシステムの重要なプロセスであるチェック（評価）
を主要な項目として含んでいます。字数が限られるなかで自
己分析において大切なことは、取組みが十分でなかった点や
さらなる課題を優先的に、かつ明確に記載することです。こ
のことから、ステークホルダーの信頼が生まれます。
改めて、CSRとは何でしょうか。私は、企業にとって、そ

して社会にとって、CSRの究極的な本質はイノベーション（革
新）だと考えています。今年3月11日の東日本大震災にお
ける地震と津波は筆舌に尽くしがたい被害を発生させました。
そして、東京電力福島第一原子力発電所の事故が起こりまし
た。いったん事故が起これば、甚大かつ長期的影響が立地地
域はもちろん、隣接他府県、さらには日本全体、そして世界
各地へも及ぶ状況を目の当たりにしています。また、当該企
業でまじめに働いてきた多くの従業員なども多大の影響を受
けています。社会にとって大きな便益をもつ原子力発電の安
全確保のために、トップコミットメントに示された断固たる
決意のもと、これまでの取組みのさらなる改善を積み重ねる
とともに、従来の概念を遥かに超えた「大きく構えて、小さ
く収める」発想に基づく革新的取組みを心から期待します。

当社グループは、創業以来60年間、電力の安全・安定供給を中心に、お客さまの生
活や産業活動の基盤を支え、社会の持続的発展に貢献することを使命として事業を営
んでまいりました。

このたびの東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、原子力発電所を有する
電気事業者として、その責任の重さを改めて肝に銘じ、電力の安全・安定供給に全力
を尽くすとともに、グループ一体となって確実な事業運営を継続し、みなさまからの
信頼の回復に努めてまいります。
こうした事業活動を支えるのは、従業員一人ひとりの「社会からの期待に応え、み
なさまのお役に立つ」という強い使命感と前向きな気持ちであり、今後も引き続き、
従業員の意識や組織風土を大切にしながらCSR推進に取り組んでまいります。

ご意見に対して

関西電力株式会社
執行役員
CSR、経営・品質管理担当室長
井上  富夫

第三者意見 立教大学大学院
ビジネスデザイン研究科  教授

立命館大学大学院
経営管理研究科  客員教授

池田  耕一 氏
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Check>> 第6章 取組みへの評価

コンプライアンス意識についての
全従業員アンケートの結果

この1年間で、あなた自身のコンプライアンス意識は
どう変化したと思いますか？

取組みが向上した点
●全従業員アンケートでは、｢この１年間でコンプライアンス意識が向
上した｣ と感じる従業員は8割を超え（回答総数17,840名のうち
15,260名）、その理由に ｢職場の自律的なコンプライアンス活動
に関わって｣ ｢コンプライアンスに関する研修を受けて｣ をあげる回
答が過半数を占めています。

●こうした結果からは、｢部門・職場ごとの自律的な活動｣ が定着し、
意識啓発の取組みが、一定の効果を生んでいると評価することが
できます。

今後の課題
● ｢担当業務で長年の問題ある取扱いを自ら是正するか｣ という質問
では、｢どちらとも言えない｣ ｢あまりあてはまらない｣ などの回答
が約2割を占め、是正に向けて自ら行動する力を啓発する余地が
残っていると考えます。

● 当社設備において、必要な届出や申請が漏れるなど、法令手続き
の不備が判明したことを受け、一層着実に再発防止策に取り組ん
でいくことが必要です。

評価できること

関西電力のコンプライアンスへの取組みで評価できる点
は、繰り返し発せられるトップメッセージから第一線職場
での活動まで、多層的な取組みがおこなわれており、し
かもそれが上から下への一方通行ではなく対話形式で
おこなわれるなど双方向性が確保されていることです。
コンプライアンスの本質は、従業員一人ひとりが自分の
頭で考え、フェアな姿勢で業務をおこなうことにあると
いう基本が全社的によく理解されていると思われます。

要望したいこと

東京電力福島第一原子力発電所の事故を受けて、全国
的な電力不足が懸念されている状況で、関西電力には、
電力の安定的供給と原子力発電の安全・信頼確保の両
立という極めて重要な社会的責任が課されています。
このような状況に直面しているいまこそ、これまで関西
電力のコンプライアンスへの取組みで培ってきたフェア
な姿勢を大切にしながら、いま、本当に優先しなければ
ならないことは何なのかについて、メリハリをもって判断
していくことが求められています。このような力を発揮
していくことをステークホルダーも望んでいるといえるで
しょう。

国広総合法律事務所
弁護士

國廣  正 氏

専門家の方のご意見

Action>> 2011年度以降の方針

当社グループは、CSRの実践の一環として
コンプライアンスの推進に取り組んできまし
た。2010年度は、コンプライアンス意識
のさらなる浸透を図るべく、具体的事例を
活用した対話・研修を積極的に実施しまし
た。また、実務に即した情報発信や啓発ツー
ルを充実し、職場ディスカッション活動も引
き続き精力的に展開しました。
しかしながら東日本大震災後は、原子力
発電の安全性や、供給力不足による節電
要請に関連して、お客さまと社会からの信
頼を揺るがす事態となりました。信頼回復

のためには、いま一度、当社グループ全般
にわたり、コンプライアンスを再徹底するこ
とが必要だと考えます。

2011年度は、コンプライアンスの重要
性の認識を全社大、グループ大で改めて共
有するため、メッセージの発信や意見交換
などによる「横」のつながりを強化します。
あわせてeラーニングなどを活用し、法令
手続管理を再徹底するとともに、対話・研
修によるコンプライアンス意識の浸透に引
き続き取り組みます。

関西電力株式会社
執行役員
総務室長
勝田  達規

17,840名

「向上していない」
14.5%

「向上した」
85.5%

用語集参照　コンプライアンス／ステークホルダー73 74



今後ともみなさまからいただいた評価、ご意見を参考にさせていただき、事業活動のより一層の充実を図っていきたいと
考えています。また取組み状況については、今後もレポートやホームページなどでご紹介させていただきます。

「関西電力グループCSRレポート2010」アンケート結果
「CSRレポート2010」アンケートに多くのご意見をいただきありがとうございました。私たち関西電力グループは、CSR
についての考えや取組みをレポートで報告し、ご意見をいただくことは、ステークホルダーのみなさまとの大切なコミュニ
ケーションの機会であると考えています。アンケートなどを通して、みなさまからお寄せいただいた貴重なご意見、ご要望
は、事業活動に反映させるとともに、今年度のレポート制作の改善に向け活用させていただきました。

■レポートについての評価

■レポートについての主な改善点

●特に興味をもたれた項目ランキング

●分かりやすさ

分かりやすい 
56%

普通 
19% 大変分かり

やすい

25%

分かりにくい

0%

●読みやすさ

読みやすい 
38%

普通 
28%

大変読み
やすい 
34%

読みにくい

0%

●内容の充実

充実している 
55%

普通 
9%

大変充実
している 
34%

充実していない

2%

8割以上の方から、「分りやすい」という
評価をいただきました。

7割以上の方から「読みやすい」という
評価をいただきました。

約 9割の方から「充実している」という
評価をいただきました。

１位 特集 ： 持続可能な低炭素社会の実現に向けた 私たちの使命と責任

1位 お客さま満足の向上と低炭素社会の実現をめざして

3位 「低炭素社会のメインプレーヤー」への挑戦

4位 ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーション 

5位 地域社会の一員としての取組み 

巻 頭

第2章

第2章

第5章

第3章

 6位 安全を最優先した原子力発電所の取組み 

 7位 循環型社会の実現に向けた活動の展開

 7位 地域の活性化に向けた取組み 

 7位 ダイバーシティの推進と働きやすい職場づくり 

10位 安全衛生に関する取組み 

10位 情報セキュリティ対策と個人情報保護の推進 

第1章

第2章

第3章

第4章

第4章

第6章

アンケート結果およびいただいたご意見を反映しました

分かりやすさ
「関西電力グループらしい取組みを
分かりやすく説明してほしい」
というご意見に対して

●各章の先頭ページにハイライトを設け、関西電力グループの 6つの
CSR行動原則に即した特徴的な取組みを従業員の声を交えて、分
かりやすくご説明しました。

■当社グループの取組みおよび事業活動に関するご意見と対応

内容の充実 「災害等への備えについて知りたい」
というご意見に対して

●東日本大震災を踏まえた当社の取組みについて、特に原子力発電
所における安全性向上対策などを中心に、巻頭の特集で詳しくご
説明しました。

読みやすさ
「文字や写真を大きくするなど、
もっと見やすくしてほしい」
というご意見に対して

●写真やグラフを見やすい大きさで配置するよう工夫しました。また、
長文には中間に見出しを挿入するなど、読みやすさの向上に努めま
した。

●毎年、すべての従業員を対象に実施している「CSRに関する全従業員アンケート」の結果を
一部抜粋し掲載しています。社員の意識が知りたい。

●堺市臨海部で2009年10月から建設を進めていました当社初のメガソーラー発電所の「堺
太陽光発電所」は、2011年9月に営業運転を開始しました。  本発電所では、日射量や電
圧などのデータを蓄積し、将来、太陽光発電が大量に導入された場合の、電力系統におけ
る安定供給上の諸課題を検証しています（40ページ）。

太陽光発電に積極的に関与して
欲しい。

75
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「未来の上海ディズニーランド」　作：古久保 憲満 氏
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あ

アスベスト

石綿ともよばれ、天然に存在する繊維状の鉱
物のこと。熱、薬品、摩擦に強く、絶縁性や耐
久性に優れていることから、さまざまな製品
に使用されていた。人体に吸い込まれると、
肺がんや中皮種などの健康被害が生じる。

え

エコキュート

ヒートポンプ技術により、太陽にあたためら
れた空気中の熱を使ってお湯を沸かす電気
式の省エネ給湯機。高効率で、使う電気の
3倍以上の熱エネルギーが得られるため、
環境性・経済性に優れている。

エネルギー資源の備蓄効果
不測の事態に対してエネルギー資源を蓄え
ているのと同様の効果。 

エネルギーセキュリティ

政治、経済、社会情勢の変化に過度に左右
されずに、エネルギー源を安定して確保する
ためのリスク回避の戦略。
 

エリア熱回収システム
他のエリアで発生する排熱を回収し、別の
エリアの熱源に活用するシステムのこと。

お

オピニオンリーダー

世論形成に影響力を持つ人。

か

カーボンニュートラル

ある活動に伴うCO₂排出量が、他の排出
削減（吸収）により相殺されゼロになる
状態。例えば、植物は生長過程でCO₂を
吸収するため、その使用（燃焼）による
CO₂排出量との収支はゼロと見なすこと
ができる。

環境マネジメントシステム
事業者などが、自主的に環境保全に関する
取組みを進めるため、環境に関する方針な
どを設定し、これらの達成に取り組むための
体制、手続きなどのしくみのこと。

き

京都議定書
1997年に京都で開催された「気候変動枠
組条約第3回締約国会議（COP3）」で採択
された、地球温暖化防止のための文書。温
室効果ガス削減のための先進国の具体的な
数値目標を定めている。

く

クリーン開発メカニズム（CDM）

先進国・移行経済国が途上国で温室効果
ガス排出削減（または吸収増大）プロジ
ェクトを実施し排出削減量等をCO₂クレ
ジットとして取得する仕組。共同実施
（JI）、排出量取引（ET）と並ぶ京都メカ
ニズムの1つ。

グリーン購入
製品やサービスを購入する際に、その必要
性を十分考慮し、購入が必要な場合には、で
きる限り環境への負荷が少ないものを優先
的に購入すること。

グリーン調達
企業などが製品の原材料・部品や事業活動
に必要な資材やサービスなどを、部品メーカ
などのサプライヤーから調達するとき、環境
への負担が少ないものから優先的に選択す
ること。

グループガバナンス

グループ会社の統制を図り、各社の各種取
組みに対して監理や支援をおこなうこと。

グローカル

Global（地球規模の）とLocal（地方の、地
域的な）を組み合わせた造語で「地球規模

の視野で考え、地域視点で行動する」とい
う考え方。

け

原子燃料サイクル
原子燃料は、鉱石の状態から発電所で使用
される過程で、また、発電所で使用後の処
理やリサイクルされる過程で、形態がさまざ
まに変わるが、この過程を原子燃料サイク
ルという。

こ

高経年化
機器や材料が長期間使用されること。 

交流電源喪失
原子力発電所の異常時において、外部電源
（送電線等からの電源）が遮断され、かつ非
常用発電機が稼動せず、所内のすべての電
源が失われること。

国内クレジット制度
中小企業等は大企業の資金・技術協力によ
ってCO₂の排出を削減し、大企業はその削
減量を自らの削減分として日本経団連の環
境自主行動計画などの目標達成に反映させ
ることができるしくみ。

国連グローバルコンパクト
1999年の世界経済フォーラムにおいて、当
時国連事務総長であったコフィー・アナン氏
が企業に対して提唱した、人権・労働・環
境・腐敗防止に関する自主行動原則。

コンバインドサイクル発電方式
ガスタービンで発電するだけでなく、その廃
熱を利用して蒸気をつくり、蒸気タービンで
も発電するなど、2つの発電方式を組み合
わせるシステムのこと。熱効率が高いといっ
た特徴がある。

コンプライアンス

一般的には、法令・企業倫理・社内ルール
などを遵守することといわれているが、企業

として道義的責任を果たすことも含め、社
会の要請に適応していくことがその本来の
趣旨である。

し

システムログ

社内システムの利用記録のこと。

執行役員制
取締役会制度の見直しとして、業務執行は執
行役員に委ね、取締役は、企業全体の方針の
決定・監督に専念することとされており、取締
役会の監督機能の強化と意思決定の迅速化
を図ることなどを狙いとして導入されている。 

シビアアクシデント

設計時の想定を大幅に超える事象のこと。
安全設計の評価上想定された手段では適
切な炉心冷却または反応度の制御ができな
くなり、その結果、炉心の重大な損傷に至
る事象をいう。

住宅・建築物省CO₂推進モデル事業
住宅・建築物における省CO₂対策を強力に
推進し、住宅・建築物の市場価値を高める
とともに、居住・生産環境の向上を図るた
め、省CO₂の実現性に優れたリーディング
プロジェクトとなる住宅・建築プロジェクト
を、国が公募し、整備費等の一部を補助す
るもの。

周波数変換設備
電気の周波数は静岡県の富士川を境に東
日本では50Hz、西日本では60Hzに統一さ
れており、異なる周波数系統の連係を目的
とした変換設備のことをいう。

照射前ウラン
原子炉で核分裂する前の金属ウランのこ
と。原子力発電ではウラン粉末などを焼き
固めて燃料として使用している。

使用済燃料の損傷
発電所で使用されたウラン燃料を保管して
いる使用済燃料プールにおいて、冷却が不

十分な状態が続き、使用済燃料の温度が上
昇し、燃料被覆管が損傷する事故。

情報セキュリティマネジメント
情報の漏えいやシステムの障害など、情報
に関わる事故を防止するため、リスクの分
析、対策計画の策定・実施・評価を継続し
ておこなうこと。 

女性のエンパワーメントのための指針
2 0 1 0 年 3 月 8 日 の 国 際 女 性 の 日
（International Women's Day）に、公表さ
れたもので、企業やそのほかの民間団体が
女性の登用とエンパワーメント（目標達成の
ために自立を促すとともに、行動を支援する
こと）に取り組むための7つのステップを表し
たガイドライン。

す

水素爆発
気体の水素（水素分子）によるガス爆発の
こと。原子炉の冷却機能の喪失により燃料
被覆管のジルカロイが高温の水蒸気と反応
して水素が発生する。

ステークホルダー

企業活動をおこなう上で関わるすべての人。
お客さま、地域社会、取引先、株主･投資家、
従業員などが含まれる。

ストレステスト

地震、津波などの想定を超える大災害が起
きた際に原子力発電所の安全性にどのよう
な影響があるかを評価する仕組み。原子力
発電所の頑健性や弱点を評価し、さらなる
改善に努めるもの。

3R活動
廃棄物の抑制に必要なリデュース（Reduce 

発生抑制）、リユース（Reuse 再利用）、リ
サイクル（Recycle 再生利用）の3つのRの

総称。

専門用語について詳しく解説した用語集をご用意しました。
各ページの一番下に表示している言葉については、用語集において解説しております。

どうぞご参照ください。

2011CSRレポート
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ゼロエミッション

ある産業から出る廃棄物を別の産業の原料
として活用することにより、廃棄物の排出
（エミッション）をゼロにする循環型産業シス
テムの構築をめざす理念と手法で、1994年
に国連大学が提唱した考え方である。

専門技術・技能者制度
第一線職場において、高度な電気事業固有
の技術力・技能を有し、これを後進に伝承
するにふさわしい熱意や指導力を備えた人
材を「専門技術・技能者」として認定し、所
属する職場において、技術・技能面で後進
を指導し、育成する役割を担わせることで、
電気事業固有の技術・技能を確実に維持継
承するもの。認定者数は、2011年5月末現
在で237名。

線量評価
環境中に放出された放射性物質によって、
発電所周辺に居住する人の線量を評価した
値のこと。

た

耐震安全性評価
「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
指針」に基づく、原子力発電所に適用され
る地震に対する強度評価。

て

低位発熱量基準
燃料中の水分および燃焼によって生成され
た水分の凝縮熱を差し引いた発熱量（低位
発熱量）を基準にしたもの。

低炭素社会
地球温暖化対策として、温室効果ガスの一
つである二酸化炭素の排出量が少ない産
業や生活システムを構築した社会のこと。 

低レベル放射性廃棄物
原子力発電所の運転や点検などに使われた
作業衣や手袋、換気口フィルター、洗濯水な
ど、わずかに放射能を帯びた廃棄物のこと。

と

トータルソリューション

電気を中心にグループサービスを組み合わ
せた当社グループならではの価値を提供す
ることで、お客さまの多様なニーズにお応え
し、その課題を解決すること。 

は

ばいじん

物の燃焼などによって生じた固体粒子のこ
と。大気中への排出後は、粉じんや砂ぼこ
りと混じってしまうが、一般には大気中にあ
るこのような混合物に対しても「ばいじん」
ということが多い。

パワー・ハラスメント

職権などのパワーを背景にして、本来の業
務の範疇を越えて、人格尊厳を侵害する言
動を繰り返しおこなうことで、就業者の働く
環境を悪化させること、あるいは、雇用不
安を与えること。 

ひ

非化石電源比率
全発電量のうち原子力、水力および新エネ
ルギー（太陽光、風力、バイオマスなど）で
発電した比率のこと。

ヒューマンエラー

人為的過誤や失敗（ミス）のこと。意図しな
い結果を生じる人間の行為。

め

メガソーラー

一般的に、大規模な太陽光発電の設備（発
電出力が1メガワット［1MW=1000kW］以
上）を指す。 

ゆ

ユニオンショップ協定
雇用された労働者が雇用から一定期間内に
その会社の労働組合に加入しなければなら
ないとする制度。 

ろ

炉心損傷
原子炉の炉心の冷却が不十分な状態が続
き、あるいは炉心の異常な出力上昇により、
炉心温度が上昇し、燃料被覆管が損傷する
事故。炉心溶融を含む。

C

CASBEE
（建築物総合環境性能評価システム）
省エネや省資源・リサイクル性能といった環
境負荷削減や、室内の快適性や景観への
配慮といった環境品質・性能の向上など、
建築物の環境性能を総合的に評価するシス
テム。「Sランク（素晴らしい）」から、「Aラン

ク（大変良い）」「B+ランク（良い）」「B-ラ

ンク（やや劣る）」「Cランク（劣る）」という5

段階の格付けが与えられる。

CSR

Corporate Social Responsibilityの略で、
「企業の社会的責任」と訳される。企業は社
会の一員として、法令遵守はもちろん、商
品やサービスをお届けして利益をあげるだ
けでなく、人権の保護や環境への配慮など
についても、社会に対して積極的に責任を
果たさなければならない、という考え方。

CO₂クレジット
先進国などにおける温室効果ガスの排出量
と相殺できる温室効果ガスの削減、吸収量
の権利のこと。

CO₂排出係数
燃料や電力の使用に伴うCO₂排出量を算出
するための係数のこと。燃料や電力を単位量
使用した際に排出されるCO₂量で表される。

COD
化学的酸素要求量のこと。海水や湖沼水質
の有機物による汚濁状況を測る代表的な指
標である。水質汚濁防止法の規制項目に指
定されている。

E

eo光
関西電力グループの㈱ケイ・オプティコムが
提供するFTTHサービス（eo光ネット、eo光
電話、eo光テレビ）のブランド名。

eoモバイル

㈱ケイ・オプティコムが提供するモバイルブ
ロードバンドサービス。公衆無線LANサービ

スや最大21Mbpsの「3Gサービス」、最大
40Mbpsの「Wimaxサービス」などを取り
揃え、外出先でもブロードバンドインターネッ
トをお楽しみいただける。

F

FTTHサービス

光ファイバーを一般家庭に引き込む通信
サービス。高速・大容量の通信サービスを
指すブロードバンドのなかで、FTTHは最も
高速なサービス。

I

IR

Investor Relationsの略。企業が株主や投
資家に対し、投資判断に必要な情報を適時、
公平、継続して提供する活動全般のこと。

L

LNG

Liquefied Natural Gasの略。常温常圧で
は気体である天然ガスを海上輸送するため、
-162℃の超低温に冷却して液化したもの。
液化することにより、気体の状態と比べて体
積を600分の1に縮小できる。燃焼時に発
生するCO₂の量が石炭・石油よりも少ない
ことから、環境対策上有効な燃料といえる。

M

MOX燃料
ウランとプルトニウムを酸化物の形で混合し
た燃料。MOXとはMixedOxide（混合酸化
物）のこと。 

N

N₂O
一酸化二窒素のこと。家畜の排せつや農業
廃棄物の焼却などに伴い発生する。温室効
果ガスに指定されている。

NOx
窒素酸化物のこと。窒素を含む燃料の燃焼
と燃焼時に空気中の窒素が酸化することで
発生し、一酸化窒素（NO）と二酸化窒素
（NO₂）がある。大気汚染防止法の規制物
質に指定されている。

O

OSART
国際原子力機関（IAEA）の運転管理評価
チーム。世界各国の専門家で構成され、
原子力発電所の安全性向上を目的に活動
している。運転管理全般を文書確認、意
見交換、現場作業の確認などによって評
価している。 

P

PCB

Polychlorinated Biphenyl（ポリ塩化ビフェ
ニル）の略称のこと。電気絶縁性が高いと
いった特徴があり、変圧器用の絶縁油など
に使われていた。カネミ油症事件（1968年）
などを機に生態系への影響が判明し製造・
使用などが原則禁止になった。

PRTR法
Pollutant Release and Transfer Register

の略称。正式名称は「特定化学物質の環境
への排出量の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律」。有害化学物質が環境中

にどの程度排出されたか、あるいは事業所
外に運び出されたかというデータを把握・
集計し、公表する仕組みのこと。

R

RPS法
Renewable Portfolio Standardの略称。
RPS法は、2003年4月に施行された「電気
事業者による新エネルギー等の利用に関す
る特別措置法」のこと。

S

SF₆
六フッ化硫黄のこと。優れた絶縁性能をも
ち開閉器などに用いられる。温室効果ガス
に指定されている。

SOx
硫黄酸化物のこと。硫黄を含む燃料の燃焼
により発生し、亜硫酸ガス（SO₂）と無水硫
酸（SO₃）がある。大気汚染防止法の規制
物質に指定されている。

T

TQM

Total Quality Managementの略称。顧客
が満足する製品やサービスを最適な品質で
提供するよう、企業の全組織を効果的、効
率的に運営し、企業目的を達成する体系的
活動のこと。

U

UNwomen
2010年7月、これまで個別にジェンダー平
等に取り組んできた4つの女性関連専門機
関が統合して設立された、女性・少女の権
利促進のための国連機関。
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このレポートの内容は、インターネットからもご覧いただけます。
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/index.html

また、レポートについてのご意見、お問い合わせは、下記までお願いいたします。

関西電力株式会社  企画室CSR推進グループ
TEL:（06）7501-0270（直通）
〒530-8270　大阪市北区中之島3丁目6番16号

関西電力グループ CSRレポート

環境情報については記載内容の客観的な信頼性を確保するため、
第三者機関による審査を受審しています。
審査を受けた結果として、サステナビリティ情報審査協会（http://www.j-sus.org/）
の定める「環境報告審査・登録マーク付与基準」を満たしているとして
左記のマークの付与が認められました。

本誌は、より多くの人にとってわかりやすいよう
色づかいに配慮したデザインであることが、
NPO法人カラーユニバーサルデザイン機構によって
認定されました。
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